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この報告書は,日 本 自転 車振興会か ら競輪収益 の一部 であ

る機械工業振 興資金 の補助を受 けて昭和57年 度 に実施 した

「海外 におけ る情報処理 及 び 情 報 処 理産 業 の実態調査 」の

一環 としてとりまとめた ものです。
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序

当協 会 は,わ が 国 にお け る情 報 処理 産業 の発 展 に資 す るた め,'昭 和43年 以

来,毎 年 海 外 に調 査 団を派 遣 し,ア メ リカお よび ヨー ロッパ 諸 国 に お け る情 報

処理 関 係 の諸 問題 の実 態 を 明 らかに して まい りま した。 本 年 度(ヨ ーロ ッパ 班)

は,ヨ ー ロ ッパ に お け る最 近 の コン ピ ュー タ事情 を調 査 す る こ と と し,関 連 の

国際 会 議 へ の参 加 と併 せ,官 庁,研 究 機 関,国 際 機 関 な ど6カ 所 を 訪 問 いた し

ま した 。

今 回の訪 問 で は,特 に 以 下 の 項 目に重 点 を置 いて調 査 を行 いま した。

・ヨー ロ ッパ に おけ る情 報 処理 振興 策

・ヨー ロ ッパ 主 要 に お け る情報 処理 の現 状 と動 向

・情 報 処理 分野 にお け る標準 化 活 動

こ こにそ の結 果 を と り ま とめ,海 外 の情 報 処理 に 関心を もた れ る方 々の ご参

考 に供 した い と思 い ます。

な お,本 調 査 実施 に当 って,ご 支 援,ご 協 力を た まわ った調査 訪 問 先 等 関係

各位 に対 し心 よ り感謝 の 意 を 表 し ます 。

昭和58年3月
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調 査 の 概 要

1.目 的

海外諸国におけ る情報処理お よび情 報処理産業につき,そ の実態 を調査す る

とともに,各 国での発展 の背景 と今後 の動向を把握 し,わ が国に おける情報処

理 および情報 処理産業 の発展 に資す ることを 目的 とす る。

2.・ 調査 事項

ヨ ー ロ ッパ の 情報 戦 略

・ヨー ロ ッパ に お け る情 報 処理 振興 策

・ヨー ロ ッパ 主 要 国 に お け る情 報 処理 の現 状 と政 策施 策

・主要 機 関 に おけ る情 報 処理 活 動

・情報 処理 分 野 にお け る標 準化 活動

3.調 査期 間

昭 和57年10月9日(土)出 発

昭和57年10月23日(土)帰 国

4.調 査 訪 問機 関 及び 期 日

月 日 訪 問 機 関 住 所 国 名 機関1種 類

10月11日 国際 デ ィ レクター会 議 出席 Postadres:Postbus6246 オ ラ ンダ 研 究機 関

(月)
(開 催場 所:オ ラン ダ ・ ]005EEAmsterdom

～ ユ トレ ヒ ト市)

10月13日

(水)
幹 事 機 関:Studiecentrum

NOVI

ゾ
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10月15日 ISO
'

1,RuedeVarembe ス イ ス 国際標準化

(金)
(InternationalOrganわ 1211Geneva20

機関

zationforStandardト

zation)

10月18日 ADL,France 230,RuedeFaubourg フ ラ ン ス 調 査

(月) (ArtherD.Little)
ノ

SaintHonore コ ン サ ル タ

ン ト会社

10月19日 INRIA Bomainde 国立情報処

(火)
(InstitutNationalde VoluceanRocquencourt 理機関

RechercheenInforma一

tiqueetenAutomati一

que)

10月19日 ADI TourFiatCedex16 情報処理政

(火) (Agenqede
ノ

92084ParislaDefence 府関連機関

1'Informatique)

10月20日 GMD 5205St 西 ドイ ツ 国立情報処

(水)
.■

(Gesellschaftfur Augustin1 理機関

Mathematikund
SchlossBirlinghoven

Datenverarbeit皿gmbH

10月21日 FMRT Stresemaunstrasse2 ドイ ツ連邦

(木)
(FederalMinistryfor 5300Bonn 研究技術者

Researchand-Tech一
BadGodesberg

nology)

■

語

手

山

5 査 員

島 篤 二

鳥 雄 嗣

当協会専務理事

当協会技術調査部調査課長
・

■
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総 論

最 近 に おけ る ヨー ロ ッパ に お け る経済 不 況 は,ま す ます深 刻 とな って お り,

EC加 盟 国 で はECを 通 じて事 態の 打 開策 を講 じ るため真 剣 に取 り組 ん で い る。

1982年6月 には,ブ ラ ッセル に お いて こ うした 問題 を 論 じ るた め会議 が 開催

され,ヨ ー ロ ッパ 全体 の社 会 ・経 済,失 業 問題,情 報 技術 の重 要 性 が 説 かれ,

結論 としてECに お け る新 た な共 同 プ ロジ ェ ク トの 必要性 につ い て の コン セ ン

サ スを 得 た。 こ うした提 案 を 受 け てECで は,新 たな共 同 プ ロジ ェク ト,「 情

報技 術 の研 究 開発 に 関 す る ヨー ロ ッパ戦 略 プ ログ ラム;ESPRIT(European

StrategicProgrammeofResearchandDevelopment)」 の開 始 に踏 み切

る こ とに した。

ESPRITに 対 して は,ECCか ら予 算 として23百 万ECU(約50億 円)

が認 め られ,こ の うち50%はEECか ら,残 りは産 業 界 か らの投 資 に よ って

まか な うことに な った。 またESPRITプ ロジ ェ ク トと して取 り上 げ られ た テ

ー マは ,現 在 あ らゆ る国 で課 題 と な って い る;① 先 進 的 マ イ クロ エ レク トロニ

クス,② ソ フ トウ ェア技 術,③ 高 度 な情 報 処理,④ オ フ ィス ・オ ー トメ ーシ ョ

ン,⑤ コン ピ ュー タを ベ ース と した統 合 製造 シ ステ ムの5分 野 で あ る。 ま た,

こ うした各分 野で 研 究 開発 を続 けて 行 く上 で,各 国 間 の情 報 交 換 が 極 めて 重 要

であ ると して,こ のた め の予 算 も特 別 に計 上 され るこ とに な った 。 い ずれ に し

ろEC諸 国 では,ア メ リカお よ び 日本 の この 分野 に おけ る急 速 の進 歩 と,徐 々

に市場 が圧 ば くされ つつ あ る こと に危機 感 を持 って い るの は事 実 で,こ れ が今

回のECに お け る緊 急 課題 と してESPRITが 取 り上 げ られ た 背景 と,なって い

る。 な お,ESPRITの 目的等 そ の概 要 は,次 項 で述 べ られ て い るが,プ ロジ

ェ ク トその もの の詳 細 に つ い て は附録 を参 照 され た い。

こ うした動 きに刺 激 され て,ヨ ー ロ ッパ主要 国 で は各 々の 国 で独 自の情 報 処

理振 興策 を講 じよ う として い る。 ドイ ツ連邦 共和 国 では,最 近 政 権 の 交替 が あ
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り,こ れ に よ って,情 報 処理 産業 に対 す る振 興 策 に も微妙 に その 影響 が 出 てい

るが,大 す じ と してそ の施 策 に変 わ りはな い。 市 場 に お いては,先 進 諸 国,特

に ア メ リカの大 手 企業 に よ る進 出 の影響 を もろに受 け て お り,こ の ま ま放 置 し

て お くと ます ます その圧 迫 は強 くな る ことを憂 え て い る。 また,情 報 処理 諸技

術,マ イ ク ロエ レク トロニ クス とか通信技 術 は,今 後 の経済,社 会 の革 新 の担

い手 で もあ り,こ の分 野 に対 す る政府 の テ コ入 は,ア メ リカ とか 日本 の例 か ら

も非 常 に重 要で あ る と し,① ソフ トウェア技術,② シ ステ ムお よびデ バ イ ス技

術,③ パ ター ン認 識 お よび認 識 シス テ ム,④ オ フ ィスに おけ る情 報 処理 とデ ー

タの保 護技 術,⑤ 分析,予 測 とその効果,の5分 野 た対 し積極 的 な助 成 を 展開

す る こ とと な った。

フ ランスで は,現 在 情 報 処理 を 中心 と した エ レク トロニ クス産 業 が,ア メ リ

カ,日 本,西 ドイツ に続 く世 界第4位 の 地位 にあ るものの輸 出入 につ いて は大幅

な赤字 で あ り,売 上 に お い て も上 位3国 に水 を あ け られ て い る。 したが って,

エ レク トロニ ク ス産 業 に対 す る積極 的 な施 策 が痛 感 され て お り,こ うした事情

か ら政府 では 特 別 な委 員 会 を 設置 し,1981年 の9月 か ら翌 年 の3月 に かけ て

詳 細に わた る調 査 研究 を行 った。 同委 員会 は,技 術 開発 省 が 中心 に な り,国 防

省,産 業 省,郵 政 省 が参 加 して行 わ れ たが,そ の 他 の省 も これに 対 し積極 的 に

協 力 を行 った。 委 員 会 で は,最 終 的 に討議 結果 を ま とめた 報告 書 を作 成 したが,

そこで は エ レ ク トロニ クス分野 全般 に わた る政 府 の 強 力 な育成 策 が 必要 で あ る

としピ 特 に 情 報処 理 とOAな ど情 報 処理 分野 の 重要性 が 指適 され て い る。 次項

では,こ の委 員 会 での 調査 分析 を 中心 に討議 した結果 を取 り ま とめ た もの で あ

●る
。

一 方
,イ ギ リスに おい て も,情 報技術 相 が 中心 に な って,1982年3月 に特

別委 員会 が設 置 され,今 後 の情 報 処理 振興 策 の 必要 性 等 に つ いて議 論 が行 われ

た。 この委 員 会 は,わ が国 が 昨年 か ら始 め た新 世代 コン ピュー タ ・フ。ロジ ェク

トが引 き金 に な った もの で あ る。 今 回 は,イ ギ リスを訪 問 し実 際 に今 後 の政府

施 策等 につ い て議 論 した わ けで は ない が,訪 問 中 に入手 した 同委 員会 の報 告書
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を も とに,今 回 の国 際 デ ィ レク タ ー会議 に 出席 したNCC代 表 の 人達 との討 話

を 加味 して取 りま とめた。 同報 告書 では,結 論 と して イギ リスの情 報 処理 振興

策 の 重要 性 を 説 き,こ の た め特 別 な プ ロ ジ ェ ク トを 打 ち上 げ な けれ ば な らな い

として い る。 ま た同 プ ロジ ェク トを推進 してい くに は,産 業 界 とか学 界 の協 力

が 不 可欠 で あ る と し,ま た政 府 の積 極 的 な助 成 な くして成 し得 な い との提 言 を

行 って い る0

1971年 に西 ドイ ツの ボ ンで始 ま った 国際 デ ィ レク ター会 議 は,西 ドイ ツの

政府 関連 機 関GMDの 提 唱で 始 ま った もの で あ る。 この会 議 は,情 報 処理 に 関

連 す るそ の国 の代 表 機 関 の長(デ ィ レク タ ー)に よ るイ ン フォ ーマル な もの で

あ る。 会議 は,平 均1,5年 に1回 開催 され,前 回 の ホ ス ト機 関 のデ ィ レク タ ー

が議 長 とな って,各 機 関 が持 ち廻 りで 行 う もので あ る。 今 回 の会議 は,10月

ひ

11日 か ら13日 までオ ランダのNOVIが ホ ス トとな って,ア ムス テル ダ ム

の近郊 ユ トレ ヒ トで 開催 され た。 同会 議 で は,お 互 い が抱 え る問題 点 な ど に つ

いて 意見 交換 が行 うとと もに,今 回 の メイ ン ・テ ー マ として,①OAとLAN,

② 教 育訓 練,③ 後 進 国 に おけ る情 報化,④ 国 際者 競 技 会 な どを取 り上 げ た 。 会

議 に は,9カ 国 か ら10機 関,計15名 が 参 加 し,こ うした テ ーマだ けで な く,

各 機 関 の最 近 の活 動 等 につ き積 極 的 な議 論 が行 わ れ た 。同会 議 へ の 出席 は,今

回 の訪 欧 の 重要 な 目的 の1つ で あ る。

この 国 際 デ ィ レク ター会議 に 出席 す るほか今 回の 訪問 では,最 近 の ヨ ーロ ジ

パ の情 報 関 連施 策 を 明 らか にす る こ とを 目的 と した こと もあ って,訪 問 先 は 主

と して政 府 お よび政 府 関連 機 関 と な った。 しか し,フ ラ ンスで は,著 名 な調査

コ ンサ ル タ ン ト会 社 で あ るADLを 訪 問 し,ECフ 。ロ ジ ェク ト,ESPRITの

詳 細 に つ いて 説 明 を受 け る機 会 を得 た。

一 方
,最 近,情 報処 理 お よ び通信 の分 野 におい て標準化 が重 要 な課 題 とな っ

てい る。 特 に ロ ーカル ・エ リア ・ネ ッ トワー ク(LAN)は,あ らゆ る国 に とっ

て極 め て 重要 なテ ーマ と なって お り,こ の こ とか ら もネ ッ トワー クの プ ロ トコ

ル の標 準 化 に対 す る要望 が急 速 に 高 まって い る。 現 在 標 準化 に つい ては,国 際
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標 準化 機構(ISO)が あ るが,そ の 他 に もCCITTと か ア メ リカのIEEEな

ど の組織 が標 準化 に関 し積 極 的 な活 動 を行 って い る。 今 回 は ,ISO本 部 を 訪

れ 特 に通 信 関 係 の標準 化 活 動 につ い て 話 を聞 く機会 を 得 た。

国 際デ ィ レク ター会 議 お よびISOに お け る標 準 化活 動 は,今 回 の メイ ン ・

テ ー マ 「ヨー ロ ッパ の情 報戦 略 」 とは 多少 異 質 で あ る こと もあ って ,別 に取 り

扱 った。

また,ESPRITの 詳細 につ い て は附録 に記 載 した。

e
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1.情 報 技 術 の 研 究 開 発 に 関 す る ヨー ロ ッパ

戦 略 プ ロ グ ラ ム:ESPRIT

1.1背 景 と 目的

ヨー ロ ッパ にお け る経 済 危機 は,ま す ます深刻 とな って お り,EC加 盟 国 で

は こ うした 状 況 を 打 開 す るため真 剣 に対策 に取 り組 んで い る。 も と も とECで

は科 学技 術 分野 の振 興 に 力を 入れ て いたが,最 近t'1980年 代 へ の提案"と し

て,1984年 か ら1987年 に か け て の重 要 な政 策 テ ー マ と して 以 下 の7分 野 を

か か げた。

① 農 業 分 野 に お け る競 合 の改 善

② 工 業 分 野 に お け る競 合 の改 善

③ 原 料 の コン トロール の改 善

・④ エ ネル ギ ー 資源 コ ン トロ ール の改善

⑤ 発 展 途上 国へ の 援 助

⑥ 生 活 と労働条 件 の改善

⑦EC内 の科 学 的 ・技 術 的 資 源 の よ り良い活 用

以 上7項 目は,ECが 今 後 研 究 開発 を行 ってい く重要 テ ーマで あ るが,中 で

も科 学技術 が重 要 項 目 と して強 調 され て い る。

一 方 ,1982年6月 に ヴ ェル サ イユで の最 高首脳 会談 で は,先 進工 業 国 の 指

導 者達 は,情 報 技術 の 分野 で お互 い が協 力す る必要性 が説 かれ,賛 同を得 た。

また,こ れ よ り以 前,1982年5月25日 にEC検 討 項 目と して提 出 され た報

告 の 中で,情 報 技術 に お け る ヨー ロ ッパの立 場 の弱 さが 指摘 され た。ECで は,

こ うした背 景 か ら,1982年 末 までに 情報技 術 振興 プ ロジ ェク トの推進 につ い

て答 申を行 うよ う研 究 会 に諮 問 した。特 に この答 申で は,長 期 にわ た る計 画 に

つ い て項 目別 に 具体 的 に その 開発 計 画を 展 開す る こ と,パ イ ロ ッ ト ・プ ロジ ェ

ク トにつ い て明確 にす る こ とな どが 強調 され た。 この よ うな状 況 を 踏 まえて,
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1982年6月28日 か ら2日 間 ブ ラ ッセル でEC加 盟 国 代表 が 出席 して特 別会

議 が 開催 され,活 発 な議 論 が行 われ た。 この 会議 で討 議 され た概 要 は以 下 の と

お りで あ る。

・ヨー ロ ッパ に おけ る経 済 的,社 会 的状 況 は極 め て深 刻 な もの とな って お り,

特 に失 業 問題 は,各 国 に おい て重 要 な問題 とな って い る。

・こ うした状 況 を 打 開す るため に は,投 資 と競 争 を よ り拡大 し,技 術 開 発 を

ベ ース と した ヨー ロ ッパ 全体 の戦 略的 プ ログ ラムを組 み上 げ て い く必要 が

あ る。

・産業 に おけ る競 合 を拡大 す るた め には,国 家的 な事業 と調 整 しな が ら,情

報 技術 に おけ る研 究 開 発 の共 同 プ ログ ラムが必 要 と なろ う。

・ヨーロ ッパ で は,こ の分野 で ア メ リカ とか 日本 か ら立 ち遅 れ て お り,緊 急

に こ うした問題 に取 り組 まねば な らない 。

・こ うした共 同 プ ログ ラムは ,大 学,研 究機 関,中 小企 業 を含 む 関連企 業 が,

極 め てオ ープ ンな形 で参 加 し,協 力 す る必要 が あ る。

・こ う した共 同 プ ロジ ェ ク トで は,参 加 機 関 およびEC間 の調 整 が重要 で あ

るo

以上 の議 論 を 通 じて,ECで は,情 報技 術 の研究 開発 が今 後 極 め て重要 で あ

る と し,緊 急 課題 として 共 同 プ ロジ ェ ク ト「情 報技 術 の研究 開発 に関 す る ヨー

ロ ッパ 戦略 プ ログ ラム:ESPRIT(EuropeanStrategicProgrammeof

ResearchandDevelopmentinInformationTechnology)」 を 取 り上

げ,会 議 の結 論 と してEC本 部 お よびEECに 提 出 した 。

ECで は,こ の答 申 に対 し,ESPRITの 重要 性 を 認識 し,こ の プ ロジ ェ ク

ト遂 行 の ため に 必要 と され る総 予算23百 万ECU(約50億 円)の 了承 をE

ECを 通 じて行 った。 この予 算 の うち50%はEECか ら,ま た残 り50%は

産 業界 か ら投 資 され る ことに な る。

ヨー ロ ッパ に おい て は,EC自 体 がEC全 体 を1つ の組織 と して規 格 を押 し

つ け るほ どの 力 を持 って い るわけ で な く,個 々の 国 々が各 々異 な った規格 を採
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用 し てい る とい う悩 みが あ る。

今 回のESPRITは,情 報 技術 の ほ とん ど全 て の分野 を カバ ーす る もの で あ

り,こ の計 画 を遂行 してい く上 で 規格 化 は 極 め て重 要 であ る。

企 業 や 大学 に おけ るプ ロ グ ラムは,直 接 商用 化 を指 向す る場 合 が 多 い こ とか

ら,ど うして も2重 投 資 の傾 向 が あ った 。 今 回 のESPRIT計 画 は,長 期 に わ

た る もの で あ って,こ のプ ロ グ ラムの参 画者 は,個 々の利 益 で は な く,EC全

体 の利益 を追 求 しな けれ ば な らない。 した が って,ESPRITに お い て は各 国

の プ ログ ラ ム とは競 合 しない こ とが原 則 で あ る。 各 国 が行 うナ シ ョナ ル ・プ ロ

ジ ェ ク トは通 常 以 下 の特徴 を持 って い る。

・政 府 が援 助 を行 う高 度 な技術 は ,し ば しば厳 しい保護 が行 わ れ て お り,厳

格 な安 全 性 や規 則 に よ る規制 に よ って,一 般 の 人 には使 用 しに くい。

・テ レコ ミュ ニ ケー シ ・ンに関係 す る研究 は,国 の政策 と非 常に 密接 な 関係

を持 って い る。

・政府 か ら援 助 しよ うと しまい と産 業 界 に お け る研究 は ,短 期 間 で投 資 の回

収 が で きる よ うな製 品や 製造 工 程 に 関係 す る もの が多 い。

・高度 な水 準 を 持 つ大学 の 研究 は ,産 業 の ニ ー ズに十 分適 応 で きな い場 合 が

多 い。 研究 結 果 は す速 く公表 され るが,日 本 や ア メ リカの 企 業 に よ って マ

ーク され る。

・ヨー ロ ッパ 内 の各 企業 は ,ほ とん ど共 同研 究 を 行 って いな い 。 した が って

同 じよ うな研 究 か ら相互 に実 験 結果 を 交換 せ ず に,ま た こ うした機 会 を も

たず に異 な った場 所 で,同 時 に進行 して い る。

ESPRITは,今 や 時代 の 流 れ で あ り,極 めて 重 要 な プ ロジ ェ ク トで あ る こ

とが認 識 され て い る。ESPRITを 大 学,研 究 機 関,産 業 界の 間 との 協 力 と共

に,ヨ ーロ ッパ 内 の国 境 を越 え て産 業 界 との 間 の協 力 を確 立 しなが ら,長 期 の

技術 研 究 に集 中 させ てい くことに な ろ う。 プ ログ ラムは,製 造 され た製 品 や シ

ス テ ムの市場 での 競 合 とい う点 か らは会社 の運 営 を何 ら妨 げな い で あ ろ う。 そ

の点 に おい てパ イ ロ ッ ト ・フ。ロジ ェ ク トが,主 要 な プ ログ ラム とな るで あ ろ う。
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ESPRITを 進 めて行 く上 で段 階 的 ア プ ロ ーチ が提 案 され て い る。 つ ま り,

情 報技 術 の 分野 が急激 な変 化 の 影響 を 受 け 易い とい うこ とか らプ ロジ ェ ク トが

柔 軟性 を持 ってい る必要 が あ るか らで あ る。ESPRITは,参 加 す る全 て の企

業 に とって公平 な場 を提 供 す る必要 が あ る。 政 府 の 政策 が介 在 して は な ら な

いo

EC加 盟 国 は,EC圏 外 の諸国 と複 雑 な 関係 にあ り,こ う した こ とがESP

RITに と って役 に立 つ場 合 が あ る。 ノ ウハ ウ,パ テ ン ト,施 設,人 材等 の面

か らESPRITプ ロジ ェ ク トは ヨーロ ッパ 産 業 に とって 多大 の貢献 を もた らす

こ と に な ろ う。しか しECで は,こ のプ ロジ ェク トの開始 に あた って は,ア プ ロ

ーチの 方法 ,プ ロジ ェ ク トの進 め方 等 につ い て事 前 に十 分 な議 論 を行 う必要 が

あ る。 そ して い ざプ ロ ジ ェ ク トが始 まれ ば,研 究機 関,大 学,企 業 に と って オ

ープ ンな形 で進 め てい くことが 肝要 で あ る。

1.2プ ロジ ェク トの概 要

情 報 技術 の 分野 で は,EC諸 国 が 日本 とか ア メ リカ に遅 れ を と って い る こ と

は歴 然 と して お り,こ の ギャ ップを埋 め,追 い つ くた め に,ま ず 必 要 と され る

基礎 的技 術 を確 立 しな けれ ば な らない。 し た が って,具 体 的 に競 合 で き る技 術

的テ ーマ を 中心 にEC内 が お互 い に協 力 し てい く必要 が あ る。 経 済 的 に も,マ

/パ ワ ー的 に もあ らゆ る テ ー マに つ いて網 羅 的 に とら え る ことが 困難 で あ る こ

とか ら,最 も必要 とされ る重要 課 題 に努 力 を傾注 しな けれ ば な らな い。

今 回 のESPRITの 基本 的 調査 に おい て は,ECの 多 くの企 業,研 究 所,大

学 等 が協 力 したが,こ う した機 関 で は,ESPRITが 実施 に移 され た場 合 も協

力 した い と申 し 出て お り,ECが 行 う共 同 プ ロジ ェ ク トと して非 常 に効果 が あ

った と言 え るだ ろ う。

今 回のESPRITで 強調 された の は;

① 先 進 的 マイ クロエ レク トロニ クス

② ソフ トウ ェア技 術
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③ 高 度 な情 報 処理

④ オ フィ ス ・オ ー トメー シ ョン

⑤ コン ピ ュー タを ベ ース とした統 合 製造 シス テ ム

の5分 野 で あ った。

また,こ う した各 分野 で研 究 開発 を続 け てい く上 で情 報交 換 は極 めて重 要 で

ある と して,こ の ため 予算 も計 上 され て い る。 な お個 々のプ ロジ ェ ク トの 詳細

は,附 録 皿で述 べ て い る。

① 先 進 的 マ イ ク ロエ レ ク トロニ ク ス

エ レ ク トロニ クス装置 に と ってVLSI用 シ リコ ン ・チ ップ は重 要 な役 割

を 持 ってい るが,特 に特 殊 な機能 を 持 つ もの につ い ては,そ の重 要性 が改 め

て認 識 され てい る。 情報 技術 に お い て,VLSI技 術 は 非 常 に重 要 で あ るが,

集積 密 度 の増 大 は電 力 の消 費 削減 を 可能 にす る こ とか ら も今 後 の 重要 課 題 と

な って い る。

日本 とア メ リカは,こ の 分野 で相 当進 ん でお り,EC諸 国 に と って も こ の

ギ ャ ップ を埋 め る こ とが急 務 で あ る。 超LSIの 設計 に おい て,CADと デ

ー タベ ー スが非 常 に重 要 で あ り,今 後 の 情報技 術 と マイ ク ロエ レ ク トロニ ク

ス 分野 に おい て欠 かす ことが で きな い。 この分野 で強調 され た テ ーマ は;

・VLSIに 関 す る高 レベ ル接続

・相 互 作 用 に関 す る レイ ア ウ トとデザ イ ンの た めの高 レベルCAD

で あ った。

② ソ フ トウ ェア技 術

ソフ トウ ェア市 場 は,現 在 年 間49%の 割合 で 増加 して お り,特 に この う

ちで も シ ステ ム ・ソ フ トウ ェアは年 間32%と 急 速 の発展 を示 して い る。 標

準 パ ッケー ジ,事 務 用 ア プ リケ ーシ ョン,マ イ ク ロコン ピュ ー タ用 ソフ ト,

CAD/CAMな ど は 今後 特 に重 要 とされ る分野 で ある。 熟練 技術 者 の 不足 と

人件 費 の高 騰 は ソ フ トウ ェア を ます ます 重要 な もの と して お り,今 後EC諸

国 にお いて も大 きな問 題 とな ろ う。 このた めに,ハ ー ドウ ェア ・メ ーカ ー,
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ソ フ トウェア ・ハ ウス,産 業 界,ユ ーザ ー,学 術 分野,技 術 者 間 にお いて よ

り緊密 に情報 交換 を行 う と共 に協 力が必 要 で あ る。 この ため に は共 通 の ソフ

トウ ェア ・イ ン ター フ ェイ スお よび 標準 化 の達成 が 必要 とな る。 今 後 の ソ フ

トウェア要 員 の不足 を カバ ーす る意 味 に おい て,ソ フ トウ ェアの 自動化 は 重

要 テ ーマの1つ で あ るo・

この分 野 で は以 下 の3項 目が取 り上 げ られ た。

・ポ ー タブル ・コモ ン ・ツ ール

・規格 仕 様 と組織 的 な フ。ログ ラム 開発

・ソフ トウェ ア生産 と メ ンテ ナ ン ス ・マ ネ ージ メ ン ト ・シ ステ ム

(SPMMS)

③ 高度 な情 報 処理

今 後 マ ン ・マ シ ン ・イ ン ター フ ェイ スは ます ます重 要 に な り,そ の意 味 に

お い て高 度情 報 処理 は 重要 な テ ーマ で あ る。 情報 と知 識 デ ー タ ・ベ ース,信

号 伝達 法 と外 部 イ ン ター フ ェイ ス との コン ピ ュー タ ・ア ーキ テ クチ ャ などが

高 度 情報 処 理 と して 要 求 され るoま た,画 像 認識,高 級 言 語,分 散 型 知識 デ

ー タベ ース ,デ ー タ ・ベ ー ス ・マ シ ン,山 行 処理,推 論 機 構 な どが将 来 の コ

ン ピ ュー タ処 理 に お いて 重要 な要素 とな る。

今 後10年 の 間 に要 求 さ れ る これ ら高 度 な情報 処理 技 術 に お い て,ハ ー ド

ウ ェア,ソ フ トウ ェアを 含 め あ らゆ る測 面か ら調査 研 究 お よび 開発 を 行 う必

要 が あ る。

今回 プ ロジ ェ ク トと して 取 り上 げ られ たの は以 下 の3テ ーマで あ る。

・信号 処理 に 関す る高度 な アル ゴ リズム とア ー キ テ クチ ャ

・知 識 情 報 マ ネ ー ジ メ ン ト ・シス テ ム

・会話 型 質問 シ ス テム

④ オ フ ィス ・オ ー トメーシ ョン

情 報 技術 市場 に お いて,オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョンは 将 来最 も重要 なテ

ーマで あ る。OAは ,先 進 諸 国 の文化 と もかか わ って い るが,そ の本 質 は人
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、

間 が作成 した機 械 との イ ン ター フ ェイ スを ど うす るか に依 存 して い る。 ドキ

ュ メン トの 作成 と メー リン グ,ワ ー ク ステ ーシ ョンの利 用,テ キ ス ト処理,

音 声認 識 な どOAに と って必 要 と され る種 々の要 素が ある。 こ う した 意味 に

おい て コ ミュニ ケ ーシ ・ンの果 す 役 割 は大 きい。OAに とって 重要 な技術 の

開 発だ けで な く,必 要 と され る標 準 化 な ど も含 め,解 決 す べ き問題 等 に つ き

調 査 研究 を行 う必要 が あ る。

以 下 の4テ ー マが オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ・ン分野 と して取 り上 げ られ た

が,予 算的 に も この 分野 が最 も強調 され て い る。

・オ フ ィスで 必要 と され る もの の構 造

・オ フ ィス ・ワー クステ ーシ ョンに おけ る マル チ メデ ィア ・ユ ーザ ー ・イ

ン タ ー フェイ ス

・ローカル ・ワイ ドバ ン ド通信 シ ステ ム

・オ フ ィス ・フ ァ イ リン グ と未整 理 な情 報 の検 索

⑤ コン ピ ュー タを ベ ー ス とした 統合 製 造 シ ステ ム

CIM(ComputerIntegratedManufacturing)

CAD/CAMだ け で な く,コ ン ピ ュ ータを よ り高 度 に利 用 し,か つ デ ー タ

ベ ースの利 用 な ど統 合 的 製造 支援 シ ス テ ム(CIM)の 研 究 開発 を行 う。 基

本 とな るの は,ロ ボ ッ ト,ア セ ンブ リ言語,NC,マ イ クロエ レ ク トロニ ッ

ク ・サ ブシ ステ ム な どで あ る。

特 に将 来 の 自動 化 工場 を 目標 とす る こ とか ら,個 々のサ ブシ ス テ ムを 積み

上 げ た統 合 シ ステ ムが必 要 とな る。 このCIMは,OAと も関連 させ,ヨ ー

ロ ッパ の大 中小 企 業 の た めの 無 人化 工 場 の実現 を 目指 してい る。取 り上 げた

テ ーマ は以 下 の3つ で あ る。

・CIMシ ステ ムに 関す る設計 基 準

・プ ラン ト ・オ ー トメー シ ョンに 関 す る統合 マイ クロエ レク トロニ ク ス ・

サ ブ システ ム

・ リアル タイ ム ・イ メ ージ ・シ ステ ムを ベ ー スと した 処理 と製造 コン トロ
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一 ノレ

1.3プ ロジ ェク トの予 算

1.先 進 的 マ イ ク ロエ レ ク トロニ ク ス

1.1VLSIに 関 す る高 レベル 相互 接続1.3

1.2相 互 作用 に 関す る レイア ウ トとデザ イ ンのた め の高 レベ ルCAD

2.5

2.ソ フ トウ ェ ア 技 術

2.1ポ ■一ータ ブ ル ・ コ モ ン ・ツ 一一ル に つ い て

2.2規 格 社 様 と 組 織 的 な プ ロ グ ラ ム 開 発

2.3ソ フ トウ ェ ア 生 産 と メ ン テ ナ ン ス ・マ ネ ー ジ メ ン ト ・シ ス テ ム

(SPMMS)

3.高 度 な 情 報 処 理

3.1信 号 処 理 に 関 す る 高 度 な ア ル ゴ リ ズ ム と ア ー キ テ ク チ ャ

3.1

1.1

0.7

3.2知 識 情 報 マ ネ ー ジ メ ン ト ・シ ス テ ム

3.3会 話 型 質 問 シ ス テ ム

0.8

L5

0.5

4.オ フ ィ ス ・オ ー ト メ ー シ ョ ン

4.1オ フ ィ ス で 必 要 と さ れ る も の の 構 造 分 析1.0

4.2オ フ ィ ス ・ ワ ー ク ス テ ー シ ョ ン に お け る マ ル チ メ デ ィ ア ・ユ ー ザ ー ・

イ ン タ ー フ ェ イ ス2.4

4.3ロ ー カ ル ・ ワ イ ドバ ン ド通 信 シ ス テ ム1.4

4.4オ フ ィ ス ・ フ ァ イ リ ン グ と 未 組 織 な 情 報 の 検 索0.5

5.コ ン ピ ュ ー タ を ベ ー ス し た 統 合 製 造 シ ス テ ム(C.1.M.lComputer

IntegratedManufacturing)

一14一



5.1CIMシ ス テ ムに 関す る設 計基 準

〇-

5.2

サ ブ シ ス テ ム

5.3

ロ ー ノレ

6.情 報 交 換 シ ス テ ムの デ ザイ ン と実施

フ フ ン ト ・オ ー トメ ー シ ョ ン に 関 す る 統 合 マ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ ク ス ・

リ ア ル タ イ ム ・イ メ ー ジ ・シ ス テ ム を ベ ー ス と し た 処 理 と 製 造 コ ン ト

合 計

(単 位:百 万ECU)

3

、

9

4

CU

Q∨

2

L

L

O

2
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2.ド イ ツ連 邦 共 和 国 に おけ る情報 処 理 の現 状 と政府 施 策

ドイ ツ連 邦共和 国 で は,最 近 政権 の 交替 が あ ったが,情 報 処 理 の振 興策 に も

少 なか らず そ の影 響 が 出て い る。 ドイ ツでは,1969年 か ら1982年 に まで

社 会民 主 党(SPD)と 自由民主 党(FDP)の 連立 内閣 で あ り,野 党 と して キ

リス ト教 民 主 同盟(CDU)と キ リス ト教社 会 同盟(CSU)が あ った。 保 守 的

なCDUは,日 本 の 自由民 主党 に 相 当 し,SPDは 日本 の民社 党 に相 当す る

(も ちろん全 体的 に とは い えな い が)。FDPは 社 会 的 に も経済 的 に も 自由主

義 を 主 張 して い る。

SPDとFDPは,国 の 内外 政 策 や社 会 政策 に つ いて,個 人 の 自由,政 府 の

規 制 か らの 国民 の 保護,主 張 の 自由 な ど,大 部分 の 点で 一 致 して いた。 し か し

FDPは,プ ライバ シお よび デ ー タ保護 法 を取 り入 れ る ことに つ い てはSPD

以 上 に積極 的であ った。一方,自 由市 場 経済 を 遷 守す る こと につ い て は,内 閣 交

替 以 前 も現 在 もFDPはCDUの 主張 に同意 を示 してい る。 産業 の利 益 を 守 る

こと にか ん して は,FDPが,積 極 的 であ る とこ ろか らSPDの 主 要 支持 者 の

一 つ で あ る労働組 合 と対 立 してい る。

1967年 以 降の ドイツ政 策 の主 な 問題 は,国 内政 策 と対 外政 策,特 に ドイ ツ

社 会 の 社会 的平 和 の維 持 と思 想 上相 入 れ な い国 との関係 を 援 知 す るこ とで あ っ

た。 した が って,SPDとFDPの 連 立 内閣 は当時 とて も効果 的 で あ った が,

経 済 的,財 政 的 な問題 が重 大 に な るにつ れ て,両 党 間 の 衝突 が生 じて きた 。

内閣 の交替 が研 究 開発 の振 興政 策 に急速 か つ明確 な 影響 を もつ か否 か は予見

で きな いが,CDUは 民 間企 業 の研 究 活動 を公 機 関 の それ よ り も高 く評 価 して

お り,そ れ ゆ え民間 企 業 に対 して積 極 的 に補 助与 え よ う として い る。 か りに,

GMDを 例 に とれ ば,同 協 会 は 以前 よ り広範 囲 な活 動 にお い て企 業 との協 力 を

強 い られ るか も しれ な い。

さ らにCDUは,核 エ ネル ギ ーに対 す る国民 の反 対 とい った技術 開発 に対す

一16一



る懐 疑 か ら起 こる技術 研 究 活 動 の障 害 を除 去 しよ うと して い る。CDUで は,

前 内閣 では受 け 入 れ られ なか った核 エ ネル ギ ー計 画 を促 進 しよ うと して お り,

新 しい研究 技 術相 で あ る ライ ゼ ンハ ーバ ーは,既 に カル カ ー らの高 速 増殖 炉 計

画 を続 行 す る意 向 を 明 らか に した。核 エネル ギ ー計 画は,多 額 な資金 を必 要 と

す るので,情 報技 術 に対 す る補 助金 に幾 分 影響 が で るか も知 れ な い。

ま た,労 働 にたず され る 人 々とか 新 技 術 システムの 開発 に 関係 す る人 々など,

新 技 術 の社 会 的影 響 に関 す る研 究 活動 が削減 され るだ ろ う。 しか し,こ う した

傾 向 は,財 政 的問題 が 重大 に な るに つれ,前 内閣 で も見 られ た ことで あ る。

結 局,政 府 は連邦 予算 を統合 す る こ とを余 義 な くされ,そ れ 故 ほ とん どす べ

ての 分野 で公的 費用 を 切 りつ め て お り,特 に社 会的 予算 を 削減 してい る。 そ う

した結 果,政 府 で は,核 エ ネル ギ ー お よび情 報 技術 振興 の た め の補 助金 額 も削

減 して い る。'

しか し,い ず れ に しろ情報 処 理 の 振興 につ い ての 重要性 は十 分 認識 して お り,

図2.1に も示 す とお り積 極 的 な政 策 を 展 開 しよ うと して い る。

目 標 情 報技術助成枠における計画 活 動
tg81/82資 金
プロジェク ト分のみ

(百 分DM)

コ 、ユ ニ ケ ー ノ ヨノ 技 術

m-1・ フ・ウ・ア飾1[fiifi]ih16.・

〔・)一 ・・ターン澱 ・よびua・ ・テ・Efil,ii・ ・

{3)一 システ・技術および蹴 術Eifiiidiiiii=コ266

ω 一;:㌶ ㌶ ㍗ 轍 五 五 …皿 蠕7

{・)一 新.剛 燃[髭 。

マ イ クUエ レ ク トロニ ク ノ

参ク
ク

エ
エ

ジ
ジ

0
ロ

ブ
プ葦81

82

」
9

9
一=

一面

図2,1ド イ ツ連邦 共 和 国 に お け る情 報 処理振 興 第
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2.1ト イ ツ連 邦 共 和 国 に お け る情 報 処理 の実 情

2.1.1経 済的 側 面 か らみ た情 報処 理

ドイ ツに お け る情 報 処 理 産 業 は,過 去10年 間 に お い て最 大 の成 長市 場 の一

つで あ った。1970年 か ら1980年 の間 に 国民 総 生産 が2倍 とな って い るのに

対 し,ド イ ツに おけ る情 報 処理 市 場 は15倍 も伸 び た ので あ る。 国 内の コン ピ

ュ ー タの 設置 金 額 は1981年 か ら82年 に か けて500億 マル クに達 した。 こ

う した 推 移 の原 動 力 とな って い るの は,単 に この技 術 が コス トの軽減,生 産性

の 上昇 を 可能 に す るだ け で な く,物 とサ ー ビ'スの質 の向上,新 しい製 品 とサ ー

ビスの 開発 等 様 々な可能 性 を持 って い るか らで あ る。 実 際,経 済,行 政 等 の分

野 に おけ る幅 広 い情 報 処 理 の浸透 は今 後数 十 年 間衰 え る こ とは ないだ ろ う。

こ うした こ とは情 報 処 理 シ ステ ムの コス ト効 用率 が 今後 益 々向上す る とい う

ことか ら も言 え る。長 期 的 に は,情 報 処理 は エネル ギ ーお よび 資源 の節 約,環

境 保護 な どに 関 し,効 果 的手 段 を提 供 す る もの で も あ る。

図2.2は,ユ ーザ ー...の情報 処理 支 出を示 した もの であ るが,西 ヨー ロ ッパ に

お い て こ う した 費用 が5年 以 内に ほ ゴ3倍 に な る と予 測 され てい る。

図2.3は 過 去6年 間 の 支 出構 造 の 推移 を示 してい る。 ハ ー ドウ ェア関 係 の費

用 が明 らかに 減 少 して い るの に対 し,こ の 期 間 に おけ る タ ー ミナル を用 い た コ

ン ピ ュー タ利用 ネ ッ トワ ー ク化 の 傾 向 か ら全 支 出に対 す るデ ータ トラ ンス ミッ

ーシ ョン支 出の 割合 が1%か ら7%へ と伸 び て い る。 い ず れ に して も人件 費 が 極

め て 高 い割 合 を 占めて お り,全 支 出のほ ぶ半 分 に達 してい る。 これ は,ユ ーザ

ー側 での ソ フ トウ ェア開発 と整備 に多数 の 人員 を 必要 と して い る こと に起 因 し

'
て い る。 メ ーカ ー側 の費 用 も含 め る と,現 在 ドイ ツ にお け る ソ フ トウェアの 開

発,整 備 に関す る支 出は年 間100億 マル クと推定 され る。

図2.4は,西 ドイツ に おけ る コンピ ュータ市 場 を メーカ ーに示 した もの で あ る。

国 内 におけ る情 報 処理 システムの 生 産 は急速 に伸 びて いるが,国 内市場 の成 長

はそれ以 上 で あ り,生 産 に追 いつけない状況にあ る。 この事が,表2.5に もあ るよ

う'にかな りの輸 出も行 っていなが ら国内供給 に対す る輸入 割合が他の分野 と比 較 し
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西 側工 業 国USA,日 本,EC

10億 ドル)

図2.2情 報 処理 ユ ーザ の支 出

1974

ハ ー ドウ エア

39%
人 件 費1)

47%

1980

人 件 費1)

48%

デ ー タ ・ トラ ンス

　 ン

櫟 間 ソフトウ霧 え 演襯
費用

1)ソ フ トウ ェ ア開発 お よび 同整 備 の 費用 を含 む
。

図2.3情 報 処 理 ユ ー ザ の 支 出 配 分
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Pack-
ard

O.43

内 ソ フ トウ
アハ ウス0.55

10億 ドル)

図2.4ド イ ツ連 邦共 和 国 の デ ー タ処理 市場

(国 内売 上:110億 マル ク)
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表25ド イ ツ連 邦 共 和 国 にお け る生 産 ・貿 易

(10億 マル ク)

1976 1977 1978 1979 1980 1980/1976

産

出

入

生

輸

輸

4.0

2.8

2.4

5.1

2.9

2.9

5.6

2.9

3.2

6、0

3.3

4.2

6.9

4.3

5・q

+73%
+95%
+100%

機械

電子技術製品

%

図2.5国 内 に 占め る輸 入 の 割 合 一 ブ ランチ比 較

表2.2 ドイツ連邦共和国 デ ータ処理 メーカー上位5社 の売 上

外国売上
1976197719711979198・198・

IBMド イツ6064

SiemensI314

NixdorfO708

PhilipsO708

KienzLeO3404

*)オ フ ィス マ シ ンを 含 む 。
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て非常に高 いという結果となっている。中大型機 に関 して は,技 術革新 が著 しく,

高額 の研究開発 固定費が必要 である ことか ら世界市場 に充分 な占有率 を獲得 し

ない限 り財政 的に大 きな損失を受け る結果 になるとしている。 したが って,こ

の分野 で比較 的少額の研究 開発費で効果 的研究 が行える企業 を望んでい る。

/

2.1.2情 報 処理 技 術 の 現 状

情 報 処理 の 概 念 は,技 術 開発 に伴 い 内容 が変 化 して きた。50年 代 及 び60

年 代 に お いて は数 値 デ ータを主 と したデ ー タ処理,70年 代 にはデ ー タバ ン ク

・シ ステ ム とテ キ ス ト処理 シ ステ ムによ る テキ ス ト処 理(デ ー タ ・テ キ ス ト処

理)が 加 わ って きた。80年 代 お よび90年 代 に は,図 形 お よび人 間 の音 声 の

処理 が情 報 処理 シ ステ ムに登 場 して くる こ とに な る(パ ター ン認識,認 識 シス

テ ム)。 既 に数 値 デ ー タか らデ ー タ ・テ キ ス ト処理 へ 移行 す る に当 って 処理 さ

れ る個別 デ ー タお よび その リン ケ ージ の飛 躍 的 増大 に対 応 しな けれ ば な らなか

った。 将 来 の認識 シス テ ムに よ って処 理 され る個 別 デ ー タおよび リンケ ー ジの

量 は さ らに何 倍 も多 くな り,在 来 の構 造 お よび性 能 の コ ン ピュー タでは 対 応 で

きな い もの に な って くるだ ろ う。

これ まで の急 速 な情 報 処 理 の進 歩 は,先 ず ハ ー ドウ ェア技術 の 目覚 しい改 良

に よ って 可能 とな った 。

・コン ピ ュー タ ・ロジ ックの コス トは毎 年25%,メ モ リの価格 は40%つ

つ 低 下 した。

・ICの 信 頼 性 は50年 代 の真 空管 に比 べ て現 在10倍 とな って い る。

ハ ー ドウ ユアの この よ うな急 速 な 開発 に対 し,ソ フ トウェア は歩 を一 にす る

こ とが で きなか った。

ソ フ トウ ェア の アベ イ ラ ビ リテ ィーが国 民 経済 の広 い 領域 の革 新 性 に とっ て

降路 とな って い るの であ る。 ソフ トウ ェデ の信 頼性 が適 当 な 費用 で は保 障 で き

な い た めに,多 くの コン ピ ュー タ利 用 が実 施 に こぎつ け られ な いで い る。 した

が って,今 後 最 も緊急 な課題 は,ソ フ トウ ェア製 作 技術 お よび その 実 用 を発 展
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させ る こ とで あ る。 ソ フ トウ ェア技 術 に お け る進歩 は,デ ータの保護,シ ステ

ムの 堅牢 性,よ り高度 の経済 性 につ な が って くる。

情 報 処理 技 術 の 進 展 に伴 い,質 的,量 的 に課 題 が変 化 して きて い る に もかか

わ らず,コ ン ピ ュー タの ア ーキ テ クチ ャは,こ の30年 間 変化 しない まxで き

て い る。 今 日の コ ン ピ ュー タの ア ーキ テ クチ ャは,確 か に数 値デ ー タの逐 次 処

理 に は適応 してい るが,文 章 処理 とか 複雑 なパ ターン処理 には 適 して い な い。,

したが って,ア ー キテ クチ ャを も っ と解 決 す べ き問題 に適 応 させ,ハ ー ドウ ェ

ア機 能 を 問題 解 決 に適 した構 造 へ移 行 させ る こ とに よ って,ソ フ トウ ェアの 問

題 も解 決 す る ことが 必要 とな ろ う。

エ レク トロニ クス技術 に おけ るVLSIの 進 展 に 「マイ ク ロ コン ピ ュー タ 」

は在 来 の 中大型 コ ン ピ ュータに匹 敵 す るパ ワーを持 と うとして い る。

CADの 改 良 と新 しい モ ジ ュール の 開発 コス トの低 下 に よ っ て,専 用 ア ー キ,

テ クチ ャの 重要 性 が増 して くる。 図形 処理,気 象,流 体 力学 等 の分 野 に おい て

専 用 コ ン ピ ュー タは大 きな力 を発 揮 す る。

電 子 素子 の集 中 に よ って,大 型 コン ピュ ータ並 の性 能 を発 揮 させ る に は原 則

的 に二 つ の方 法 が あ る。 一つ は 多重 プ ロセ ッサ を用 いて新 世 代 の汎 用 コン ピュ

ータをつ くる ことで あ るが ,高 価 な オ ペ レー テ ィン グ ・シス テ ムを 必要 とす る

ことが ネ ック とな る。 も う一 つ の方 法 は ロ ーカル ネ ッ トワ ー クの採 用 であ る。

つ ま り専 用 コン ピ ュ ー タを含 む 多数 の コ ン ピ ュー タを接続 す るわ け で あ る。無

関係 な問題 はで きるだ け 分離 してお くこ とに よ って オ ペ レーテ ィン グ ・シ ステ

ムの負 担 を軽 減 し,簡 素 化 す る ことが で き る。.・

構 造 面 か らの上 記 二 つ の技 術 的解 決 法 の他 に,オ ペ レーシ ョ ン構 造 の許 容 す

る範 囲 内で 複 数 の小 型 コン ピ ュー タに よ る分散 型 の解 決法 も可 能 で あ る。

2,1.3ド イ ツ にお け る現 状

ドイ ツ連 邦 政府 の第3次 デ ー タ処 理 計画(1967～1979)に よ って,情 報

処 理 の重 要技 術 お よび そ の利 用 は,先 進諸 国 と同 程度 に まで達 した。 デ ー タ処
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理 計 画 に よ って,22の 大 学 に情 報 工学 研 究 教育 を 拡充 す る とと もに数 理 デ ー

タ処理 協会(GMD)の 充実 を行 った。

大 型 か ら小型 に いた る汎 用 コ ン ピ ュー タ,周 辺機 器,関 連 ベ ー シ ック技術 等

の開 発 に対 して も助 成 が 行 わ れ た が,大 型 機 に 関 して は ドイ ツの 開発 に よ る製

品 が一連 の周辺 機術 と同 じ くあ ま り市 場 に姿 を見せ な か った 。 ドイ ツの コン ピ

ュ ー タ ・メー カ ーは,か な りの分野 で米 国企 業,日 本企 業 との協 力 とい う方 向

を と ったの で あ る。

新 しいハ ー ドウェア とか,ソ フ トウ ェア構 造,あ るい は 図形 処理,音 声 処理

(パ タ ーン認 識,認 識 シ ステ ム)の 技 術 等 に つ いて は,世 界的 に 一 主 な 国 は

米 国及 び 日本 一 基礎 研究 開発 段 階 に あ る。 こ う した基礎 分野 の助 成 が 第3次

デ ー タ処 理 計 画 に盛 り込 まれ,連 邦政 府 に よ って開始 され た。 こ う した結果,

現 時点 で は少数 な が ら大学,産 業 界等 で この分野 の優 秀 な専 門家 が活 躍 す る こ

'とに な った
。

しか し,ド イ ツが研究 開発 に さ らに強 力 な 刺激 策 を 講 じなけれ ば,外 国 に お

け る情報 処 理 分 野 に対 す る研 究 開発 意 欲 一 特 に米 国 一 が我 々の競 争 力 を圧

迫 す る もの とな って くるに違 いな い。

一 方 ,情 報 処理 の進 展 に伴 う社 会へ の影響 は 極 めて 大 きな問題 とな って い る。

自動化 技術,合 理 化技 術,情 報 処 理 の導 入等 に よ って,経 済,行 政 分野 で生 産

性 の 向上 が達 成 され て お り,雇 用 の 減少 につ な が って い る。 また,伝 統 的 な職

業 指導 員,資 格等 に も大 きな変化 が 見 られ て い る。情 報 処理 が 技術 利 用 とか,

社 会 的 な問題 に 種 々の影 響 を与 え 始 めて い る。

.ζの よ うな 技術 集約 的製 品 の 開発 お よび生 産 につ い て は,ド イ ツが持 つ 独 特

な条 件下 での利 用 につ い て,適 宜 技 術 的 判断 力 を養 って いか な けれ ば雇 用水 準,

資格 水 準 な どに 関 して こ う した影 響 が深刻 な もの とな るだ ろ う。

コン ピ ュー タを ベ ース と した 情 報処 理 に端 を発 す る雇 用 シ ステ ムの 変化 は社

会 的 な問題 を投 げ か けて い るが,こ れ らを解決 す るため に は特 に政 治,使 用者,

労働 組合 の三者 の協 力 が必要 とな る。 こ うした観 点 か ら予測 され る諸 問題 を時
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宜を得 て認識 し,よ り良 く理解す ることを目的とす る影響研究,市 場分析,技

術分析等 の調査の重要性 が認識 されてい る。

2.2情 報 処理 に対す る政府 施 策 、

2.2.1政 府 施策 の 必要 性

情 報 処理 が 国民経 済 の競 争 力 に対 して持 つ戦 略的意 味 は,ほ とん どあ らゆ る

工 業 国 で 認識 され て お り,国 の 目標 設定,施 策 の基盤 とな って い る。

この場 合,国 の体制 お よび産 業構 造 的 な基 本構 造 に よ って施 策 は か な り違 っ

た もの とな る。 さ らに2,3の 国 に おい て は,一 特 に米 国 一 国 の軍 備 政策,

宇 宙 計 画 が情 報処 理 の研 究,開 発,・新 製 品 に と って原 動 力 とな っ てい る とい う

事実 が あ る。

また,日 本 な どで 行 わ れて い る コ ン ピ ュー タおよ び ソ フ トウェア産 業 に対 す

る税 制,融 資 面の措 置が あ る。 この よ うな措 置 は 直接 に研 究 開発 を 目的 とせず,

売上 と成 長 を 目的 と し,そ れ に よ り研 究 開発 資金 の融通 を 間 接 的 に容 易 に して

い る。 日本 で も う一 つ典 型 的 な の は,多 数 の メーカ ーが政 府 の指 導 お よび 資金

援助 の 下 に協 力 して研究 開発 を 進 め る とい う振興 方 式 であ る。'これ は,国 の 助

成 金 とい う観 点 か らだ け評 価 す べ き もの で は ない。 事情 に よ っ て国 の 援助 が無

い場合 も,資 金 負担 およ び成 果 の リス ク等 を 分担 で きる こ とか ら,国 内 の大 メ

ーカ ー数 社 の 存続 とい う構 造 的利 点 を 持 って い る こ とか ら極 め て 重要 な こ とで

あ る。1

情報 処 理 分野 に お け る振興 策 を実施 して い る国 は 日本,フ ラン ス,英 国,米

国等 で あ る。 その措 置 は,情 報処 理 の研 究 開発 の部 分 的分 野 に制 限 し た もの で

な く,全 体的 姿,措 置 に お い て 巾広 い 計 画 とな って おり,ド イ ツ もこ うした 点

に考 慮 す べ きで あ ろ う。

ドイツにおける生 活水準,生 活 の質,雇 用の確保は政策の基本 目標 であ る。

そのためには強力な知識 ・技術集約産業 と新技術 の広範利用が必要 である。 こ
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の点 に関 し情報処理の諸技術 一 マイ クロエレク トロニ クスおよび通信技術等

他の情報技術 と結びつけて 一 を科学的かつ工業的にマスターす ることは,今

後の経済的,社 会的革新 の主な担い手 とい った観 点か ら非常に重要 であ る。

以上 の ことか ら研究 開発に関 し,第 一 に経済 界の幅広い科学的基盤 を包括 し

た肩入れが必要 とな る。

また,政 府 が振興措置 を講 じなければ研究開発は あま りに狭い範囲に限 られ

て しま う。 この技術の マスターにおいて危険を伴 って くる問題点は次のよ うな

ものであろ う。

・研究 開発における先行投資は,巨 額で リスクが大 きく,ハ ー ドウ ェア ・メ

ーカーおよびソフ トウェア ・ハ ウスの資金調達 の可能性 は事業規模 および

収 益に よって限定 されている。

・諸外国 における前記の振興措置 は,幅 広い研究 開発 をカバ ー しているoこ

れ に対 し ドイ ツでは,実 際上連邦研究技術省 による研究開発振興 があるの

みであ る。

・米 国においては産学問の協力が実に効果的 に行 われているが,ド イツにお

いては連邦 振興措置 な くしては こうした協 力は稀 に しか実施 され ない。 こ

のよ うな協 力を狙 いとする助成 は,プ ロジ ェク トに熟練 した技術者 の養成,

新 しい科学的発想 を工業的利用に転換す るとい った面で何よ りも貢献 す る

ものであ る。

・情報処理の多様な応用,効 果 は,デ ータ保護問題,社 会的影響の問題等民

間 資本 では充分対応 で きない分野 での研究 開発 を必要 とする。

しか しながら,政 府 の財政状態か らみ ると狭い範囲の重点的テーマをあげ るこ

としかできない。 その助成措置は充分 とはいえず,し た が って科学 技 術 の能

力水準 の動向を常に見 守 り,場 合によ り適 宜修正を加えるよ うにしなけれ ばな

らない。
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2.2.2ト イ ツ に おけ る施策 の現状

ドイツ連 邦 研 究 技術 省 で は,情 報 処理 振興 策 を展 開 して い るが,そ の 目的 と

す る と ころは 以 下 に示 す と お りで あ る。

① 科学 的 知識 を拡 大 し,深 め る こ と。

② ドイ ツの経 済能 力,競 争 力 を維 持,拡 大 す るこ と。

③ 技 術 開発 を,そ の 影 響 と他 との関連 性 に お い て認 識 し,そ の可能 性 と リ

ス クを平 衡 させ る。

この事 か ら情 報 処理 に 関 し次 の課題 が生れ て くる。

① 製 造 業 にお け る生 産 性 の 向上

② 主 に 中堅 の ソ フ トウェア ・ハ ウ スお よび シ ステ ム ・ハ ウスの能 力 強化

③ 科 学 的 能 力水準 の 向上

④ 経 済 界 と産 業 の協 力改善

⑤ 情報 処 理 の 可能 性 と リス クに関す る科 学 的根 拠 に基 い た調 査

こ うした検 討 を行 った結 果,政 府 では以 下 に示 す5項 目が助政 の対 象 と して

取 り上 げ た 。

ω 「ソ フ トウ ェア技術 」,(2)「 シス テ ム技 術 お よび機 器 技術 」,(3)「 パ タ ー

ン認 識 お よび 認識 シス テ ム 」,(4)「 オ フ ィス お よび 行 政 用 情 報 技 術,デ ー タ保

護 技 術 」,(5)「 分 析,予 測,効 果 」等 の活 動 の枠 内 で,民 間,大 学,研 究 機 関

等 の計 画 が 助 成 され る。

プ ロジ ェ ク ト担 当 機 関 と して は,GMDの プ ロジ ェク ト ・マ ネ ジ メン ト部 が

指 定 され た 。助 成 の希 望 申告書 は,GMDを 通 じて 連 邦研 究 技 術 省 に提 出 され

な けれ ば な らない 。

助 成 の対 象 は,研 究,開 発,各 プ ロジ ェ ク トの デ モンス トレ ーシ ョン・そ の他

事 前 調 査,付 随 調 査 で あ る。 た だ しプ ロジ ェ ク トは,助 成 の 重点 に そ っ た もの

で あ り,本 計 画 の 目標 達 成 に寄与 しなけれ ば な らな い。

研 究 開 発 計 画 の補 助 は,民 間企 業 では通 常,実 費 の50%,公 共 の科 学 技 術

機 関 で は プ ロ ジ ェ ク トに起 因 す る付 加 的 支 出100%と な って い る。 補 助 は,
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受領者が適当な科学技術 機関 と協 力 しているか,あ るいは研究事業団体に属 し

ているとい った こととは関係 な く行われなければならない。

研究 開発成果 は通常公表 され る。

プロジェク トの査定,フ ォローア ップは,連 邦研究技術省の委託す る専 門家

によって行われ る。 その名前については連邦研究技術省の諮問審議計画で毎年

公表 され る。

2.2.3関 連 施 策

各省庁では,各 種の施 策活動 を行 ってい るが今回の計画 において振興 される

活動 は,連 邦研究技術省 およびその他省庁の次にあげる計画 および措置 と調整

済みである。

連邦研 究技術 省の計画 と振興 分野

1)コ ミュニケーシ ョン技術

① 文章 および図形 のインプ ッ ト/ア ウ トプ ッ トに関す る新技術

・モ ニ タ リン グ

・図形 ア ウ トプ ッ ト,フ ァク シ ミリ技 術

② オ フ ィスに おけ る コ ミュニ ケ ー シ ョン技 術 の利 用

・行 政 分野 に お け る コ ミュニ ケ ー シ ョン とワー ドプ ロセ ッサ ーの 影響 調査

・高速 文 章 トラン ス ミッ シ ョン

・静 止 画像 コ ミュニ ケー シ ョン(マ イ クロフ ィル ム ・メ モ リへ の ア クセ ス)

③ コ ミ三二 ケ ー シ ョ ン技術 分野 に おけ る技術 振 興 の社 会 的,経 済 的 基盤

2)マ イ ク ロエ レク トロニ ク ス

① プ ロセ ス技術

・1μ 一プ ロジ ェ ク ト

・サ ブ ミク ロン技 術

② デ ザ イ ンお よび シ ステ ム技術

・高信 頼性 を 有 した マ イ ク ロエ レク トロニ クスの新 しい シス テ ム ・ア ーキ
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テ クチ ャ'、

・ユ ーザ ーの ため の 開発 補 助 手段

・ロジ ック用 シ ュ ミレー シ ョン方 式

・デザ イ ンに お け るテ ス ト,機 能,故 障 等諸 問題 の考慮 ・

③ 周 辺装 置

・セ ンサ ーお よび ア クチ ュエ ー タの コンセブ。ト

・画 像技 術 の コン ポー ネ ン ト(薄 型 の ス ク リーン,新 しい イ メ ージ ・セ ン

サ ー)

④ マ イ ク ロ エ レク トロニ クスの利 用

・マ イ ク ロエ レク トロニ ク スの製 品 開発 に対 す る間接 的 専 門 的 助成(特 別

フ。ログ ラム 「マ イ ク ロエ レク トロニ クスの利 用 」)

・マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス利 用 計画 に 関す る助成 ,安 全 性,信 頼性,テ

ス ト等 の問題,IC,ハ イ ブ リッ ド,マ ル チ プ ロセ ッサ ーの利 用 に 関す

る問題,気 圧 力学,水 力学,エ レク トロ メカニ ッ ク,そ の他 の技術 に関

す る エ レク トロニ クス ・イ ン ター フ ェ ース ・コ ンポ ーネ ン トの開 発

⑤ 社 会学 的,経 済 学 的 問題 に付 随 した研 究

3)生 産 技術

① 工 業 生 産 にお け る開発,構 成,デ ザ イ ン処理

・構 成 お よび企 画 問題 の 処理

・情 報 の 準備 ,処 理,伝 達

② フ レキ シ ブル生 産 シ ステ ム ・装 置

・高度 なハ ン ドリング ・シ ス テ ムの 開発

・生 産設備 の コン ポ ーネ ン ト(パ ターン認識 の成 果 を制 御 技術 に応 用)

③ 情報 の流 れ,組 織 工 程 、

④ 品質 保証 の方 式 とシ ステ ム

4)専 門情 報

・エ レク トロニ クスに よ る情 報 の 多重化
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・情 報 シ ステ ム開 発

・情 報 科 学 と影 響 研 究

5)労 働 に おけ る人 間尊 重

・助成 の重点=オ フ ィス

他 省庁 お よび 国際 機 関 の 活動

1)連 邦 国 防省(BMVg)

防衛研 究 分野 との接 点 は特 にパ ター ン認 識,シ ステ ム技 術,機 器 技術,ソ

フ トウェ ア技 術 お よび プ ロ グ ラ ミング言語 で あ る。

2)連 邦 内 務 省(BMI)

連邦 内 務 省 の所 管 事 項 に は,連 邦 行政 内 に おけ るデ ー タ処理(情 報技 術 に

よ るオ フ ィス ・オ ー トメー シ ョンを含 む)の 利用 調整,デ ー タ処理 にお け る

各 州 およ び市 町村 との協 力,さ らにはデ ー タ保護 が 含 まれ て い る。

3)EC

・デ ー タ処理 多年 度 計画

この 計画 の枠 内で,EC内 諸 国 の 申請 者 に よ る ソフ トウ ェア お よびデ ー

タ処 理 利 用 分野 に おけ る共 同 計画 が 振興 され る。

数 理 デ ー タ処 理 協 会(GMD)の 役 割

GMDは1968年 に 設立 され た。 基 本法 第91条bに 基 く研究 助成 の 基本 的

取決 めに したが い,同 協 会 は大型 研 究機 関 として連 邦 お よび ノル トライ ン ・ヴ

ェス トフ ァー レ ン州 か ら夫 々90:70の 割合 で助成 を 受け て い る。

GMDは1980年 以 降 そ の研 究 開 発活 動 を 「組織 の ため の情 報 技術 」に 重点

を 置 い て い る 。 大 学 の 領 域 と行 政,経 済 の 活 動 分 野 の 間 に あ って,GM

Dの 活 動範 囲 は,情 報技 術 に関 す る応用 指 向 の 基礎 研究 及 び 開発 か ら情報 技術

のパ イ ロ ッ ト的 利 用 へ の転 換,実 用 に至 ってい るの であ る。

GMDの 職 員 は約650名,内 約230名 は サ イ エンテ ィス トで あ る。 研 究 所

は10あ り,計 算 セ ン ターはGMD本 部 お よ び ボ ン,ダ ル ム シ ュ タ ッ トに あ る。
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図2-6連 邦研究技術予算 の指数 ヒス トグラム

(60億7,400万 マル ク)
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図2-7情 報処理活動計 画予算の指数 ヒス トグラム

(GMDを 含む)
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図2-8連 邦研究技術予算に占める

活動計画の割合
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図2-9情 報処理活動計画の予算
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2.3助 成 計画 の 実際

2.3.1ソ フ トウェア 技術

課 題 と措置

コン ピ ュー タの 能 力 と特性 は ソ フ トウ ェア によ って発輝 され る。 ソ フ トウ ェ

ア は 次 の二 つ の原 因 に よ り情 報 処理 に お け る著 しい降路 と な ってい る。

・開発 と メ ンテナ ン スに非 常 に高 額 の 費用 が必要 で あ る。

、

・高 度 の能 力を 有 した人 間 を必 要 とす る ことが 多 く,そ うした人 間 を得 る こ

と困 難 で あ る。

ソ フ トウ ェアが 大型 コン ピ ュー タあ るい は マイ ク ロコン ピュータのど ちら用に

開 発 され るか には 関係 な く,今 日こ うした技術 革 新 の降路 は ユ ーテ ィ リテ ィ ・

ソ フ トウ ェアに も,ま たア プ リケ ーシ ョン ・ソフ トウ ェアに も現 われ て い る。

した が って ソ フ トウ ェアの製 造,メ ンテ ナ ンスの コス トを低 下 させ,エ ラ ーを

早期 発 見 し,除 去 す る ことが重 要 であ る。 このた めに,適 切 な方 法 お よ び手 段

を 開発 す る と ともに実 際 の テ ス トが 必要 と され るが,実 施 に あた って は ソ フ ト

ウ ェアの環 境 条 件 に左 右 され る ことが 多 い。 つ ま り,ソ フ トウ ェア生 産 の 目的
ノ

とな る市 場分 野 の条 件 とか ソ フ トウ ェア開発 の組織 形 態 な ど で あ る。 した が っ

て,方 式 の テス トは経 験 の 蓄積 のた め に 必要 な だ けで な く,こ れ に よ って 新 た

な要 求 が生 れ て くる とい う事 か らも必要 で あ る。 この ため種 々 の環 境 条 件 の 下

に使 用 経験 を収 集 す るこ と とす る。

ソ フ トウ ェア 生産 方 式 の開 発

ソ フ トウ ェア生 産 の 各段 階(問 題 分析 か らデ ザ イ ン,コ ー ド化 まで)に 関 し

す で に各種 の方式 が 提案 され て い るが,実 用 に向 け て今後 さら に研 究 を進 めて

い く。 また,プ ログ ラ ミング に利 用 で きる よ うに方 法を フ ォー マル 化 す る。 し

か し,こ う した ア プ ロ ーチが ソ フ トウ ェア生産 プ ロセ スの全 段 階 で 同 じよ うに

適 応 で き るわけで は な い。 特 に初期 の段 階(例 え ば問題 分析)に おい て は ソ フ

トウ ェア 開発側 とユ ーザ ー側 聞 の コ ミュニ ケ ーシ ョンは引 続 き 自然 言 語 に依 存

して い る。 した が って,各 段 階別 の個 別 プ ロセ スを相互 に調 整 した り,調 和 さ
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せた 方法 を統 合 す る こ とに よ って各 段 階 の限 界 を超 え た場 合 も想 定 して み る よ

うな プ ロ ジ ェク トも進 め られて い る。

メ ンテナ ンス 方法

メ ンテ ナ ン スは,ソ フ トウ ェア の納 入 し後 も必要 な作業 で あ る。 つ ま り,そ

の後 の エ ラーの除 去 だ け で な く,新 しい要 求 に基 く再 開 発 お よび変 更 など も あ

る。 メ ンテ ナ ン スの必 要 性 は,ソ フ トウ ェア の寿命 と関 係 して お り,そ れ はバ
ク

ー ドウ ェア の数 世 代 に も お よぶ こ とが あ る。 常 に変 化 す る環 境 ,ユ ーザー の要

求 等 に よ って修 正 が 強 い られ るこ とと な り,こ の た め一 つ の ソ フ トウ ェア ・プ

ロダ ク トか ら数 多 くの異 な った ものが 派生 して くる。最 近 は,遠 隔 メ インテ ナ

ンス ・システ ム とか 遠 隔 診断 システ ムな どが オ ン ライ ンの 利 用 とと もに必要 と

され つ つ あ る。

エ ラ ーの発 見

数 学 とか人 工 知能 研 究 分 野 で は,ソ フ トウ ェアの正 しさを機 械 的 に検討 す る

た め の手 掛 りが得 られ て い る。 特 定 の ソフ トウ ェア ・エラ ーが起 きな い よ う,

前 もって コンピュー タ構 造 を レイア ウ トして しまう(活 動 ③ 参 照)と い った試 み と
1

並 ん で,プ ロ グ ラム検 査 方 法 につ なが るプ ロジ ェ ク トに は,ソ フ トウ ェアの エ

ラーを 開発 の段 階 で 回避 で き る可能性 が秘 め られて い る。

プ ロ グラ ミ ング言語

プ ログ ラ ミン グ言語 は,コ ン ピ ュー タに よる 問題解 決 の表 現手 段 で あ る。最

近ADA(ア メ リカ国防 省 の委託 に よ り開発)の よ うなイ ンプ リメンテ ー シ ョ

ン言語,技 術 的 プ ロセ スに 関 す るプ ロ グ ラ ミン グ言 語(例 えば 第三 次デ ー タ処

理 計画 で助成 され たPEARL)等 が生 れ て い る。

ADAト ランス レー タお よ びADAフ 。ログ ラ ミング ・サ ブ システ ム等 の研 究

は連 邦 国防省 の 開 発委託 お よびECの 助成 計 画 の対 象 で あ り,ド イ ツ内 の企 業

お よび 大学 が 参 加 して い る。 これ らの プ ロ ジ ェ ク トは本 計 画 の ソフ トウ ェア技

術 プ ロジ ェ ク トと密接 に関 係 して い る。

GMDは,英 国 のNCCと フ ラン スのINRIAと 共 同で ソ フ トウ ェア生 産 の
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種 々の方式 を 開 発 中 で あ る。

協 力 機 関

研究 協 力機 関:コ ン ピ ュー タ ・メー カ ー,ソ フ トウェア ・ハ ウス,シ ステ ム

・ハ ウス ,研 究機 関,大 学

特 に ソ フ トウ ェア ・ハ ウス お よび シ ステ ム ・ハ ウ スの場 合,適 切 な研究 開発

機 能 を 持つ技 術 指向型 の 中小 企 業 は,助 成措 置 を 受 け る可能 性 を充 分 持 って い

る。

資 金(百 万 マル ク)

実 績 予 定 予 定

198119821983

プ ロジ ェ ク ト助成 9.3 16 14

研究機 関への助成 5.5 6.6 67

2.3.2パ タ ーン認 識 お よび 認識 シス テ ム

課 題 と 措 置

音声,ノ イ ズ,図 形 の 自動 的 な認識 は,在 来 のデ ー タ処理 が抱 え る利 用面 で

の制 約を 中長 期 的 に克 服 す る もの で あ る。現 代 の生 産 技術 に お い て は,工 作 物,

選 別 お よび組 立 の工 程 コ ン トロ ール,制 御 に 関す る機械 的 な認 識 が一 つ の降路

に な って い る(ロ ボ ッ ト技術)。 特 に医学 お よび 品質 管理 に お い て は,レ ン ト

ゲ ン,超 音波,ノ イズが,認 識,処 理 の対 象 とな る 「パ ター ン 」で あ る。 今 まで

の と ころ,コ ン ピ ュー タ ・シ ス テム との コ ミュニケ ーシ ョンは,キ ーボ ー ド,

ライ トペ ン,ド キ ュメ ン ト ・リーダ ーに限 られて い る。 しか し,音 声 が欠 如 し

て い る。 今後10年 間,オ フ ィス,生 産 制 御,そ の他 の利 用 分野 に お いて 音声

処理 が重 要 な テー マ とな る。

音 声 認 識

現在 既 に あ る程 度 の語 彙 と話者 数 に 限定 した もの は市場 に存 在 して い るが,

適 中率,リ ジ ェ ク ト ・レー ト等 に関 して は高度 の 要求 を満 た して い な い。 した
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が って,今 後以下の研究 開発が必要 となろう。

・継続的会話 におけ る音声認識

・話者数 を多 くした場 合の認識

・音声認識 シ ステムの語彙の拡大

また,助 成の対象 として特 に関心 が高いのは,電 話を通 じた音声 のインプ ッ

トである。 しか し,上 記 の 目標 がすべて達成 され るに は長期間を必要 とす ると

ころか ら,一 歩一歩 目標 を達成す るよ うに努 めなければな らない。 この うち最

も高い優先順位を もつのは,連 続 して話 され る音声の認識 である。

音声は,単 に表現 の手段 のみでな く,個 人の特徴を持 っている。音声認識 は,

既に将来 のア クセス法へ の利用(デ ータバ ンク問合せ等)の 観点か ら振興 され

ている。将来 は,新 たに簡素化 され,著 し く高速化 された方式,さ らに適中率

の大 巾な上昇 を 目的 とす るプ ロジェク トを進 めてい くべ きであろ う。

図 形 認 識

図形認識 と処理 は,以 下の例 にもあ るよ うに最 も多様な研究分野 であ る。

・産業利用

生産の 自動化

品質管理

材料検査

監 視

・地上観測

気 象

農 林 業

測 地

・生産医学利用

レン トゲ ン撮影像 分析

超音波画像

細胞分析
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・軍 事 利用

自動 処 理 に よ るオ ペ レーシ ョン ・シ ステ ム は,今 日の と ころ 小数 の簡 単 な問

題 に しか 適応 され て ない。 図形 処理 の 重要 問題 は,大 量 の 図形 デ ー タか ら図形

作成 に適 した 特徴 を 得 る ことで あ る。

図 形 の前 処理 に 関 して はパ ター ン の改 良手 法(コ ン トラス ト,幾 可 的 な修正,

濃 淡 分解)が あ る。 シス テ ム ・エ ラーに お け るパ ターン修 正 に つ い て は今後 の

研 究 活 動 が 必要 と され る。

特 徴抽 出に 関 して 現在 の と ころ まだ か な り制 限 され てい る。 この よ うな場 合,

定 量 化 可 能 な特 徴 を 得 るため,マ ル チ スペ ク トル 分析,そ の 他 の 方 法 が実証 さ

れ て い る。 領域 セ グ メ ン トに 関す る各種 方 法(例 え ば表面 拡張 方 法)は,今 の

と ころ コ ン トラス トが は っ き り して い る場 合 にの み 有効 で あ る。物 体 の識 別 方

法(ク ラス ター分析)は 一 般化 され る こ とに な ろ う。 テ クス チ ャー お よび コン

テ キ ス トに よ る特 徴 等 に つい て は,や っ とス ター ト地 点 に立 った とい うと こ ろ

で あ る。 将 来 の研究 の 重点 は,形,テ キ スチ ャー,コ ンテ ック スに よ る特 徴等

の抽 出方 法 の開 発 にお かれ る。

識 別 方 法 の 分野 で は,現 段階 で も簡単 な問題 に つ いて は有効 利 用 され て い る

方 法 が あ る。 例 えば,細 胞 図式 分析,染 色 体分 析 あ るいは測地 な ど で あ る。

図形 の 処理 を必 要 とす る もの は,例 え ば 図形 処理 に よ るナ ビゲ ーシ ョン,自

動 加 工 機械 にお け る工 作物 の位 置 決 定,交 通 管制 等 種 々の もの が考 え られ る。

自然 の環 境 の 中で 三次 元的 に 動 く図形 の 分析 は,図 形処 理 の最 も一 般 的 な形

態 で あ る もの の,や っ と研究 が 始 め られ た段 階 で あ る。 この よ うな 分析 を 必要

とす るの は,三 次元 的 に動 く物体 の位 置 決 定,背 景 お よび遮 蔽 問題 の解 決(例

え ば背 景 が変 化 す る場合 の動 く車 の オ ーバ ー ラ ップ)な ど であ る。

これ まで 図形 処 理 の 進展 は主 に応 用指 向 の プ ロジ ェク トで果 され て きた た め,

応 用 指 向 の研 究 を 逆 に基礎 研 究 と密接 に結 び つけ る ことは大 きな成 果 を約 束 す

る もの とな ろ う。 助 成措 置 の 中心 とな って い るのは基礎 知 識 及 び方 式 の シ ステ

マ テ ィ ックな 開発 で あ る。
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図形 認 識 処理 の問題 は,極 め て 多 くの記 憶,演 算 を必要 とす る と ころか ら在

来 のア ーキ テ クチ ャに よ る コン ピ ュー タで は解 決 で きない か,た とえ で き て も

不 十 分 な もので しか ない 。 した が って,図 形 処理 の専 用 コン ピ ュー タを開 発 す

る必要 が あ る。

研究 協 力機 関:大 学,研 究 機 関,民 間企 業

資 金(百 万 マル ク)

実 績

1981

予 定

1982

予 定

1983

プ ロジ ェ ク トの助 成 3.7 8 10

2.3.3シ ステ ム技術 およ び機 器 技術

課 題 と措 置

過 去10年 間,素 子 の高 集積 化 は,コ ン ピュー タの技 術 的基 盤 に革命 を起 こ

した。 しか し,新 しい技 術 を完 全 に利 用 し,資 金 面,養 成訓 練面 で の巨 大 な投

資 に対 す る ユ ーザ ーの要 請 に 間断 な く応 え る よ うな コン ピ ュー タ構 造 は存 在 し

な か った。 した が って,今 後 努 力 しなけ れば な らな い の は,非 常 に複 雑 な ユニ

ッ トを持 つ 少数 タイ プの高 性 能 な構 造 を 持 った コン ピ ュー タを製 作 し,新 しい

概 念 に よ りプ ログ ラ ミン グ と利 用 とを確実 か つ経 済 的 にす る ことで あ る。

助成 の重 点 は:

・マル チ プ ロセ ッサ お よび 多重 コン ピ ュ ータ ・ア ーキテ クチ ャ

・並 列 処理

・デ ー タフ ロー ・マシ ン

・問題 解 決型 アー キテ クチ ャ(例 え ば,パ ター ン認識)

・問題 対 応 の ネ ッ トワ ー ク

ドイ ツで は,大 学 を 初 め と して2,3の 優 れ た 小 専 門 グ ル ー プ が,こ の分

野 で 活 躍 し,国 際的 な評価 を受 けて い る。 こ うした グル ー プの 活動 を大学 お

よび民 間の 研究 室 の範 囲 に 留 めず,そ れ以 上 に強化 す る こ とを 目標 と した 措置
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を講 じ,上 記 グル ープ間 の協 力 を密 接 に行 う必 要 が あ る。

今 日で は通 常,新 しい コ ン ピ ュー タ ・ア ー キテ クチ ャの研究 活動 に お い ては,

標 準 的 な電 子 ユ ニ ッ トお よ び コン ピュ ー タを利 用 して いる。 しか し,標 準 的 な

コン ポ ー ネン ト¢)使用 は革 新 的 な コンセ プ トの実 現 を妨げ られ るこ とが しば し

ば あ る。要 求 の 高 い デザ イ ン に つい て は,将 来 少数 の個 々に開発 され た 素子 に

頼 る こ と にな ろ う。 こう した 回路 の ロジ ック ・デザ イ ンは,「 マイ ク ロエ レ ク

トロニ ク ス 」分 野 の助成 措 置 と密 に調 整 し,本 計 画 の助成 措置 に採 りあ げ られ

るo

シ ス テ ム技術 の 分野 にお け る新 しい手 がか りの 多 くは,Dr.ペ トリの研 究

(GMDシ ステ ム研究 所長)を 参 考 に して い る(ペ トリ ・ネ ッ トワー ク)。 広

範 な調 査 を 可能 にす るため,GMDは,ネ ッ トワー ク研究 室 を拡 充 す る。 同研

究 室 はデ ー タ フロー ・マ ミンの特 殊 ケ ース とみな され る,原 理 的 に新 しい 処理

コンセ プ ト(リ ダ クシ ョン ・マ シ ン)を 開 発 し,技 術 的 に完 成 した。 中期 的 に

技 術 競 争 力 を維 持 す るた め,コ ンピュータメーカーは,そ の伝 統 的な生産 ライ ンを

さらに充 実 し開発 していか なけれ ば な ら な い。 しか し,も う一 方 に お いて 技術 競

争 力 の長 期 的 確保 は,新 しいハ ー ドお よび ソ フ トウ ェア構造 に対 す る研 究 開発

費 を 必要 とす る。 メ ーカ ーは,こ の場 合一 部 は 自社 の研 究,一 部 は外 国 の研究

成果 を土 台 とす るだ ろ う。 計 画 期 間 中の メ ーカー におけ る振興 措 置 は,新 しい

ハ ー ドお よび ソフ トウ ェア構 造 の基礎 開発 を 一 それが上 記 の助成 重 点 とみな

され る場合 一 対 象 として い る。

機器 技 術 の助成 は,新 しい デバ イ ス ・コン ポ ーネ ン トの技 術 的基 盤 お よび そ

の情 報 処理 シ ステムへ の 統合 に限 定 され て い る。 例 え ば,最 近 では光 学 的デ ィ

ス ク ・メ モ リとか コン トロール ・ア ドレサ ブル ・メモ リの分 野 で進 展 が あ ったo

これ らを情 報 処 理 シ ステ ムへ統 合 す る場 合 は,デ ー タ構造 の 違 い とか パ フ ォ ー

マ ンス の変化 に よ って新 しい シ ステ ム技術 的解 決 が必要 に な ろ う。

研 究 協 力機 関:コ ン ピ ュー タメ ーカ ー,大 学,研 究機 関
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資金(百 万 マル ク)

実 績

1981

予 定

1982

予 定

1983

プ ロジ ェ ク ト助成 26.6 15 13

研究機 関への助成 5.6 5.5 5.4

プ ロジ ェ ク トの予算 額 が減 少 して い るの は,第3次 デ ー タ処理 計画 の プ ロジ

ェ ク トが終 了 した ことに よ るo

2.3.4オ フ ィス およ び 行政 用 情報 技 術,デ ータ保護 技 術

課 題 と措置

こ ＼数年 来 の分 散型 情報 処理 へ の傾 向 は,将 来 オ フィスで の利用 で具 体化 さ

れ て くるで あろ う。 オ フ ィス では,デ ータの他 にテ キ ス トおよび グ ラ フ も処理

され る。職 場 に置 か れ た機 器 が ロー カル ・ネ ッ トワー クで互 い に結 ば れ た り,

あ るい は連 邦郵 便 の ネ ッ トワ ークを通 じて他 のパ ー トナ ー と連 結 され る。 適 切

な新 技 術 の開発 は 次 の よ うな特性 の た めに 促進 さ れ るべ きもの であ る。

① デ ー タ処理 とテ キ ス ト処 理 お よび グ ラ フ処 理 との統 合 。 こt)Lで は,特 に ス

ム ーズ に一 つ の処 理 モ ー ドか ら他 の モ ー ドへ と移 行 で きるオ ペ レーテ ィング

・シ ステ ム の開 発 が 重 要 とな る。

② デ ー タ処 理 と通 信技 術 の統 合 。 こ ～で考 え られ るの は特 に ロー カル ネ ッ ト

ワ ー ク,こ うした ネ ッ トに よる個 々の職場 との連 絡,さ らに ドイ ツ連 邦郵 便

に対 す る適 切 な イ ン タ ーフ ェー スで あ る。

③ オ フ ィス情 報 処理 と旧来 の オ フ ィス技 術 との統 合。 こ 、では特 に 周辺 装 置

の結 合 が主 眼 とな って い る。 技術 と して は,オ フ ィ ス用 コ ピーを ベ ー スと し

た ア ウ トプ ッ ト装置,新 イ ンプ ッ ト技 術,場 所 を と らず,メ イ ンテ ナ ン スを

必 要 と しな いデ バ イ スな どで あ る。

④ 多 数 の 情報 処 理 未経 験 者 へ の対 応。
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最 後 の点 は将 来 の 機器 の統 合形 態,利 用 動向 な どで ある。 従来 の計 算 セ ンタ

ーにおい ては ,比 較 的 少数 の高 度 に訓 練 された専 門 家 が,複 雑 な シ ステ ムを 取

扱 い,し か も膨 大 な取 扱 案 内書,メ ーカ ーのサ ー ビスに頼 ってい るσ オ フ ィス

とい う場 で は,際 立 っ た専 門知 識 を期 待 す る ことは で きず,ま た メ ーカ ーか ら

の援 助 も従来 デ ータ処理 で受 けて い た よ うな強 力 さで,カ バ ー して くれ る もの

では ない。 したが って,将 来機 器 の ため には,ユ ーザ ーの操 作 取扱 等 を一 層効

果 的 に支持 して くれ る よ うな技術 を 開発 しなけれ ば な らない。 また も う一方 で

は,情 報 の表示 を従 来 の ア ウ トプ ッ ト方式 よ りも さ らに受 け容 れや す く,し か

も理 解 しやす くす る研究 も必 要 で あ る。

オ フ ィス ・コン ピュ ー タ ・シス テ ムの ネ ッ トワー ク化 は オ フ ィ スお よび行 政

管理 等 に お け る コ ミュニ ケ ー シ ョンの需 要 に応 え る もので,情 報 の 流 れ,リ ン

ク等 の標 準,規 格 が 必要 とな って くる。個 々の ケ ー スに応 じた 規 格 作成 の 促進

も同 じ く助成 の重要 部分 を 占め て い る。

行 政 関係 に おい て は,情 報 処理 を直接 仕 事 の場 に お き,各 部 署 で技術 利 用 に

関す る 自由 な創 造性 をふ くら ませ,合 せ て行政 そ の もの を 国民 に な じみ 易 い も

のに しよ うとい う傾 向 が強 くな っ てい る。 そ のた め この分 野 に おけ る助成 措置

は,狭 義 の技術 だ けで な く,そ れ に関連 す る組織,機 能 の問 題 を も対 象 とす る

もの であ る。 そ の影 響 に よ る社 会 学的 問 題 の調 査 も この プ ロジ ェ ク トに統 合 さ

れて い るか,付 随 研 究 として実 施 され るか も しれ な い。 こ う した応 用 プ ロジ ェ

ク トの分 野 で は,実 験 プ ロジ ェ ク トの数 を絞 って続 けて いか な けれ ば な らない。

GMDは,こ うした 活動 を 他 の機 関 と協 力 しな が ら行 って い る。、上 記 の 行政

関係 の プ ロ ジ ェ ク トに参加 して い るのを は じめ,将 来 の イ ン フ ォ メ ー シ ョン ・

シ ス テム の機 能,技 術 に対 す る要 請 を洗 い 出す ため,オ フ ィス お よび行 政 に お

け る典 型 的 な仕事 の流 れ を調 査 して い る。GMDは,開 発 成 果(グ ラ フ ィ ック,

デ ー タバ ン ク ・シ ス テ ム,テ キ ス ト ・コ ミュニ ケ ー シ ョン,・企 画 ・決定 シ ステ

ム,コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワ ー ク)を 土台 と して,外 国 に お け る開発 を と りい

れ,ド イ ツ内の メ ーカ ー と協 力 して,将 来 考 え られ るよ うな オ フ ィス ・行政 管
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理 シ ステ ムの プ ロ トタイプ を試 作 し,研 究 して い る。

デ ー タ保護 につ い て は,情 報 技 術 システ ムにおけ る保護 要件 を満 た す よ うな

技術 的 前提 を 改善 す る こ とが 中心 とな る。 この事 は,不 当 なデ ー タ ・ア クセ ス

を保護 す る機能 を実現 し,も う一 方 で は不 当 な ア クセ スを よ り効 果 的 に確 認 で

きる コン トロール 機能 の 必要 性 を 意 味 して い る。

振興 の対 象 に は,匿 名 化 方 式,検 査技 術,チ ェ ック ・コ ン トロ ール技 術,コ

ー ド化 技 術 ,さ らに 特 に重 点 と して オ ペ レーテ ィン グ ・シ ス テ ムお よびデ ー タ

バ ン ク ・シ ステ ムに お け るデ ー タ保 護,ア ク セス ・コン トロール の機 能 の実 現

が あ る。

研究 協 力機 関:メ ーカ ー,行 政 機 関,研 究 機 関,大 学

資金(百 万 マル ク)

実 績
1981

予 定

1982

予 定

1983

フ。ロ ジ ェ ク ト助 成 15.7 14 12

研究機関へ の助成 18.9 188 18.9

2.3.5分 析,予 測,効 果

課題 と措 置

情 報 処理 分野 に おけ る連 邦政 府 研究 技術 政 策 の今後 の進 展 には,市 場 お よび

技 術 の観察 が必 要 で あ り,こ の た め には,一 般 的 な情報 お よび 企 業 か らの連 絡

だけ では 不 充 分で あ る と ころか ら特 別 な分析 を実施 しなけ れ ば な らない。

情報 処理 の 巾 広 い応 用 ポテ ンシ ャル,さ らに は経 済,社 会,労 働,レ ジ ャー

等 多 くの分 野 に対 す る進 出は,種 々の 結果 ・影響 を生 み,予 め想 定 ・意 図 した

のは その一 部 で しか なか った とい う事実 が あ る。 したが って,原 則 的,方 法 的

な予測 問題 だ けで な く経 験 的 か つ予 測 的 な性 格 を もつ効 果 分析 を 促進 す る必要

が あ る。

こ う した 作 業 は,一 部GMDも 行 ってい るが,
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・新技術 の可能性 とリスクを感 じとり

・利用す るシステムおよび技術 の形成 に対 す る指示を与 え る

ものでなければ な らない。

このよ うに効果研究調査 は,技 術評価な らびに助成政策 の進展に寄与する も

ので あ る。ただ し,本 計画 の資金 で効果研究を進め るのは次の場合に限 られ る。

つ まり,技 術 の利用が予想 され る変化の主原因であ り,し か もその影響を受 け

る分野で それを充分 に考慮 されていない場合であ る。

現在進行中の効 果研究 プ ロジェク トの中には,情 報処理 の新 しい応用によ っ

て可能 とな り,ま たそれによ って誘発 され る家庭 の職場化,商 業面での変化等

に関する調査が ある。 また,情 報技術 システムの 故障 あるいは個人的デ ータ乱

用の可能性増大(デ ータ保護)等,情 報技術 の進 出が結果 として経済,社 会,

個人 をいかに傷 つけるか とい った問題 に関す る調査 も必要 である。

「分析,予 測,効 果研究 」活動 を情報処理 の分野 に限 るのは無意味 であ る。

したがって,コ ミ ュニ ケ ーシ ・ン技術 あ るいは専 門情報 サ ービス領域 の情報

科学的問題設定等を主体 とす るプ ロジェク トの費用を包括 しなければ ならない。

研究協力機関:研 究機関,大 学,企 業,団 体

資 金(百 万 マル ク)

実 績
1981

予 定
1982

予 定
1983

プ ロジ ェ ク ト助 成 1.2 2.0 2.0

研究 機関への助成 分析,予 測,効 果 研 究(GMD分)の 資金

は活動 ① ～ ④ に示 され た 資金 に夫 々含 まれ

て い る。
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3.フ ラ ン ス に お け る情 報 処 理 を 中心 と し た エ レ

ク トロ ニ ク ス産 業 の 現 状 と動 向

3.1エ レク トロ ニ クス産 業 の 現状 と問題 点

表3.1先 進 諸 国 に お け る エ レク トロニ クス産 業 の現 状(1980年 末 現 在)

(単 位:10億 フ ラ ン)
1ド ル=5フ ラン換 算

国 名 生産高 % 市 場 % 収 支

国民総生産に対

す る エレク トロ
ニ クス産業 の割

合

ア メ リカ 668 46 648 45 十20 3.5%

日 本 228 16 164 11 十64 3.7%

西 ヨ ー ロ ッパ

内 西 ドイ ツ

〃 フ ラ ン ス

〃 イ ギ リス

379 26 409 28 一30

113 8 113 8 0 3.3%

83 6 82 6 一1 3.o%

74 5 75 5 一1 3.8%

その他(注) 175 12 229 16 一54

世 界(注) 1,450 100 1,450 100

(コ メ コン諸国 およ び 中国 は 除 く)

今 日,エ レク トロニ クス産 業 界 では,2つ の国 が主導 権 を 握 って い る と言 え

る。 つ ま り,技 術 革新 の源 ア メ リカ と,20年 来 の産 業戦 略 の努 力 が実 った 日

本 で あ る。

最 近(1980年 末)の 統 計(表3.1)に よれ ば,エ レ ク トロニ ク ス産 業 の生

産高 にお い て,フ ラ ンスは ア メ リカ(45%),日 本(16%),西 ドイ ツ

(8%)に 次い で,第4位(5.8%)で あ った 。輸 出入 に つ い て は10億 フ ラ
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ンの赤 字(1981年 度 は倍 以 上)で あ った が,ち なみ に西 ドイ ツは,均 衡 状態,

ア メ リカ は,200億 フ ラ ンの黒字,ま た 日本 は,640億 フ ランの 黒 字 で あ っ

たo

フ ラ ンスの1981年 末 の エ レク トロニ ク ス産業 生 産 高(950億 フ ラ ン;

1981年 度 国民総 生 産 の3%)の 内訳 は 次 の とお りとな っ てい る(表3.2参 照)。

-49%は 国 営化 企 業

一21%は フ ランス私企i業
,中 小 企 業 を含 む

一30%は 外 国 勢 ,そ の う ち

・13%がIBM(同 グル ープ全世 界 生産高 の5%に 相当)

・7%がPHILIPS(同 グル ープ全世 界生産 高 の5%に 相 当)

フ ラン スの エ レク トロニ ク ス産業 分 野 に お け る各 企業 は,外 国企 業 の脅威 に

直面 して い る。 約40社 の エ レク トロニ ク ス関係企 業 は,各 々100億 フ ラン

以上 の総 売 上高 を あ げて い るが,そ の うちの トップ7社 は,フ ラン スの エ レク

トロニ クス市 場 を越 え てい る。表3.3に 示 した よ うにPHILIPSは,フ ラン

スの エ レク トロニ ク ス市 場 の1.15倍 の総 売上 高 をあ げ てお り,G.E.とIT

Tは 各 々L5倍,ま たIBMは1.6倍,ATTは3.8倍 とな っ てい る。

全 世 界 のエ レク トロニ クス産業(COMECON諸 国及 び中 国 を除 く)は,今 後

10年 間,年 間 約4%平 均 成 長 率 を示 す と予測 され てい る。 特 に先 進 諸 国 は,

約10%に 達 す るだ ろ う(製 品 分野 に よ って は年30%を 越 え る ものす ら あ る)。

1980年 か ら1981年 で,フ ラン ス市場 は11%の 成 長 を みせ た。 しか し エ レク

トロニ クス産 業 生産 高 は10%の 伸 び しか みせ ず,こ の差 額 は 輸 入 分 で あ る。

この輸 入 超過 分は,前 年 度 の10億 フ ランの倍以 上,20億 フ ラ ンを超 え てい

る。

1990年 までに フ ラン スの エ レク トロニ ク ス市場 は,倍 増 す る と予 測 され て

い るが,こ の産業 を世 界水 準 に まで引 き上 げ るた め には,同 時期 の生 産 高 を2.5

倍 にす る必要 が あろ う。 この 目標 は,実 現 可能 であ り,政 府 に よ る振 興 施 策 を

達 成 す るた め の足 がか りで あ る。 しか し,こ れ を達 成 す る ため に は,研 究 開発,
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表3、2フ ラ ン ス の エ レ ク ト ロ ニ ク ス 産 業(1981年 末 現 在)

項 目
生 産 高

(百 万 フ ラン)

割 合

(%)

電 子 部 品 11,400 12

民 生 用 エ レク トロ ニ クス機 器 5,400 6

計測 ・制御機器 4,310 4

医療 用 エ レク トロニ ク ス機器 1,130 1

産 業 軍 需 用 エ レク トロニ クス機器 19,110 20

通 信 機 器 14,800 15

小 計 39,350 41

オ ー トメ ー シ ョ ン 機 器 2,600 3

情報 処理 システム機器 26,400 28

ソフ トウェ ア/情 報 処 理 サ ービス業 10,500 11

小 計 36,900 39

事 務 機 器 220 0.2

合 計 95,870 100
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表3.3エ レ ク トロニ ク ス産 業 に おけ る外 国 企業 との競 合 状況

社 名

総売上 高の フ

ランス ・エ レ

ク トロニ クス

市場 に対す る

倍率

総売上高の フ

ランス ・エ レ

ク トロニ クス

関連企業総売

上高合計に対

す る倍率

総売上 高の フ

ランス ・エ レ

ク トロニ クス

関連 国営化企

業,総 売上高

合計 に対 す る

倍率

総売上高
に対する
エレク ト
ロニクス

関係の割

合%

ATT(WE.を 含む) 3.8 5.5 7.6 100

ATT(WE.を 除 く) 3.0 4.5 6.0 100

IBM 1.6 23 3.2 100

G.E. 1.55 2.25 3.1 60

ITT 1.5 2.3 3.0 17

PHILIPS 1.15 1.7 2.3 90

SIEMENS 1.05 1.5 2.1 50

松下電器産業 0.8 1.2 1.6 90

日立製作所 0.8 1.2 1.6 50

GTE 0.6 0.8 1.2 90

東京芝浦電気 0.6 0.8 1.2 60

(フ ラン ス企業)

CGE(フ ランス国内外

の子会社を含む)
0.55 0.8 1.15 20

THOMSON

〃
0.43 0.6 0.9 85

MATRA

〃
0.18 0.26 0.37 10
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設備 投 資,生 産 性 向上 等 に 努 力を 傾 け な ければ な らな い。 さ らに 営 業,生 産,

開 発部 門 を立 て 直 し,各 々の 部 門の連 系 プ レイ が 円滑 に行 わ れ る必要 が あ る。

特 に技 術 の トランス フ ァに 関 す る分野 では これ が重要 な ポ イ ン トとな ろ う。

フ ラン スの エ レク トロニ ク ス産 業 の状況 は次 の よ うに要 約 で き る。

産 業 ・軍 需 用 エ レク トロニ クス お よび通 信 ・テ レマ チ ッ ク関係 で は本質 的 に

強 さを 発揮 してい る。 こ の2つ の分 野 で は 国が 重要 な役 割 を 果 して い る。 まず

国 が主 要 な顧 客 で あ り,か つ技 術 の トランス ファに関 す る組織 の責 任者 で もあ

る(DGA:軍 需総 局,DGT:電 気 通 信総 局,TDF:フ ラン ス国営放 送 送

信 担 当公 社 の プ ロジ ェ ク ト)。 この よ うに連 系 プ レイの う ま く行 って い る分野

で は好結果 生 ん でい る。 今 日,こ の2つ の 分野 で フ ラ ンス は,輸 出国(1981

年 度 の産 業用 エ レ ク トロニ ク ス関係 は80億 フ ラン近 くの黒 字 で,前 年 比10

%増,通 信 ・テ レマチ ッ ク関係 で は15億 フラン以上 の 黒字 で前年 比90%増)

で あ り,世 界 第1位 を誇 っ てい る。

他 の分野(オ ー トメ ーシ ョン,情 報 処理OA,民 生 品,電 子 部 品)で は,フ

ラ ンスは先 頭 集 団 に姿 を 見 せ ず,輸 出 入均 衡 は,大 幅 な赤字 とな っ て い る。

残 りは情 報 処 理 サ ー ビ ス ・コンサ ル テ ィング業 で ある。 この分 野 で は,ソ フ

トウ ェア生産 能 力 を持 つ企 業 が好 調 で あ る。情報 処理 サ ー ビス ・コンサ ル テ ィ

ング会社 は,多 くの ア メ リカ 「製 品 」を 販 売 して お り,こ れは 一方 では ア メ リ

カ製 ハ ー ドウ ェアの 販売 を強化 す る弊 害 と なって い る。

一 方
,フ ラ ンス ・エ レク トロニ ク ス産 業就 労 者 数 は,1981年12月31日 現

在 で,30万 人 に達 して い る(工 業 就 労 人 口の5%,全 労働 人 口 の1.5%に 相

当)。 さ らに 関連 産業(資 材 供給,下 請 等)の20万 人 を 加 え る と50万 人

(工 業 就労 人 口の8%)に もな る。

上 記 の 数字 に は,エ レ ク トロニ クス産 業 以 外 の企 業 内 に おけ る エ レク トロニ

クス機 器 関係 整 備 保守 要 員,各 種 機 器 オ ペ レー タ等 は含 まれ て お らず,こ の 関

係 を も含 め る と就 労 者数 総 数 は,工 業 就 労 人 口の15%程 度 に ま で達 す る(全

労働 人 口の5%)。
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3.2フ ラ ンス の挑戦

「危機 に 直面 してい る フ ラ ンスは,新 た な再 興 と発展 の道 を模 策 してい る」

最近 フ ラ ンス政 府 で は,フ ランス におけ る国家 の独 立,失 業 対策,経 済成 長

の安 定化,権 力の 分散 化,生 活 の向 上,文 化 の活発 化,の 目標 を達 成 す るため

あ らゆ る努 力 を行 うと発 表 し た。

しか しこの 目標 を達 成 す るに は,エ レク トロニク ス産 業 が 重要 な役 割を 持 っ

てお り,同 産業振興政 策が失敗 すれば,ど の 目標 も達成不 可能 となろ うとして

い る 。

3.2.1国 家 の独 立

国家 の独 立 は,フ ラン スの主 要 目標 であ るが,国 内 自給 自足 とか孤 立 とい っ

た 意味 では な い。 国家 の活 力 の ことで あ る。 フ ラ ンスは,技 術,経 済,文 化 そ

して人 間性 の発展 を背 景 に,よ り 自由,よ り平 等 で平 和 な世 界 を 建設 す るた め

に貢 献 した い と考 え てい る。

それ に は エ レク トロニ クス産業 が 重 要 な役 割 を果 す だ ろ う。

国 際 関係 の不 安 定 化,緊 張 地 域 の増 大 して い る今 日,安 全 保障 上 の政 策 と し

て フ ラン スは優秀 な 防 衛 兵 器 を持 つ必 要 が あ る 。こう した 状 況 に より,必 然 的

に フラン スの 産業 軍 需 用 エ レ ク トロニ クスの技術 競 争 力 は 高 ま った。電子 部 品

な しには 産 業軍 需 用 エ レ ク トロニ クス製 品 の生産 も不 可能 とな る し,フ ラ ンス

エ レク トロニ クス産 業 の存 在 さえ危 くな る。

大 型 コン ピ ュー タ(特 に科 学 技 術 用)お よび エ レク トロニ クス関連機 器 は,

フ ラン スの研 究 開発 事 業 に と り重要 な柱 で あ る。 特 に大 型 コン ピ ュー タ ・シ ス

テムは,現 代 先端 技 術 の粋 で あ り,先 進社会 に と って不 可 欠 の もの で あ る。

一方
,通 信 関係 に おけ るア メ リカ企 業 の進 出,ア メ リカの デ ー タバ ンクの 内

容 の 充実,成 長 は,フ ラン スに と って現 実 の脅 威 で あ る。 フ ラ ン スが ア メ リカ

の通 信 ネ ッ トワ ークを 受 けい れ る こと は,い つ の 日か,フ ラ ンスが 外 国勢 力 に

支 配 され る こ とを示 唆 して い る。 つ ま りフ ラン ス政府,企 業,研 究機 関等 は,
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情報 を 得 るた めに は,外 国 の デ ー タ ・バ ン クを 利用 せ ざ るを得 な くな り,つ い

に は現 在 フ ランス語 圏 で あ る フ ラ ン ス国 内 で フ ラン ス語 が 英 語 に駆 逐 され るこ

とにす ら な ろ う。

世界 各 国(先 進 国 も開発途 上 国 も)の 情報 処理 シ ス テ ム依 存度 は高 まる一 方

で あ り,も し フラ ン スが,独 自の 情報 処理 システ ムを持 た ない な らば,外 国製

シ ステムに 適応 す る しか方 策 はな く,そ れ はフランスが独 自の社 会構 造 を作 れず

に外 国 の モデ ル に屈服 す る ことを意 味 して い る。

産 業保 護政 策,研 究 開発 計 画 を 実行 しない か ぎ り フ ラン スは世 界 の技 術 革新

の波 に乗 り遅 れ る こ とに な ろ う。

3.2.2失 業 対 策

失 業対 策 は,政 府 および 民 間 が行 わなければ ならない最優先 事業 のひ とつであ る。

現在 の 深刻 な失 業 状 況 に対 し,フ ランス社 会 の エ レク トロニ クス化 が,果 し

て状況 好 転 に効 果 を もつ だ ろ うか。

長 期 展望 と して は期 待 で き るだ ろ う。 新 しい エ レク トロニ クス製 品 は雇 用 の

拡 大 を もた らす 。 さ らに エ レ ク トロニ ク ス産 業 に お け る雇 用 機 会 は,将 来,

近 年 以 上 の 速 度 で拡 大 し続 け る と予 測 され るが,新 製 品 開発 へ の意 欲 的政 策

が実 行 され れ ば よ り確 実 的 な もの と な ろ う。 国 内 エ レ ク トロニ クス産 業 振 興

は,フ ラン ス企 業 に 競 争 力 を つ け る こと に な り,こ れ は雇 用 拡 大 とな ろ う し,

少 な くとも雇 用 維 持 に は な る(フ ラ ンスが そ の産 業振 興 政 策 を いか に コン ト

ロ ールす るか で,現 在 か ら1990年 ま での 間 に,エ レ ク トロニ ク ス産 業 お よ

び 関 連産 業 で,20万 人 の 雇 用 の増 減 が あ ると思 わ れ る)。 さ ら に エ レ ク ト

ロニ クス化 に よ る 国 内生 産 シ ステ ムの生 産 性 向 上 に よ り,外 国 競 合 各 社 に余

り侵 され て い な い分 野 で の 雇 用 拡 大 を 行 え るよ うな国 を つ け る こ とが 可 能 に

な ろ う。

しか し,短 期 的 にみ れ ば,生 産 の エ レク トロニ クス化 に よ って雇 用拡 大 を計

る企 業数 を減 少 させ,見 かけ 上 では 失 業数 減 少 を計 る方 向 に反 す るよ うに思 え
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るか もしれ な い 。 これ は将来 の ため に 現在 の苦況 に耐 え る と言 う単純 な事 で は

な い。 エ レ ク トロニ クス化 を計 るか 否 か と言 う選択 では な く,エ レ ク トロニ ク

ス化 は必 要 な もの と して,そ の 方策 を 消費 中心 型 か最 大 の景気 回 復 とな ろ う生

産 中心 型 に す るか の選択 が,現 実 の問題 で あ る。

失 業 に 関す る問題 につ いて は,以 下 の4点 が あ げ られ る。

① 現 在 の フ ラ ンス にお け る失業 増 加 の原 因 は,複 雑 であ って,経 済 的 要因 と

言 うよ りは社 会的 要 因 と も言 え る根 の 深 い もの で あ る。

② エ レク トロニ ク ス化 に よ る雇 用 の増 大 は可 能 であ るが,そ れ に は生 産拠 点

を 国 内 に維 持 しな くて は な らな い。

③ フ ラン ス ・エ レク トロニ クス産 業 振興 に供 う雇 用増大 の効果 を最 大 限 引 き

出す に は,業 界 と教 育機 関 の再編 成 を行 う必要 があ る。

④ 失業 対 策 と して政 府 は,幅 広 い政 策 を 実 行 しな くては な らない。 特 に労 働

時 間 を 減 ら しなが ら,労 働 の平 均 化 を計 る必 要 が あ る。 労働 時 間 の短 縮 は,

個 人 消 費 に も大 き く影響 し,さ らに産 業振 興 の 一つ の フ ァク タ とな り,需 要

と供 給 の均 衡 に も役 立 つ。 条 件 付 きで は あ るが,エ レク トロニ クス産 業 は,

伝 統 的 な生 産,消 費,雇 用 の 関係 を 一 新改革 す る ことが で きる。

国 民 的 な要 求 で ある失 業減 少 に対す るエ レ ク トロニ クス産 業 の メ リッ トは,

そ の雇 用量 の大 き さに あ る。 同 産 業 が なけ れ ば,フ ランス は雇用 の 問題 と同様

に,生 産 関係 も絶 望 的 な状態 に落 ち入 る であ ろ う。

3.2.3経 済 成長 の 安定 化

経 済 成 長 の安 定化 も エ レク トロニ ク ス産 業 と重 要 な関 りを 持 つ。 経済 成 長 安

定 化 に は,省 エ ネル ギ ーが必 須 事 項 で あ る。 エ レ ク トロニ ク ス応 用 の 省 エ ネル

ギ ー技 術 は,通 信,自 動 車等 々数 多 く考 え られ るが,新 エ ネル ギ ー源 であ る原

子 力,ソ ーラ ー ・エ ネル ギ ーの開 発 に もエ レク トロニ クス技術 は不 可 欠 で あ る。

国 内 およ び海 外 の 需要 の変 化 に対 応 で きる生 産体 制 を持 つ こ と も経 済 成長 安

定 化 の条件 で あ る。70年 代 初 め 頃 か ら世 界 的 に需要 の増 加 は減 速 してい るが,
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エ レク トロニ ク ス関 係 は増 加 しつ つ あ り,そ れ と共 に その重要 性 も増 して きて

い る。 この よ うに好 調 な分 野 で 国内 市 場 を取 戻 し,さ らに 輸 出増 加 に努 め る こ

とは好 結 果 を もた らす で あ ろ う(東 側 諸 国 を除 くエ レ ク トロニ クス世 界 市場 は,

今 日 フ ラン ス総生 産 の半 分 に 相 当す る。 また この10年 の年 間成 長率 も単 価 の

低 下 に か か わ らず4%を 超 え て い る。 フ ラン スの1980年/1981年 の 年 間 成

長 率 は11%を 超 えた)。

オ ー トメーシ ・ンの 出現 は,生 産 能 力 の近 代化 を もた らした。 自動 機 械 の利

用 は,人 件 費 の 節約,新 製 品 開発 期 間 の短 縮,製 品 の品質 向 上 につ なが る。 今

日,企 業 の 競 争 力 は,こ うした 能 力 に左 右 され,特 に その開 発能 力 が キ ーポ イ

ン トで あ る。 しか し経済 成 長 は,金 融 要素 も関係 してい る。 マ ネー フ ロ ーの エ

レク トロニ クス化 は,資 金 移 動 の 速 度 を 上 げ,現 在 で も フ ランス経 済 を圧迫

して い る イ ン フ レ化 の傾 向 に拍 車 をか け よ う。 同時 に この エ レク トロニ クス化

は,企 業 に対 して は 資金 回収,管 理 の 合理 化 を もた らす。 この 問題 は 現 在余 り

重視 され て い な い が,見 直す べ き もの で あ ろ う。

エ レ ク トロニ クス産業 は,経 済 成 長 を望 む フ ラン スに と って 大 きな味 方 とな

ろ う。 も し フラ ン スが この エ レク トロニ ク ス革 命 の好機 を利 用 しなけ れ ば,外

国 の競 争 力 は増 大 し大 き く水 を あけ られ て し ま うで あ ろ う。

3.2.4権 力 の 分散 化

権 力 の分 散化 は,フ ラ ンスで は 目新 しい ア イデ ィア では な い。 これ は政 策 の

テ ーマ と して 伝統 的な ものの 一 つ で あ る。 フ ラ ンス政府 は,新 しい公 民権 と し

て の都 市 の 権 利 を一与え よ う として お り,こ れ は企 業都 市,地 域 社 会,日 常社 会

に お け る集 団 生活 の各 分野 で の責任 の分担 を公平 にす る もの で あ る。

エ レク トロニ ク スの進歩 は,権 力 分散化 計 画 に有益 で あ る。

① 通 信 用 イ ンテ リジ ェン ト ・タ ー ミナル の進 歩 は,マ ン ・マ シ ンの リアル ・

タ イム対 話 を 可 能 と し,大 容量 の コ ン ピ ュー タを 時分 割 で 多数 の ユ ーザ ーが

同時 に ア クセ スで きる よ うにな った。 この よ うな マ ス ・エ レク トロニ クスの
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出現 に よ り,情 報 の分散 化,知 識 の 分散化,そ して権 力の 分散 化 が可能 とな

ったo

② 情 報 拡 散 の 新 しい手 段(TV会 議 シ ステ ム,フ ァ クシ ミ リ等)の 出現 に よ

り地 域 格差 を な くし,大 組織 内 での責 任委 託 が 容 易 とな った。

③ 統 治 者 と被 統 治 者 の関 係 の平等 化 を 計 れ る。例 え ば,情 報 を持 つ役 人 と,

その情 報 を 求 め 役所 の窓 口に並 ぶ人 の差 が,オ ン ライ ン化 され た 自動 窓 口の

設置 が進 め ば,な くな って行 く。

④ 権 力 の分散 化 は,大 都 会 か ら遠 く離 れ た村 の住 民 に とって は二 重 の利 益 が

あ る。 一 つ は,地 方 情 報(隣 村 の青果 市場 価 格,地 方 天 気 予報 等)を 手軽 に

得 られ る(パ リを経 由せ ず)こ とで あ り,も う一 つ は,世 界的 情 報(ア メ リ

カ,日 本 の肥 料 価格,農 産物 価格 等)を も同時 に入手 で き る こ とであ る。 こ

れ は エ レク トロニ ク スの 進 歩 に よ り タ ー ミナル を 電 話回 線 に接続 す るだけ で

可 能 に な った の で あ る。

一 方
,経 済危 機 は,大 企 業 を 中央集 権 的 に し,ご く限 られ た情報 しか流 さな

い よ うにす るか も しれ ない 。 また,昔 な が らの 経 営 と変化 に対 す る用 心 か ら中

小企 業 は エ レク トロミ クス分散 化 へ の道 へ の参 加 にた め らい が ち とな るか もし

れ ない。 しか し中央 集 権 化 は,パ リと地 方 の格 差 を よ り拡 大 す る ことに な る。

エ レク トロニ ク ス化 は,結 果 的 に組 織 の構 造 を 変 革 し,可 能 性 を拡 大 させ る。

エ レ ク トロニ クス は単 な る道 具 にす ぎ な いの で あ る。

これ 等 の状 況 か ら,政 府 は,テ レマ テ ィ ック ・サ ー ビス料 金,新 しい サ ー ビ

ス,機 器 の分散 化 に 関与 す るだ ろ う。

3.2.5生 活 の 向上

フ ラン ス社会 は,世 界 的 に も先進 国 の一 つ で あ り,フ ラン ス人 は,精 神 的 に

も満 され る社会 を望 ん で い る。 近年 の エ レ ク トロニ ク ス産 業 の発達 に よ り,個

人 およ び家庭 用 の エ レク トロニ クス製 品 は多様 化 し,冷 暖 房 空調 装 置,リ モ コ

ン装 置,防 犯 装 置,警 報装 置,情 報 ・通信 機 器,エ レク トロ ニ クス玩 具,各 種
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民 生 品,厚 生 用機 器(特 に 身障 者 用 機器)等 の新 製品 が,次 々に 開発 され,日

常 生 活 は 向上 した。 また そ れ と共 に 自由 な時 間 が増 えた 。経 済 ・社会 の エ レク

トロ ニ クス化 は,権 力経 済 の 分散 化 の効 果 の 一 つ と して,生 活圏 お よび都 市 計

画 に も関係 が あ る。 ま た 官 公 庁 と か 民 間の組織 あ るいは 市民 とか顧 客 サ ー ビ

スの形 態 も変 るだ ろ う。 エ レク トロ ニ クス化 は労働 条 件 を も変革 す るだ ろ う。

しか しエ レ ク トロニ ク ス は,そ れ 自体 何 も で きず,テ ク ノ ク ラ ー ト的 な ア

プ ローチ さえ避 けれ ば,そ の 発達 は 人 間 と機 械 の調和 を 満足 させ る こ とに のみ

役 立 つ。

3.2.6文 化

西 側諸 国 に起 きてい る危機 は,フ ラン スに おい ては経 済 ・社会 的 危機 の みな

らず 文化 面 で も発 生 して い る。 価 値 観 の不 確 実 性が,総 合 的 計画 の欠如,社 会

の急激 な変 化 が 原因 とな って増 して い る。 さ らに エ レク トロニ クス化 は,こ の

傾 向 に拍 車 を か け よ うと して い る。

こ うした傾 向 は,市 民 に 不安 感 を 与 え てい る。 エ レク トロニ クス化 の主 要 な

リス クは次 の3つ で あ る。'

① エ レク トロニ クスに は,国 境 の隔 りは な く,そ れ ゆ え フ ランス の よ うに影

響 力の少 な い国家 の文 化 的 ア イ デ ン テ ィテ ィを侵 す お それ が あ る。 そ もそ も

文 化 と言 うもの は,多 様性 が あ り,対 質 的 で 非順 応 性 を持 った もの で あ る。

つ まりエ レク トロニ クス の進 展 に よ って世 界 文化 を生 じ る ことに な り,全 体

主 義 に通 じる恐れ が あ る。

② エ レ ク トロニ クスは幻 惑 的 で あ り,こ れが 全 ての 問題 の解 決 の 鍵 で あ ると

考 えて い る人 も多 い。 しか し これ は実 利 的合 理主 義 者 の エ レク トロ ニ クス全

体 主義 を 生 む恐 れ が あ り,そ の 社 会 は オ ー ウェル の 「1984年 」の よ うに な

るの では なか ろ うかo

③ エ レク トロニ クスの お か げ で,人 間 は情 報 を我物 に す る こ とが で きた。 資

料 蒐集 は 出来 事 や思 想 を 知 るのに 有効 な手段 で あ る。 「我 々は 多 くの事 を知
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る こ とが 出来 るが,そ れ を 自分 の物 に で きるで あ ろ うか。 … それ を 知 って い

る,あ るい は持 ってい る と言 うこ と と,実 際 に利 用,応 用 す る ことは 別 で あ

る。 …今 まで は,せ い ぜ い教 養 と して,何 が あ ったか,こ れ の うちど れ が 良

いか な どを 知 っていれ ば 良か った。 」(B.TRICOTの 「情報 の文化 的賭

け 」の まえ が き)人 間 の記憶 に対 し,機 械 の メモ リ容 量 が大 き くな って く

ると,た だ知 って い れば と言 う考 え で は,人 間 個 人 のアイ デ ンテ ィテ ィ確 立 も

危 くな るので はな いだ ろ うか 。 会話 に よ る通 信 が,文 書 に よ る通信 に変 り(

手 紙 が電 話 に,書 籍 が テ レビに,図 書 館が ビデ オ保 管所 に …)つ つ あ るの は,

す で に個 人 の知 能,創 造 力低 下 へ の 動 きな ので あ ろ うか 。

し か し幸 い な こ とに希 望 的 な事 柄 もあ る。

・エ レク トロニ クスは教 育 関係 に大 き な展 望 を.与え た。 教 育 の方 法 を 多様 化

し豊 か な もの にす るの に エ レク トロニ クス は有効 な手 段 で あ った。

・通 信 ・放 送 の ネ ッ トワー クの増 大 は,文 化 の 多様 化 に役立 った。

・反 論 の余 地 の ない,世 界 的文 化 画 一化 の傾 向 は,世 界各 国 で起 きてい る問

題 で あ り,そ れ に対 抗 す る もの と して,ア イデ ンテ ィテ ィお よび 特 性 の研

究 が 進 ん でい る。 エ レク トロニ クス化 は,我 々に我 々 自身の 再定 義 を させ

る き っかけ とな った。

エ レ ク トロニ クス は,情 報 の収 集,処 理,流 通 お よび通 信 を そ の働 き と し,

その 結 果,現 代 の 人 間 を孤 独 へ 永 久 的 に 閉 じ込 め て しま う。未 来 社 会 で は,

通 信 ネ ッ トワ ー クで 隔 離 され,じ っと タ ー ミナル 相手 に 人 間 は仕 事 を す る こ

とに な るので あ ろ うか 。

これが,最 後 の賭 け であ る。 挑戦 状 は政 府 に対 し,我 々に 対 し,つ きつ け ら

れ て い る。 果 して我 々は,機 械 が与 え て くれ る 自由な時間 を,我 々個 人 お よび

集 団 に対 す る哲 学 的考 察 を 深 め るのに使 え るだ ろ うか。果 して我 々は創 作 活 動

を 続 け られ るで あ ろ うか 。 我 々は,エ レク トロニ クスによ る文 明 に対 抗 し て文

化 的 活 力 を再生 で き るの で あ ろ うか 。

フ ラン スに と って エ レク トロニ クス化 の進 歩 は,劇 的事 件 で は な い。 エ レク
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トロニ クス化 の もた らす問 題 は解決 で きない もの は ない が,こ れ は魔 法 の 特効

薬 で は な く,権 力 の分 散化 政 策 な くして は,フ ラン ス の新 しい民 権 の確立 は あ

り得 な い し,社 会 活 性 化政 策 な くして は,経 済 不 況 脱 出 は あ り得 ない。 また文

化政 策 な くして は,フ ラ ンス文化 興 隆 は あ り得 な い。 エ レク トロニ クス化 の進

歩 は,無 害 で は な いが,運 命 的 な もの で もな い。 それ は序 々に我 々の生 活 に影

響 して くる。 こ うした こ とに よ り全 て の社 会 的 プ ロ ジ ェ ク ト政 策 は統 合 され る

必要 が あ る。 もち論 フ ランス は,エ レク トロニ クスを 拒絶 す る手 段 は持 って い

な い が,国 内産 業 を 振興 させ る こ とが で きれ ば エ レ ク トロニ クス化 の方 向 を コ

ン トロ ール す るこ とは可 能 で ある。

3.3エ レク トロニ クス産 業 の育成

エ レ ク トロニ クス お よび情 報 処理 産業 の重 要性 は今 さら説 くで もな い が,フ

ラン ス で は この分 野 の積極 的 な振興 策 を と らない と深刻 な局面 を 迎 え る ことに

な る だ ろ うと して い る。 すで に電 子 部 品,産 業 とか軍 需 用 の機 器 お よび シ ステ

ム,医 療 とか計 測 ・制 御 機器 と システ ム,民 生 用 機 器 などの 分野 にお い て は十

分 そ の重要 性 が認 識 され て い るが,今 後 は,通 信 と情 報 処理 の結 合 に よ るテ レ

マ テ ィ ッ ク,ソ フ トウ ェア,CAD,OAと かFA関 連 の分 野 が特 に重 要 とな

ろ う。

エ レ ク トロ ニ ク ス と情報 処 理 は,多 くの産 業 分野 に影響 を 与 えて い るが,特

に国 防 をベ ー ス と した基 礎 技術 分野,機 械 ・機 器 とか消 費材 産業,さ らに は原

子 力 とか ソー ラー ・シ ステ ム など に よ る省 エネル ギ ー分野 に対 す るイ ンパ ク ト

は大 で あ る。 した が って,こ う した 分野 の貿 易 の拡 大 は,フ ラ ンス経 済 の不 況

脱 出 の鍵 と もな ろ う。

しか し,一 方 で は そ の国 の 文化 に も影 響 を与 え る性質 を持 って い るこ とか ら,

フ ラン スに 利益 を もた らす と同時 に,外 国 の こ うした産 業 の 支配 下 に置 く可能

性 も持 って い る。 フラ ン スが,そ の独 自性 を保持 す るた め には,情 報 処 理 と関

連 エ レ ク トロニ クス産 業 を積 極 的 に育成 す る必要 が あ る。 特 に以 下 の 分野 に お
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け る技術 革新 に つ い て十 分 認識 す る と と もに,こ れ に対 す る対策 を 講 じ るこ と

が肝 要 で あ る と して い る。

・ICの 急 速 な進歩

・ビジ ュアル な電子 部品 の 進歩

・その他,各 電子 部 品 の進 歩

・新 しい素 材 の 開発

・デ ィジ タル化 の普 及

・通 信機 能 の拡 大

・周 辺機 器 の重 要 性 の増 大

・情 報格 納 機 能 の増 大

・研 究 開発 作業 に おけ る 自動化

・ソ フ トウェアの 占め る ウ ェイ トの増加

こ う した背 景 を 基 に,技 術 開 発省 で は政 府 に対 し80年 代 へ の提 言 を行 った

が,そ の概 略 は以 下 の とお りで あ る。

3.3.1総 合 戦 略

エ レク トロニ クス の各 分野 は,現 在密 接 な相互 関係 にあ り,20年 前 と状 況

は一変 して い る。 こ う した相互 関係 は,今 後 増 々拡大 して行 くことか ら も エ レ

ク トロニ クス およ び情 報 処理 の振興 は総 合 的 に行 う必要が あ る。

フ ランスで は,こ う した 振興策 を 推進 す るため には,ま ず 現 在 フ ラン スが 世

界的 水 準 に あ る産 業 ・軍 需 用機 器 と通 信 ・テ レマ テ ィ ックの2分 野 の拡張 ・強

化 か ら始 め る必 要 が あ る。 この た め研 究 開発 ・設 備 投資 に 関係 す るDGA(軍

需 総 局),DGT(電 気 通 信総 局)に 対 す る予算 を強化 す る と と もに他 の 弱 い

分野 の立 て 直 しを 計 らね ばな らな い。 この なか に は,下 記4分 野 の遅 れ を取 戻

す努 力 も含 まれな け れ ば な らな い。

① 情 報 処理 とOA

この 分野 を見 捨 てて は な らな い。 今 日まで行 われ て きた 対策 は その場 しの
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ぎで あ った。 この 分野 の再 興 は,通 信 ・テ レマテ ィ ック分野 の よ うに研究 開

発 ・設備 投 資 の予 算措 置 を通 じて 国 に よ って行 われ る ことが望 ま しい。

この 分野 の各企 業 は,1983年 よ り通 信 ・テ レマ テ ィ ッ ク分野 と同様,国

か らの研 究 開 発 費 を うけ る ことに な ろ う。 企業 再 編成 は,通 信 ・テ レマテ ィ

ック分野 との協調 関 係 を 強 化 しつ つ,CII-HBが 主 柱 となって 構成 され

る ことに な ろ うo

② オ ー トメーシ ・ン

各 企業 の競 争 力が この 分野 を決定 す る。現 在 よ り1986年 までの 間,研 究

開発 の努 力 を3倍 強化 す る必要 が あ ろ う。

③ 民 生 品

一 般 大衆 へ の影 響 力 ,多 種 多様 の製 品,部 品業 界へ の影 響 力等 を 考 え る と,

この分 野 を見 逃 が す こ とはで きな い。 この 分野 の 市場 の特質(フ ラ ンス の同

分野 へ の研究 開 発 費 は 日本 の25分 の1)等 に よ り,も し遅れ を取 戻 した い

な らば,欧 州 各 国間 の協 力 と標 準 化 を即 時実行 を す る必要 があ る。

④ 電子 部 品

研 究 開 発 の戦 略 お よ び産 業構 造 は,他 の 分野(産 業 用機 器,オ ー トメー シ

ョン,通 信 ・テ レマ テ ィ ック,そ して特 に情報 処理 とOA,民 生 用機 器)の

戦 略 に大 き く左 右 され るの で あ ろ う。 強 大 かつ創造 性 を持 つ 電子 部 品 産業 な

しには,フ ランス ・エ レク トロニ クス産業 の 目標 達成 は不 可能 で あ る。 また

そ れ には 民生機 器,情 報 処 理等 の各 産業 が強 くな り,電 子 部 品 市場 の安 定化

を計 る こ と も不 可欠 で あ り,そ れ な くして は フ ラ ンスが,電 子 部 品産 業 の遅

れ を取 戻 す こ とは で きな い だ ろ う。

エ レ ク トロニ ク ス産 業 に おい て特 殊 な役 割 を果 して い る2つ の 分野,ソ フ ト

ウェア と情報 シ ステ ム(チ ー タ ・バ ン ク)は,こ の産業 の 各分野 の 研究 開発 に

深 くか かわ って お り,そ の範 囲 は軍 需 用か ら民生 用 まで 非常 に幅広 い。 この よ

うな業種 を 超 え た 分野 は,今 日 まで は余 り存 在 して い なか った。 いず れ に しろ

ソラ トウ ェア は重要 な 役割 を 担 って い る。 つ ま り機 械 の構 造 よ り,そ の 中味 で
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あ る ソ フ トウェア が その価 値 を決 定 す る。 国防,労 働 条 件,政 策,社 会 文化,

エ レク トロ ニ ク ス産 業 の開 発 等 々全 て が,こ の 「ソ フ トウ ェア産 業 」に大 き く

左 右 され る。 また情 報 シ ステ ム も絶 え 間 な く発 展 して お りそ の影 響 力 は計 り知

れ な い。

この総 合 戦 略 は,エ レク トロニ クス産 業 全分 野 に関 り,ま た 研究 開発,生 産,

国 際 協 力,政 策 等,多 岐 に わ た って それ ぞ れ の局 面 が最 大 限 に協調 で き るよ う

な戦略 で もあ る。 も しフ ラ ンスが,各 種 産 業振 興 の総 合戦 略の うち,一 つ だ け

しか 実行 で きない な らば,ち ゅ うち ょな くエ レク トロニク ス産 業振 興 総 合戦 略

を選択 す べ きで あ ろ う。

3.2研 究 開 発

研究 開発 の 振興 は,① 研究 開発費 の増 大,② エ レ ク トロ ニ クス関 係研 究 開 発

機 関 の再 編 成,③ 投 資金 の 効果 的 な 運用 の3分 野 か ら推進 す べ きで あ る と し,

大 む ね政 府 も了承 して い る。

① 研究 開発 費 の増 大

1980年 に おけ る フ ラン スの エ レク トロニ クス産 業 に対 す る研 究 開発 費 総

額(外 国企 業 の フ ランス支社 を除 い た フ ラン ス企業 全 ての 研 究 開発 費 総額 と

研 究 開発 に 関 す る設備 投 資額 を含 む)は,120億 フ ラ ンで あ った。 これを

今 後,研 究 開発 を 有効 に推 進 す るた め に6年 間 で50%の 増 額 を行 う。

② 研 究 開 発 の再 編成

研 究 開発 関係 諸 機 関 を各 々の機能 に したが って一般教 育,専 門教 育,基 礎

研 究,専 門 研 究 セ ン タ ー,技 術 トラ ンス ファ,生 産,マ ーケ テ ィ ン グに 分類

し,そ の流 れ に沿 って再 編 成 す べ きで あ る。 通 信 ・テ レマ テ ィ ッ ク分野 で は

こ う した政 策 が 成功 を お さ めて い る。

③ 研 究 開 発投 資金 の効果 的運 用

公 共 資金 の 効果 的 運用 を計 るた め には,以 下 に示 す よ うな方針 を設定 す べ

き で あ る。
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・産 業復 興 の総合 戦 略 に集 約 され な い よ うな財政 援助 は一切 行 わな い。

・財 政 援助 は,フ ラン ス企 業 を優 先 的 に行 い,協 力 関係 が締結 され た場 合 を

除 き外 国企 業 グル ープ系 列 の 企業 に対 して は行 わ な い。

こ う した投 資 の ため に は国家 プ ロジ ェク トを設 定 す る必要 が あ る。 これ らの

プ ロジ ェ ク トは,技 術 発 展 を もた らす 新製 品 の研 究 開発,工 業化,商 品化 を 目

的 と した も の とす る。研 究 開 発 チ ー ムは,「 公共 事 業 関 係 」,「 経 済 関係 」お

よび 「産 業振 興 関係 」に別 け,各 企 業 の権 限 を残 しなが ら,各 メー カ ー(国 営

お よび 民 間),各 ユ ーザ ー(官 公 庁 およ び民 間)に よ って編成 され る。

プ ロジ ェク トは,そ の 目標 を は っき りと定 め た上 で,プ ロジ ェ ク ト・チ ー フ

の権 限 に よ って チ ームが編 成 され,実 行 され る。 この よ うな方法 に よ り開発 部

門 と生 産 部 門 の障 壁 は取 り除 か れ,新 製 品 の開 発,工 業化 そ して商 品化 を統 合

す る こ とが可 能 とな る。 国家 フ。ロジ ェ ク トは,よ り効 果 的,よ り経 済 的 な技術

トラ ン ス ファの手 段 で あ る。 この 方 法 は,す で に通信 ・産業 ・軍需 機 器 関係 で

実 行 され て い た方 法 に着 想 を得 た もの であ る。 また,こ れ は 日本 で用 い られ,

今 日,ア メ リカ で よ り一 層 強化 され て い る方 法 を フ ランス向 けに置 き換 え た も

の で も あ る。

こ う した こ とか ら今後 の助成 は,国 家 プ ロジ ェ ク トを 中心 に行 わ れ るこ とに

よ り,助 成金 分配 の方 法 の見 直 し も必 要 と なろ う。現 在,政 府 が か か げ てい る

国 家 プ ロ ジ ェ ク トは以 下 の とお りで あ る。

① 科 学 技 術用 大型 コン ピ ュー タ

② ミニ コン,マ イ コンの ア プ リケ ーシ ・ン と基礎 技 術

③ 民 生 用 エ レク トロニ クス ・シ ステ ム

④ 画 像 情報 処 理

⑤ 情 報 化 人 間工 学

⑥CAI

⑦ 多 目的 通 信

⑧ 大 規模 通 信 ネ ッ トワー ク
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⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

VLSIの 研 究 と生産

CAD,CAE

音声 情報 処理

電子 フォ トグ ラ フ装置

電 子 出版

コン ピ ュー タ利 用 に よ る翻 訳

3.3.3生 産

① 業 界 の再 編 成

研究 開発 関 係 と同様 に,生 産 関係 の再編 成 も必要 であ る。業 界再 編 成 には,

各 企業 間 の競 争 力を 刺激 しつ つ,類 似 業種 間 の協 調 が必 要 とされ る。 な お競

争 力 につ い て は,外 国 勢 力 の存 在 を忘 れ ては な らない。 本 格的 な企 業 戦 争 は,

国 際的 な もの と な ろ う。

② 海外 進 出

フ ラ ンス ・エ レク トロニ クス産業 は,自 国市 場 が,世 界 市 場 の6%で あ る

ことに よ り,外 国 市 場へ 大 き く進 出 しな いか ぎ り,世 界 第3位 に成 り得 ない 。

また海 外進 出を 行 うに は,研 究 開発 と生産 部 門の 協 力関 係 は 不 可欠 であ る。

現 在,あ る企 業 が 国 際的 な 競争 力を 持 つ には,そ の生 産 高 及 び市 場 占有率

が,世 界 市場 の6～10%に 達 す る必 要が あろ う。 フ ラン スの企 業 は,ど の

よ うな分野 に お い て も海外 進 出を 行 わ ず に この数 値 に達 す る こ とは不 可 能 で

あ る。 つ ま り海外 進 出 は,フ ラ ンス ・エ レク トロニ クス産 業 に とって,発 展

へ の原 動 力 にな る もので あ る。 また,海 外 の ど うい った 国 あ るい は企 業 も,

そ の研究 開発 セ ン タ ー,パ イ ロ ッ ト工 場,基 礎 生 産 の拠点 を 自国 以 外 に は置

い て いな い。 これ は,IBM,PHILIPS,松 下/JVC,日 立 とて も例 外

で はな い。 しか し,こ れ 等 の 大企 業 は,工 業 先 進 国 に海外 進 出 を行 って お り,

それ を技術 の窓 口 に して い る。 フ ランスは ア メ リカを 第 一候 補 とす べ きだ ろ

う。 それ は,そ の市 場 の 大 き さ(約 フ ラ ンス市 場 の10倍,世 界市場 のY2)
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と技 術 の豊 富 さ(世 界 一)が 理 由で あ る。現 在 に お け る フ ラン ス企 業 の ア メ

リカ進 出 は不 充 分 で あ り,特 に欧州 とア メ リカ との 協調 関 係 は長期 展望 か ら

み て も適切 で は ないo

③ 欧州 各 国間 お よび 国 際協 力

政 治,経 済,文 化 的 な理 由か ら も欧州 各 国 間 の協 力体制 を優 先 的 に作 りあ

げ る必 要 が あ る。 欧州 市場 全体 では,世 界 市場 の30%を 越 え て お り,い く

つか の分 野 に おい て は,世 界一 に なろ うと してい る。 これ らの 中に は民 生 品

分野 も入 って お り,こ の 分野 の 再 活生 化 の源 は,新 製 品 につ い て欧州 各 国 が

一致 団 結 す る ことで あ る。 欧 州 各 国 が協 力 しなけ れ ば ,日 本 もし くは ア メ リ

カの 支配 に 甘 ん じね ば な らな い。 日本 また は ア メ リカ製 品 を輸 入 し,次 いで

ライ セ ンス生産 を 行 うと言 う,い わゆ る 「コン トロ ール され た 遅れ 」な る政

策 は今 日まで失 敗 に終 って い る。 フ ラ ンスは,欧 州 各 国 と協調 し対 等 な国 際

協 力関係 を結 ぶた めに 必要 な技 術 力,営 業 力 を提供 す る用意 は あ る と思 う。

技術 の統 一 が成 った 時,欧 州 は民 生 用新 製 品 に関 して先 行 す る こ とが 可能 と

な り,そ の 社会 的 影 響 は 大 きな もの で あ ろ う。

エ レク トロニ クス産 業 立 て 直 しの総合 戦 略 は,欧 州 エ レ ク トロニ クス産 業

総 合戦 略 を誘 発 した時,実 際 的 な成果 を発揮 す るで あろ う。

これ は,年 々増加 して い る欧州 の エ レク トロニ クス技 術者,そ して欧州 エ

レ ク トロニ クス産業 界 の 希 望 で あ る。

3.3.4政 策

研究 開発 の手 段 が 多様 化 す る と共 に,生 産 機構,商 業機 構 の 再編 成 お よび 投

資 額 の増 強 は,そ れ に 関 す る強 力 な政 策 が伴 わ ない か ぎ り,実 行 す る ことは 困

難 で あ る。

エ レク トロニ クス産 業 振興 に は,第 一 に国 お よび企 業,特 に国営 化企 業 によ

る購 買 と認 可 に関す る強 力 な政 策 を確立 す る こ とで あ る。 この よ うな 「特別待

遇 」は欧州 各 国 に と って も必要 な ことで あ り,欧 州 エ レク トロニ クス製 品 に対
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して も利益 とな る こ とで あ る。 日本企 業各 社 は,必 要 な電子 部 品 は 国内調 達 を

行 うべ し とす る政 策 をす で に 実行 して い る。 現在 欧 州 で は,PHLIPSだ け が

実行 して お り,同 社 だ けが世 界電 子 部 品業 界 で重 要 な地位 を 保 って い る唯一 の

欧州 企業 で あ る。 この よ うな 購 売に 関 す る政 策 は,特 にむ ず か しい もの で は な

く,か つ 新製 品 開発 へ の特 効 薬 とな るべ き もの で あ る。

エ レク トロニ クス産 業 振興 に とって,教 育 の強化 も必要 な点 であ る。 これ は

最 も重要 な こ とで あろ う。 これ は雇 用 の増 大,減 少 に も関 りが あ るが,業 界 で

も教 育 問題 につ い て は迷 いが生 じてい る。教 育問 題 を解決 す るには,一 貫 した

機 構 か つ柔 軟 さを 合 せ持 つ 教 育 シス テ ムを創 らね ば な らな い。 現 在 の ま まで は,

私 的 教 育機 関 を計 算 に入れ ず に 予想 す る と,1986年 頃 に は,約40万 人 が教

育 不足 に な る。

これ は,教 育 シ ステ ムの抜 本 的改革 が 必要 で あ るこ とを意 味 して い る。 そ の

改革 には 次 の2点 を即 時 実 行 す べ きで あ ろ う。

① エ レク トロニ クス産 業 各 分野 に関 す る 国立 高等 専 門学 校(通 信 ・テ レマ テ

ィ ック分野 に対 して 国立 電 気 通信専 門学 校 の よ うに)を 開設 す る。 これ に は

現在 あ る学 校 を 適合 させ るか,創 設 す るか す る。

② こ こ数 年 の うちに教 育機 関不 足 を補 うた めの計 画 を実 行 す る。 この 計画 に

係 わる教 育 対 象 者 は,12,000名 の技 師,技 術 者,管 理 職 者 で あ る。 管理 職

者 は,企 業 内の 職務 に必 要 な技 術 的教 育を 受 け るこ とに な る。

エ レク トロニ クス産 業 振興 に と って も うひ とつ 必要 な の は,労 働 条 件 の 向

上,人 間 工 学 に関す る研究 で あ る。 この 研 究 に よ り,1990代 の フ ランス 人

に関 係す る新 世 代 の製 品,機 器 が 生れ て くるで あ ろ う。

3.3.5エ レク トロニ クス産 業 省

これ ま で述 べ て きた よ うに,フ ランス の エ レク トロニ ク ス産 業 は,さ まざ ま

な機 関,省 庁,国 営 化 企 業,私 企 業,フ ラン ス内の 外 国協 力社,国 外 の フ ラ ン

ス協 力社 等 の機能 の集合 した もので あ る。 これ等,産 業 復 興 の 総合 戦略 も結 果
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的 に中央 集権 的 な上 部 組織 を持 つ 構造 に な って しま って は,幣 害 が 出 る こ とに

な ろ う。

しか しな が ら,業 界復 興 の総 合 戦 略 を成 功 させ るに は,実 行 す る組織 が 必要

とな る。 この戦 略 は,第 一 段 階 は今 後 数 カ月 の 間 に着手 し,そ の後 は10年 間

にわ た って序 々に 実 行 して行 くもの で あ る。

この 戦 略 の持 続,連 系 フ。レイ,設 定 目標 の実 施 等 を 行 うに つ いて は政 治 力の

あ る ポ ジ シ ョンが 必要 とな る。

この 要求 を満 す には,エ レク トロニ クス産業 省 を 創設 す る必要 が あ る。 エ レ

ク トロニ クス産 業省 は,簡 単 な構成 と し,業 界情報 の収集 と配 布,業 界各 社 の

動 きにつ いての 刺激 対 策 およ び調 整,新 技 術 に対 して 必要 な処置 の実 行 と抑制,

その 責 任 と成 功 に 対 す る利益 は残 した上 で の各企 業 の統 合 等 を そ の役 割 とす る。

なお 図3、1に は フ ラ ン スにお け る エ レク トロニ クス産業 の 組織 構 造 を 示 した。

また,図3.2か ら図3.4に か けて は,産 業戦 略 が 実施 された 場合 の エ レク トロ

ニ クス産 業 の技 術 動 向,市 場等 の 関係 を 図式化 した もので あ る。 この 図か ら も

明 らか な よ うに,ど の よ うな産業 分野 もエ レク トロニ ク スな しで は済 ま され な

いo
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図3.1 フ ラ ン ス に お け る エ レ ク トロ ニ ク ス 産 業 組 織 構 造
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◎ 丸印は技術帷 別を示 し,外 側の円の大きさは戦略陸 要度を示

し,内 側 の 円は フ ランスの競 争 力 を示 す。

◎:六 角印は国 内の分野を示 し・ 内側の六角形 の大 きさが・その分野
の フ ラン ス の重 要度 を示 す。

立 方 体 は,製 品 ・シス テ ムを 示 し,そ の大 き さは,エ レク トロニ

ク ス産 業 総 売上 に対 す るそ の製 品 ・システ ムの売上 高 の割 合 を 示

す。

(=):楕 円は,各 々の産業水準を示す。

立方体を結 ぶ線は,技 術経済的関係 を示す。

◇

背 景:

矢印は影響 力を示す。黒矢印は エ レク トロニクス産業以外への影

響 力を示す。

背景 の変化はエ レク トロニクス産業 発展 に不可欠な国際技術協 力

の続行を象徴化 したものである。
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原 料
希土類

シ リコ ン

○
塩化ζ2づ(ン

精錬原料 エレクトoニクス用ガ
ラス

。,,.○

部

平 面ディスプレイ

o

o

希金属

磁性材料

o

o希 土類

㍗穿くプ 離部品

情報科学

O

数 学
学

セラミック

φ

フェライト

光ファイバO

O

○

シ ス テ ム ・製 品

←

○
受動部品

o

○ ・

センサー

○

○
コネクタ

マイクロ

エレク トロニクス

口

○

。○
学 ○

人工智脳

○

<)。 。.○
酸化金属学 マイクロ・ソフト 化 学

ソフトウェア

○

○

・レ外 。ニク。 ○

ぐ』 … §
▽

電気通信
テレマチック

←

オー トメーシ ョン
ロボッ ト

吟

技

○

CoAD
F.A

医療 エレク トロニクス

生産プロセス向
上

民生用エレクトロニクス

社 会の圧迫 合

文化 ・創造

消費規準 労働 ・雇用

合

国家の独立

外国との協力
厚 生

図3.2 1983年 に おけ る構 造
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原 料 希土類

○ ○ 希金.
○

塩化ポリ(ン 雌 材・

精錬原料 エレクトロニクス用 セラミック

ンリコン ○ ○
合金

○

・ ψ ○

饗(z希 土類 磁性部品 ○

∴ 許 ○ ○・笥
　 痴

(⊃ ㌶O
o電 気飾

シス テ ム ・製 品

←

←

情報科学

○ ○

学 ○

欝 議 ㌧
⇔ イクロニ・ク ○

○

彌
久

○

雁

・
㌘

ノ

加

▽

産業軍需用
エレクトロニクス

○

吟

医療 エレクトロニクス

厚 生

合

図3.3 1986年 に おけ る構造
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○ ○ ㌶
○<ク

エレク トロニクス用

ガラス

○
舗
司

● ○ ○鵠.¢ ○

○ ○

○ ○

平面デ,9,●

由由

負レ吟

和

合

○

〔〕 〔〕 〔〕 〔〕

○

○

エレク・・二・・ ○

○

〔〕 〔〕
化 学

▽

○ マイクロ'メ カニ・ク

○
光 エレク トロニクス

♂=ご 合○ ○

電気通信
テレマチック

⇒
民生用エレクトロニクス

▽
平 面ディスプレイ

生産プロセス向
上

○
○

)ぽ

医療 エ レクトロニクス

⇒

⇒

厚 生

△

図3.4 1990年 ・に お け る 構 造
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4.イ ギ リス に お け る 高 度 情 報 技 術 プ ロ グ ラム

4.1政 府施 策 の重要 性

イ ギ リスで は,情 報 技術 振 興 に関 して委員 会 を設 置 して検 討 す る こ とに な っ

た が,委 員会 は,ケ ネス ・べ 「カ ー情報 技術 相 に よって1982年3月 に設立 さ'

れた 。 目的 は情報 技 術 の協 同研 究 プ ロ グラムの範 囲 につ い て助 言 し,勧 告事 項

を作 成 す る ことで あ った。 この委 員会 設立 の発 端 は,昨 年10月 の 日本 の第5

世 代 コン ピ ュー タ ・プ ログ ラムの発 表 であ った。 東 京 会議 に 出席 した英 国代 表

団 は,ロ ン ドンで 開か れ た 会議 で 報告 を行 った が,報 告会 に は,産 業 各 分野 の

代 表 者 とそ の他 の専 門 グル ープが 出席 した。

ま た会 議 では,高 度 情 報技術 プ ログ ラムの推進 には,ソ フ トウ ェア工学,マ

ン ・マ シン ・イ ン ター フ ェイ ス,知 能 知識 ベ ース ・シ ステ ム,VLSI分 野 が

きわめ て重 要 で あ る と し,こ れ らの活 動計 画 を作成 す るため の作 業 グル ープが

組 織 された。 作 業 グル ープ は,広 くイ ギ リスの産 業 界,学 界,そ の他 専 門分 野

の人達 の意 見 を聞 くと と もに,海 外 の 進 展状 況 につ い て も考 察 した。 また作 業

グル ープは,ECの 協 力 を得 て,ヨ ーロ ッパ の代 表 的 情報 関連 機 関が 現在 実 施

して い る研 究 につ い て も調査 を行 った。

こ うした調 査研 究 お よび検 討 の結 果,委 員 会 では以 下 の提 言 を政 府 に対 し行

ったo

高度 情 報 技術 は,国 家 プ ロ グ ラム と して計 画 し,予 算 と して は5年 間 に3.5

億 ポ ン ドが必 要 と され る。政 府 は,こ の プ ログ ラムの 直接 経 費 の三 分 の二 を 負

担 しな け れば な らな い。産 業 界 は残 りの三 分の 一 の ほか に プ ログ ラムの結果 を

販 売 可能 製 品 に転 換 す るの に必 要 な,さ らに大 きい額 を負 担 す る こ とに な る。

この プ ロ グラ ムの 目的 は,イ ギ リスの技術 力を情 報 技術 に結集 す る こ とで あ

る。 世 界 市 場 に お いて 国 の 競 争 力 を 向 上 さ せ る に は,こ れ は 不可 欠 の もの

であ る。 イ ギ リスの 現 在 の技 術 的 努力 は統 一 を欠 い て いて,現 在 の 力量 を十 分
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には発揮 して い ない。

イ ギ リス の技術 力 と産 業 の結 合 を強 化 し,政 府 の援 助 か ら最 善 の価 値 を引 き

出 し,も っ とも広範 囲 の参 加 と利用 を可能 にす るため に,こ の プ ログ ラム は,

産 業 界,学 界 お よび そ の他 の研究 機 関 を網 羅 した協 同事 業 と しなけ れ ば な らな

い。 この た め には,高 水 準 の政 府 援 助 が 不可 欠 で あ り,こ れ が なけれ ば 協 同 作

'業は 不可能 で あ り
,プ ログ ラムの成 果 の充分 な普 及 も,特 に中小 企 業 に よ るそ

の 利 用 も とて もおぼ つか ない 。

プ ログ ラム は,先 に も述 べ た ソ フ トウ ェア,マ ン ・マ シ ン ・イ ンタ ー フ ェイ

ス,知 識 ベ ース ・シ ステ ム,VLSIの4分 野 が主要 テ ーマ で あ るが,こ れ ら

の 技術 分野 で能 力を ア ップ しない 限 り,イ ギ リスのIT産 業 は世 界 市場 で対 等

には渡 り合 え な い として い る。 また,こ の能 力を育成 す るため に は即刻 行 動 を

開 始 しなけ れば な らな い。 この 各技 術 分野 で イ ギ リスは実 績 も潜 在 可 能性 も持

って お り,そ の 上 に築 きあ げ て い くこ とが 可能 であ る。

効果 的な 実施 を達成 す るた め に,プ ロ グ ラム は確固 と した基盤 の上 で実行 さ

れ る必要 が あ る。 この た め に は産業 省 の 内部 に この プ ログ ラムの実 施 を管轄 す

る新 しい 局 を設 置 す る こ とが望 ま しい。 同 局 は この 事 業 に専 念 し,必 要な権限

と 資源 を 与 え られ て,迅 速 か つ 柔 軟 に行 動 で きる もの とす る。 専 任 担 当 と し

て 局長 を 人 選 す る こ と。

また科 学 技 術庁 と国 防 省 も,プ ログ ラム運営 の管理 と制 御 に直接 参 加 す る こ

ととす る。 両 者 は政府 資 金 の 一 部を 提供 す るこ とに もな る。

今 日,イ ギ リスが提案 して い る もの と比較 し得 るプ ログ ラ ムを,米 国,日 本,

お よび欧州 諸 国 も検 討 中で あ る。 ライバル とな る これ らの プ ロ グ ラムは イ ギ リ

スに対 す る厳 しい挑 戦 で あ る。 しか し イギ リスは これ に対抗 しなけ れ ば な らな

い。EECのESPRITプ ロ グ ラム は,イ ギ リスが提 案 す るプ ログ ラムの補 足

を形 成 す る もの であ る。

情報技 術 製 品を 開発 し,こ れ を産 業 の全 分野 に応 用 す るため の 人的 資源 育 成

の広範 な プ ログ ラ ムは 重要 で あ る。 しか し,こ れ に対 す る技 術者 の供 給 は,現
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状 および将来の必要度 に対 してもまった く不適切 と言 うほかはない。

もし,高 度情報技術 プ ログラムおよび関連分野 におけるプログラムを実施 す

る行動が とらない な らば,イ ギ リスが世界の情報 技術 市場で競争 して成功す る

見込み は急激 に減少するだ ろ う。イギ リスにおけ る高度情報技術の普 及 も大幅

に制約 を受け る結果 となる。 このいずれ も,雇 用状況,国 家 としての産業効率,

および総合的な経済運営 に対 して破滅的な意味を もつ もの となる。 このプ ログ

ラムに投下 され る資金は,投 下効率 の高い資金 となるであろ う。

4.2情 報 技術 の 内容 と目標

情 報 技 術 は,人 間にょ る情 報 の取 扱 い とそ の使 用 を 援 助 し,シ ス テ ム設 計者 の

目的 は,人 間 の能 力 に合 致 し,そ れ を 補 足 し,そ れ を拡大 す る機械 を作 成 す る

ことで あ る。 したが って 設計 者 の 問題 は,機 械 に対 す る人 間 の イ ン ター フ ェー

スの 方 法,機 械 そ れ 自身 の供 給 され る情 報 の編 成 と処理 の方 法,お よび機 械 の

製 造 方 法 に集 中 して い る。 これ らは今 日の機 械 に求 め られ る複雑 で過 酷 な問題

で あ り,将 来 の情 報技術 製 品 は さ らに複雑 にな る ことが予測 され る。提 案 プ ロ

グ ラムの 大 部分 は この複雑 さの管理 に対 処 し,コ ン ピ ュー タ ・シ ステ ムの最 新

の機 能 を利 用 して非 常に複 雑 な相互 関係 を リア ル タイ ムで処理 す る こ とを 目的

に し てい る。

4.2.1ソ フ トウ ェア工 学

ソ フ トウ ェア は,情 報 技術 シス テ ムの根 本 的 な構 成 要素 で,シ ステ ムの コス

トに 占め る比率 も次第 に増 大 してい る。 これ に対 応 して,ソ フ トウ ェアを も っ

と も高い 信頼 性 と経 費効率 性 を も って設計 ・作 成す る能 力 は,世 界市 場 で 重要

な地 位 を 確立 す るた め の基 本 要素 とな る。

信 頼 性 と経 費効 率度 の高 い ソ フ トウ ェア生 成 の技 術 は,ま ガ 初期 段階 に あ る

ソフ トウ ェア学 の研究 分野 で あ る。 シ ステ ムが 次 第 に複雑 化 し,市 場 の競 争 が

烈 し さを増 す に したが って,こ の方 法 の実 際 面 は 急速 に変 化 しつつ あ り,そ れ
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だけ に通 用 す る手 法 はす でに 限界 を示 しつつ あ る。 効率 的 な生産,信 頼性 に対

す る技 術 に よ るア プ ロ ーチ,要 求 基 準 に対 す る合致,お よび経 済 的 な 開発 と運

営 を イ ギ リスの担 当範 囲 にす る必 要 が あ る。 この 分野 での 戦略 目標 は,1980

年 代 の終 り まで に は ソ フ トウ ェア工 学 の 分野 でイ ギ リスが 世 界 の リ ーダ ーに な

る こ とで あ る。

この 目標 を達 成 す るた めに プ ログ ラムが 焦点 を 合 わ せ る の は,情 報 シ ステ

ム工 場 の 開発 で あ る。 これ は広範 囲 に使 用 され,可 能 な場 合 は輸 出 され る こ と

を意 味す る。情 報 シ ステ ム工 場 は,ハ ー ドウ ェア とソフ トウ ェア 両方 か らな る

コ ン ピ ュー タ ・シ ステ ムで あ り,ソ フ トウ ェア工 学 の手 法 を使 って情 報技 術 シ

ス テ ムを作 成 す るた め の手 段 を 統 合 した セ ッ トとして提供 す る。 同工 場 に よ っ

て作成 され る システ ム は,効 率 的 な稼 動 と運営 とい う要 件 と,信 頼性 と性 能 の

向上 とい う要 件 の両 方 を平 行 して満 足 させ る もので,1990年 代 の世 界 的 な競

争 市場 が課 す るの で あ る。

情 報 シ ステ ム工場 は,主 要 なサ ブ シス テ ムか ら成 る。

・シ入 テ ム設計 の完 全 性 と一 貫性 を 保証 し,自 動化 ソフ トウェア生産 へ 導 く

仕様 と プ ロ トタイ プ

・シ ステ ム開 発 の全 うイ フ ・サ イ クスを 通 じて の 方法論 に基 礎 を おい た プ ロ

グ ラ ミン グ ・サ ポ ー ト

・VI、SIの ため のCAD

・利用 可 能 で再 使 用 可能 なハ ー ドウ ェア お よ び ソ フ トウェア構 成 要素 の デ ー

タベ ース また は知識 ベ ース

・ローカル ・ネ ッ トワ ー クおよ び広域 ネ ッ トワー ク両 方の 協 同 開発 チ ームを

連 系 す る通信 機 能

一 方
,よ り広範 な意味 にお い て プ ログ ラムは多 くの副 次的 な 目標 も持 た な け

れ ば な らな い。 次 に列 挙 す る その うちの一 部 は,作 業 の 初期 段階 にお い て達 成

可 能 な もの で あ る。

・開発,分 散,お よび訓 練 に対す る投 資 に よ る既存 の ソ フ トウ ェア工 学手 段
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の 改 良

・ソ フ トウェアの 生産 性 と品 質 に おけ る改 良事 項 を計量 化 お よ び監視 す るた

めの 方法 論 の開発

・次世代 の ツ ール お よび手 法 につ い ての広範 囲 の調 査 の 開始 。 特 に重 要度 が

高 い の は,学 界 と生 産 界 の 間の 協 同 関係 の確立 と,こ の協 同 を 支援 す る高

速 通信 ネ ッ トワ ー クお よび対 応 イ ンフ ラス トラ クチ ャの 設定 で あ る。

ソ フ トウ ェア 分野 に おい て は,統 合 プ ログ ラ ミン グ ・サ ポ ー ト環 境 を用意 す

る ことが きわめて 重要 で あ る。 これ は,シ ステ ム開 発 と運 営 の す べ て の面 に対

す る方 法論 に基 礎 を おい た互 換 性 の あ る手 段 で,技 術 活動 と管 理 活動 の両 方を

支 援 す る。 高度 の サ ポ ー ト環 境 は,複 数言語 の開 発 も支援 し,こ れ に よ って シ

ス テ ム設 計者 は プ ログ ラ ミン グの た めの言語 の選 択 と再 使 用 可能 の ソ フ トウ ェ

ア構 成 要 素 の導 入 が 可能 とな る。

以 下 は,ソ フ トウェア工 学 フ。ロ グ ラム実施 に際 して要求 され る事 項 で あ る。

た だ ちに 行 う開発 事 項

①UNIXに 対 す るデ ー タベL-一ス と通 信機 能 の拡 張 を行 い,統 合 的 プ ログ ラ

ミング ・サ ポ ー ト環境 の基 礎 とす る。

② 統 合 的プ ログ ラ ミン グ ・サ ポー ト手 段 と互 換 性 のあ る セ ッ トの 開 発 と,関

連 す る訓 練 用材 料 につ い て の仕 様を 明確 にす る。

③ ソ フ トウ ェア生 産 セ ン ター お よび その他 の 多 くの組織 にお け る フ。ログ ラ ミ

ン グ ・サ ポ ー トの訓 練 と導 入 を支 援 す る。

④ 手 段 また は訓 練 プ ロ グ ラ ミン グ(ま たは そ の両 方)に つ い てUNIXに 代

替 で き る実 施 方法 を 支援 す る。

中期 の成果 を 目的 に して初 期 に開始 す る事項

⑤ ソ フ トウ ェアの 品質 と生 産 性 の定 量化 を 目的 とす るプ ロ グ ラ ムを設 定 す る。

⑥Ada/APSE開 発 作業 の協 力 と情 報 交換 の た めの手 順 を 作成 す る。

⑦ 次段 階 の統 合 プ ログ ラ ミング ・サ ポ ー ト環境 の次 の事 項 を 網 羅 す る研 究 開

発 プ ログ ラムを 設定 す る。
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・方法 論

・手 段

・デ ータベ ース

・ハ ー ドウ ェア と ソ フ トウ ェアの大 枠

⑧ 次の項 目を 含 む 多 くの分 野 の 調査 を 支 援す る。

・超 高水 準言 語

・言語 理 論

・再使 用 可 能 な構 成 要 素 の 開 発

・並行 処理Concurrencyの 開発

・知識 ベ ー ス ・シス テ ム との リン ク

今 後 行 う べ き事 項

⑨ 全 国 品質 管理 セ ン タ ーの設立

⑩ ソ フ トウ ェア製 品仲 介 機構 の 創設

⑪ 第2段 階 の統 合 プ ログ ラ ミン グ ・サ ポ ー ト環 境,

⑫ ソフ トウ1エア 生産 セ ン ターお よび その 他 の組 織 に第二 世 代IPSEを 導 入

す る。

⑬ 第3段 階 の統 合 プ ロ グ ラ ミン グ ・サ ポ ー ト環 境 へ 通 ず る統 合 プ ログ ラム を

開始 す る。

4.2.2マ ン ・マ シ ン ・イ ンタ ー フ ェース

人間 と機 械 の相 互 作 用 は,情 報技 術 の 基本 で お りなが らイギ リスでは一貫 した

向上努 力 には欠 け て い て,商 業 的 に非 常 に重 要 な 分野 で あ る入 出力装 置 に つ い

て は成 果 は ほとん どな いoし た が って,人 間 関連 の 問題 と機 械 関 連 の問 題 の両

方 につい て,広 範 囲 の プ ロ グ ラムの実 行 が 望 まれ る。 人 間 関連 の問題 で重 要度

の最 も高 いの は,イ ン タ ー フ ェー スに直 接 関係 す る コ ミュニ ケ ー シ ョンの問題

で あ る。 使 用者 が 本 当 に受 け入 れ る こ との で きる高度 な製 品 を製 作 す る もの こ

そ,商 業 的 成功 を手 にす るこ とがで きる。マン ・マシン ・インターフェースのプログラ
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ムは,① 人 間要 因,② 入 出力装 置(変 換 器),③ 音 声 お よび イ メー ジ処 理 に分

類 して以 下示 す。

① 人 間 要 因

人 間/シ ス テ ム の コ ミ ュニ ケ ーシ ョン

・シ ス テ ムの対 話 お よび説 明機能 の設 計 。正 しい人間との コ ミュニケ ーションに

おけ る ニ ーズ,規 則,お よび 技術 。

・入 出 力 モ ー ド。 さまざ まな適 用業 務 の うちユーザ ーにと ってどの モー ド(たと

えば,テ キ ス ト,音 声,イ メ ージ)が 最 も効 果 的 かを調 査 し,そ の モ ー ド

に含 まれ る人 間 要因 の問 題 を シ ステ ム設 計 に お いてど の よ うに克服 で き る

か の調 査 。

・通 信 技術 。

人 間/シ ステ ム の 認識 両 立 性

・現 行 シ ステ ムの調 査,例 えば ユ ーザ ー とシ ステ ムの間の 認識 の不 一 致 の識

別 。 ま たユ ーザ ー とシス テ ムの組 合 せが 高度 な機 能を 要 求 す る場 合 に つ い

て の探 求。

・複 雑 な仕事 に お け る人間 の問題 解決 特 性 の 分析 。 また 人 間 の判断 力 と両 立

で きる シス テム を作成 。

・シス テ ムが人 間 の問題 解 決 特性 の測 面 を 模倣 す る必要 性 の範 囲 ,お よ び代

替 手 法。

人 間 か ら システ ム へ 。専 門知 識 の 移 転

・専 門 家 の意 思 決定 を迅 速 かつ効 果的 に分析 す るための 信頼 で き る ツ ール/

手 法/ガ イ ドラ イ ンを開 発 し,意 思 決 定 過程 の 詳細 な記 述 を 作 成 す る。

・さ ま ざ まな タイプ の問 題 解決 タス ク,た とえば,診 断,分 類,リ ス ク分析,

予 測等 に関 す る方法論 の 開発 の可 能 性。

② 入 出 力装 置

情 報技 術 が普 及す るにつ れ て,ア クセ ス手段 もます ます 重要 とな る。 個人

に よ る使用 レベ ルが あ る限 度 を超 過 す る と,そ の 使用者 に とって は独 自の タ
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一 ミナ ル ま たは ワ ー クステ ーシ ョンを 必要 とす る。 書類 を基 礎 にす るシ ステ

ム と電 子 情 報 シ ス テム は共 存 す る必 要 が あ る。 この ため デ ス ク ・タイ プの 高

解 像度 走 査 器 とハ ー ド ・コ ピー装 置,お よ び これ に マ ッチ した特 性 を もつ表

示 装置 を 必要 とす る。

将来 の ハ ー ドウ ェア の コス ト構 成 にお い て は タ ー ミナル とこれ に対応 す る

入 出 力装 置 が 次第 に 大 きな部分 を 占め る よ う にな る。 これ は各 企業 に大 きな

市 場 機 会 を 提供 す る もの であ る。 これ を 開拓 す るた め に各 企 業 は高 品質,低

コ ス トの表示 装 置,印 刷 装 置,お よび走 査 器 を製 作 す る技術 を開 発す る必 要

が あ る。 特 に高度 な技 術 を要 す る表 示装 置 の場 合 は開 発費 は 巨額 とな る。 し

たが って,多 機 能 パ ネル表 示装 置 の開発 に は,プ ログラム に よ る支 援 が必 要

で あ る。

③ 音 声 お よ び イ メ ージ処理

この 分野 は,機 械 内部 での知識 操 作 処 理 用 の入 力 およ び 出力 を 提供 す る知

識 の抽 出 と表 示 を含 む もので あ る。 この 目的 は,非 熟練 者 に よ る使 用者 と機

械 の間 に,自 然 な方 法 に よ る コ ミュニケ ーシ ョンを 創 り出す ことである・ した

が って,音 声 処 理 プ ログ ラム は次 の 事 項 を 網 羅 す る こ とにす る。

・機 能 抽 出。 選択 を最 適化 す るた め の機 能 の情 報 内容 の識 別

・音 声 認 識 。 話 者 の 独立 性,・構 文 情報 お よび語 義 情報 の結合,お よび 大量 語

彙

・音 声 合 成 。特 に ピ ッチ,柳 場,お よび強 勢 の よ うな要 素 に対 す る品質 改 善。

イ メ ージ分析,機 能抽 出,お よび 合成 特 定 面 に対 処 す る アル ゴ リズ ムは数

多 い が,各 応 用 の最 良の組 合 せを 判 別 す るた め の 「アル ゴ リズ ム工 学 」につ

い て 作業 を集 中す る必要 が あ る。 そ の他 の 作業 は次 の通 り とす る。

・パ タ ー ン認 識 。 さ まざ まな ク ラス の イ メージ,例 えば,線 に よる 図,テ キ

ス ト,手 書 き,お よび 「写 真 」画 像 の コ ン ピュ ー タに よ るイ メ ージ理 解。

・知 覚 。 イ メ ー ジ処理 に適 用 で きる手法 を用 意 す るため の,人 間 の イ メ ージ

知 覚 作 用 の研 究 。
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4.2.3知 能 知識 ベ ース ・シ ステ ム

知 能知 識 を ベ ー ス とす る シ ス テ ムに,推 論 イ ンタ ーフェ ース を使 って知識 を

応 用 し タス クを 実行 す るシ ス テ ムで あ る。 この よ うな シス テ ム は人 間 の 思考 と

活動 の 多方 面 の 分野 にお け る知識 を活 用 して実現 で きる もの で あ る。例 を あげ

れ ば,医 療診 断 か ら複雑 な工学 的設 計 まで,石 油技 術 か ら農 業 まで,軍 事戦 略

か ら市民 生活 まで に ひ ろが る もの で あ る。 この知能 ベ ース ・シ ステ ムの開 発 は,

今 日の計 算 技術 が ア プ ロ ーチで きな い活動 に まで情 報 技術 の応 用 分 野 を拡 大 す

る手段 と考 え られ て い る もの で あ る。

知識 ベ ー ス ・シ ス テ ムは,推 論 推進 力 に よ って知 識 ベ ー スへ 連 結 され た ユ ー

ザ ーの イ ン ター フ ェ ースで構 成 され,全 体構 造 はバ ー チ ャル ・マ シ ンに よ って

支 援 され る。 この よ うな シ ス テ ムの能 力は,そ こに含 まれ る知 識 の 大 き さと種

類,そ れ が使 用 可能 にす る手 順,お よび それ が実行 で き る タス クに よ って変 動

す る。

以 下は,知 能 知識 ベ ー ス ・シス テ ムの研究 開発 目的 で あ る。

・関連 す る 全 分野 の研 究 を促進 す る。

・研 究結 果 か らの 開発 を行 う。

・開発 プ ロ トタイ プの製 作 を 助成 す る。

この プ ロ グ ラ ムの戦 略 目標 は,次 の二 点 で あ る。

① 英 国 の 産 業,政 府,お よび その他 の機 関 が効率 性 と競 争 力 を向 上 させ る た

め に各 自の運 営 面 に知 識 ベ ース ・シ ステ ムを生産 的 に採 用 す る ことを可 能 に

す る。

② 英 国 の情 報 技 術 産業 が,IKBSお よびIKBSを 組 み 込 んだ その他 の 製

品 を,商 業 採 算 性 を伴 っ て市場 に供給 す る ことを 可能 に す る。

した が って,こ の プ ログ ラムは,こ の 技術 の 生産者 と研究調 査 部 門 の ニ ーズ と

同様 に,ユ ーザ ーの ニ ーズ も考 慮 に入れ なけれ ば な らな い。

最 近 まで は,こ の 分野 の ほ とん どす べ ての研 究 は学 界 で行 わ れ て きたの が現

状 で あ る。 英 国 の産 業 界 が これ に関心 を示 しは じめた のは ご く最 近 の ことに 過
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ぎない。 この分野 で能 力を持つ企業 は まだ数社 を数 えるだ けで ある。 このプ ロ

グラムが成功す るためには,研 究,開 発,お よび製造で訓練を受けた人数 を大

幅に増加 させ なければな らない。 このよ うな要員の訓練施設を大幅 に拡充 し,

学界 と産業界の両方の研究陣容を飛躍 させ,ま た この結果 を応用するためにユ

ーザ ー組織 内にも訓練 を受け知識 を有す る要員 の態勢を ととのえておかなけれ

ばな らない。

この研究 を実施 してい くに は非常に長期間を要するであろ う。 とい うのは,

こうい った挑戦的分野 におけ る技術革新 と技術移転 は必然的に長い時間 を必要

とするからである。プ ログラムは三つのモジュールに分け られるが,各 々の 目

的は以下に示す とお りである。

① 新たな組織 の構築 と研究調査態勢 の拡充および組織化。

② このプ ロジェク トに関連す るすべての測面 に対する調査 プ ログラムの支援。

③ 産業界 と学 界の研究者 およびユ ーザ ー間の協同プ ロジェク トによるプ ロ ト

タイプ ・システ ムの構築 。

4.2.4VLSl

VLSIは,LSI装 置 を 印刷 回路 板 上 で連結 す る ことに比 較 す る と,回 路 間

の 相互 作 用 の数 を桁 違 いに 増大 させ る こ とが可能 で あ る。 このVLSIが 可能

にす る性能 と コス ト上 の 利 点 は,将 来 の情報 技術 製 品 に と って きわ め て重要 な

もの で あ る。VLSIに 関 連 して この プ ロ グ ラムが提 議 す る 目標 は,1980年

代 の後期 に は英 国 は 国際 的 に 競争 力 の あ るVLSIへ のア ク セスを 確実 に して

い る とい うこ とで あ る。 これ には,そ れ ぞ れ が1十1秒 の 切替 遅 延速 度swit-

chingdelayを もつ約100万 の論 理 ゲ ー トlogicgateを 約1cm角 に含 む シ

リコン ・チ ップを 指定,設 計,作 成,お よび テス トす る能 力 が 要求 され る。

この 目的 は1ス テ ップで 達成 され る もので は な く,目 標 値 よ りは 劣 るが競 争 力

のあ る性能 が途 中 で生 成 され るはず で あ る。

VLSIの 進 歩 は,シ リコ ン技術 の開発 と同様 に,設 計 の複 雑 さの管 理 に も
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依 存 して い る。 現 行 の設 計 手段 は,VLSIの 全 可能性 を利 用 で き る には ま っ

た く不 完 全 で,こ のた めCADに よ る広 範 な プ ロ グ ラムを 必要 とす る。 これ は

ソ フ トウ ェア設計 プ ロセ スと きわ めて 類似 して い る。特 に高度 レベル にお い て

は,多 くの 面 で ソ フ トウ ェア ・プ ログ ラム との密 接 な協 同作業 に よ る開 発 が 必

σ要 と なる
。 目標 は,以 下 に示 す 機能 を満 足 す る ツ ールの セ ッ トで あ る。

・特 性 仕 様言 語 お よび シ ミュ レーシ ョン

・機 能 仕 様 言語 お よび シ ミュ レ ーシ ョン

・区分 けお よび コス ト分析

・テ ス ト ・パ タ ーン生成

・論理 区分 け お よび合 成

・論 理 シ ミュ レーシ ョン

・タイ ミン グ ・シ ミュ レー シ ョン

・回線 シ ミュ レー シ ョン

・レイ ア ウ ト合成 お よび検査

・装 置 シ ミュ レー シ ョン

む 　 へ・フ ロセ ス ・ソ ミュ レーシ ョン

これ らの ツール とそれ に よ って生成 され る設 計 を 最適 に使 用 す るに は,デ ー タ

ベ ー ス と ファ イル 管理 運 営 面 に も必要 性 が 生 じ る。

4.3プ ロジ ェク トの推進 と経費

4.3.1通 信の必要性

効果的 な通信 は,高 度情報技術プ ログ ラムの成功 にとって必要不可欠 の もの

であ る。 まず最初 に,プ ログラムに対す るニーズはイギ リスの情報技術 研究社

会の態勢 の不備か ら発生 してい る。 この構成 は現在の孤立状態か ら効果的 な協

同態勢へ編成 替えが行われ なければ な らない。 さらに,研 究開発活動の成功は,

従来孤立 していた各技術 分野 間の境界を打破す ることにある程度 まで依存 して

い ることも今や明白な事実であ る。
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したが って,参 加 者 を ネ ッ トワ ー クに よ って リン ク し,新 しい専 門 家集 団を

創設 し,ニ ュース と情報 の交 換 を 促進 し,孤 立 した グル ープ間 の協 同 作業 を支

援 す る こ とが 必要 で あ る。 参 加 者 は,そ の立 地 条 件 に よ る通 信 技術 とは 関係 な

く,プ ログ ラ ムの最 初 か ら この ネ ッ トワ ー クに リン クで きなけ れ ば な らな い。

D

参 加 者 が この ネ ッ トワー クへ 依 存 す る度 合 は非 常に大 きい と考 え られ るの で,

実 験 的 技術 で は な く既 知の技 術 を ネ ッ トワ ークに用 い なけれ ば な らない 。 した

が って,以 下 の事 項 が 重要 とな ろ う。

・ネ ッ トワー クはPSSを 基 本 と し,SERCネ ッ トと適切 な ロ ーカル ・エ リ

ア ・ネ ッ トワ ー クを使 用 す る こ と。PSSへ の接続 は広範 囲 な財政 援 助 が

必要 と考 え られ る。

・参 加 者 の うちの任 意 の二者 間 の通 信 を可 能 に す るた め に,カ ラー ド・ブ ッ

ク ・プ ロ トコルを 専 門家 集 団 の基 準 と して採 用 す る こ と。

・LANか らPSSの ゲ ー トウェイを 早 急 に構 築 す る こ と。

・第 一優 先 順位 として,ネ ッ トワー クに 電 子 メール機 能 を設定 し,次 に参 加

者 の シ ス テム間 のデ ー タ とプ ログ ラムの 交換 用 の ファ イル 転送 機 能 を直 ち

に設 定 す る こと。

・ネ ッ トワー クをサ ポー トし,そ の 使用 を モニ タす るた めに,ネ ッ トワー ク

管 理 セ ン ターを設定 す る こ と。

な お 多 くの プ ロ ジ ェ ク トをサ ポー トす るた め に,各 協 同機 関 の間 の超 高 帯 域

幅 通信 に対 す る必要 性 が 予想 され る。

4.3.2経 費 お よび 財源

5年 間 にわ た るプ ロ グ ラム の 所 要 経 費 は表4.1の よ うに 約3、5億 ポ ン ドと

な る。 この うちの お よ そ三 分 の二 を政 府 が負 担 し,プ ログ ラムの当 初 か ら支 出

が 発生 す る もの と推定 され る。成 果 の 広 い普 及 が 必要 な産 業 面 の作業 に つい て

は,政 府 が90パ ーセ ン トを負担 す る こ と とす る。 その他 の産業 面 の 作業 に対

す る政府 負担 は50パ ー セ ン トとす る。 産 業界 全体 の プ ロ グ ラムに対 す る政府
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の負担 率 は約60パ ー セ ン トとな る。

表4.1高 度情 報 技術 プ ロ グ ラムに係 る経 費

(100万 ポン ド,'82年)

年 度012345

活 動

ソ フ ト ウ ェ ア 工 学

VLSI

CAD

マ ン ・マ シン ・イ ン ターフ ェ ース

知 識 ベ ー ス ・シ ス テ ム

通 信

製 品

教 育

8

1

3

3

2

1

3

5

90

1
■

-

13141817

18212020

4567

8101211

5568

3345

10131515

3454

合 計

70

90

25

44

26

19

58

*
20

合 計2

*こ の う ち ソ フ ト ウ ェ ア10,

識 ベ ー ス ・ シ ス テ ム7

3864758687352

マ ン ・マ シ ン ・ イ ン タ ー フ ェ ー・一ース3,知

プ ログラム実施 の財政 負担 については,そ の過半を政府 に期待 す ることにな

るが,プ ログ ラムの成果 を市場性 のあ る製 品に転換 するため に必要な巨額 の資

金を捻 出 しなければ な らないのは産業 界である。 この ような投資を考慮 に入れ

ると,全 コス トに対す る政府 の負担率 は比較的に小 さ くな る。ただ し,プ ログ

ラムの成果を最大限 に活用す るには,技 術革新諸 フ。ログラムに関す る製 品開発

に政府 は支援を継続 しなければな らない。つ まり,こ の ような諸企画 の支出を

削減 してこれを今回の プ ログ ラムへ充当するよ うな ことがあっては ならない。

前に も強調 したよ うに,こ の プログ ラムの効果的な産業的開発を確実 にす るに

は,こ れ らの諸企画を維 持 し展 開することが重要で ある。

このプログ ラムには,既 存 の活動方針の変更 と,ま った く新 しい活動 が含 ま
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れることにな る。 このプ ログラムの関連分野 におけ る現行 活動の規模 を正確に

把握す ること,ま たはその経費を定量化 して財 源を確立 す ることは不可能であ

る。 しか し,こ のプログ ラム全体 は,現 行の全作業量 をほぼ倍増す ることにな

ると推定 され る。 また,各 種財源 の相対的な負担率 について も再配分 が行われ

ることとなる。 これ も定量 化は不 可能である。 しか し,全 活動を高い水準にひ

きあげ協同作業 によって国家的事業を遂行するためには,現 在よ りも政府 の負

担率が高 くなるのは当然であ る。

当委員会 では情報技術に関係のある各政府機関(産 業省,国 防省,科 学技術

庁)が 一つの首尾 一貫 したプログ ラムを支援で きるよ うな手段を創 出し,プ ロ

グ ラムに対 す る財政 援助 は この三つの機 関が共 同で実施す ることを勧告 している。

特にVLSI分 野 の大 部分は,国 防省 に直接関係 があ り,同 省が必要 とする要

件 の多 くを満足 させ る機能を持つ ものである。 また,こ のプ ログラムには学術

機 関によって実施 され る多 くの研究事項が含 まれてい る。 これ に対 しては科学

技術庁 が財政援助を行 うこととす る。

学術研究の他に,プ ログラムには教育お よび訓練項 目も含 まれ る。表4.2に

プログラムの学術分野に関連 す る経費 を示 した。 これには,調 査,教 育,お よ

び新たな組織 の設置 が含 まれ て い る(こ の学術分野 の経 費は,表4.1に 示 し

表4.2AITプ ロ グ ラ ム学術 関連 経 費0～5年 度

分 野

ソ フ ト ウ ェ ア

VIＬSI

CAD

マ ン ・マ シ ン ・イ ン タ ー フ ェ ー ス

知 識 ベ ー ス ・シ ス テ ム

通 信

100万 ポ ン ド('82年)

23

2

2

6

21

2

合 計 56
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た経 費 に含 まれ る もの であ る。)。表4.2に は,学 術 研究 の た めの 管理 費 用 と産

業 界 が下請 けす る作業 の費 用 は含 まれて い な い。 学 術 分野 の調 査 は,プ ログ ラ

ムの他 の分 野 よ り成 果 が 早 く得 られ る もの と期 待 され る。 これ は特 に知 識 ベ ー

ス ・システ ムの場 合 に 重要 で,こ こで は熟練 した 人的 資源 を形 成 す るた め に プ

ロ グ ラムの早 急 な開始 が 必要 と され て い る。

計 画 お よび契 約者 との 交渉 期 間 が 必要 と考 え られ,そ の後 にプ ロ グ ラム 開始

の運 び とな るが,こ の 目途 は1983年4月1日 で あ る。現 会 計 年 度 に も若 干 の

支 出が 発生 す るこ ととな る。 これ に つ いて は,表4.1の 第0年 度 に示 した通 り

で あ る。 この 予備 的 作業 が完 了 し,プ ログ ラムが効 果 的 に発 足 で きて は じめ て

初年 度が 開始 され る こ と とす る。 委員 会 が提 示 した のは五年 間 の経 費 だ け で あ

る。 しか し,こ の 五 年 間が経 過 して も協 同作 業 活 動 はや は り必要 と され る はず

で あ る。 特 に知 識 ベ ース ・シ ステ ム とマ ン ・マシ ン ・イ ン ター フ ェー スの 分野

であ る。 た だ し,有 用 な成果 は,は るか に早 い時 点 で徐 々 に実現 され る もの と

考 え られ る。 知 識 ベ ー ス ・シス テ ムの プ ログ ラム には多 くの長 期 目標 が 含 まれ

て い て,こ の た めに 次の5年 プ ログ ラムが 必 要 に な ると思 われ る。 これ に つ い

て の推 定経 費 は約4,200万 ポ ン ドであ る。
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5.情 報 処 理 代 表 機 関 に よ る 国 際 会 議

5.1会 議 の背 景 お よび 目的

第7回 を迎 え た 国際 デ ィ レク ター会議 は,チ ュ ー リップ と風 車 で有 名 な オ ラ

ンダ のユ トレ ヒ ト近郊 で10月11日 か ら13日 まで の3日 間 にわ た って 開催

され たo

国立 情 報 処理 研 究機 関の 代表 者(デ ィ レ ク ター)に よる国 際会 議 は,政 府 と

密接 な関 係 が あ り,そ の国 を 代表 す る情 報 処 理 関連 団体 の集 ま り と して,19

73年 ドイ ツのGMDの 呼 び か け で始 め て会 合 を持 った。第1回 の会議 は,ド

イ ツの ボン市郊 外 に あ るGMDで 開催 され,こ の場 で各 デ ィ レク ター によ って

会議 の 目的,趣 旨等 に つ い て 申 し合 わせ が 行 われ た。 その後 平 均 して1年 半 に

1回 の 割合 で開催 され て お り,今 回 は その7回 目に 当 た る。今 回 まで の開催 地,

主 な討 議 項 目は,表5.1に 示 す とお りで あ る。

会 議 の 目 的

当会 議 は,国 立 も し くは,そ の 国 を代 表 す る情 報 処 理研究 機 関の代 表者(デ

ィ レ ク タ ー)か ら成 るイ ン フ ォ ーマル ・グル ー プに よ る もので,セ ミナ ー,出

版 物 に 関す る情 報 を 含む 各機 関 の活 動状 況 の情 報 を相互 に交 換 し,ま た各 代表

者 が抱 え る共 通 の問題 に つい て討 議 す る こ とを 目的 とす る。 この討 議 は,さ ら

に専 門 家 に よ る ワ ーキ ン グ ・グル ーフ。の設置 へ,ま た2国 間 も し くは,広 範 囲

な ベ ー スに よ る多 国間 へ の協 力へ と導 か れ て い く。

同 会議 は,毎 年 も し くは2年 に一 回 開催 され る。 各会議 につ き幹事 と な る機

関 は,各 機 関 の活 動状 況 を ま とめ,そ れを 各 機 関 に配布 す る と共 に,討 議 に 関

す る プ ロポ ーザル を デ ィ レク ター よ り提 出 させ る。当 会議 は イ ン フォ ーマル ・

ベ ー スで活 動 す るが,各 会 議 に おい て議長 お よび 副議長 を設 け る。議 長 は,当

会議 の 前回 の 幹事 機 関が 当 り,副 議 長 は,開 催 時 の幹 事 機 関 の代表 者 が 当 る。

参加 国以 外 の機 関 に対 して も当 グル ープへ の参加 を勧 め る。 イ タ リアに本 部
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表5.1前 回 まで の デ ィ レ ク ター会 議 の概 要

開 催 開 催 期 日 開 催 地 幹 事 機 関 議 長 参 加 国 議 題

第1回 1973年6月15日 西 ドイツ GMD Dr.A.A.Rd)inson 14カ 国 ・会議設立 の 趣 旨 ・目的

～16日 ボ ン市 (NCC) ・各機関の活動状況

・今後の会議の進め方

第2回 1974年6月6日 イギ リス NCC Prof.Dr.Fritz 10カ 国以 上 ・各国 の情 報 処理 関連 団体 について

～7日 マ ン チ ェ ス タ ー市 Kruckeberg(GMD) ・情報処理に関する研究開発の状況

・各国における情報処理教育

・情報処理に関する国際会議

第3回 1976年3.月16日 フ ラン ス IRIA Mr.D.Finberg 11カ 国 ・各国の情報処理に関する研究開発

～17日 ロ ッケ ン コ ー ト市 (NCC) ・EDP教 育

・ コ ン ピ ュ ー タ ・セ キ ュ リ テ ィ

・ノ ウハ ウの トラ ン ス フ ァ

第4回 1977年11月3日 ハ ン ガ リー SZAMKI Mr.A.Danzin 10カ 国 ・分散 処理 の動向

～4日 ブ タペス ト市 (IRIA) ・国立情報処理機関の役割

・デ ー タ ・セ キ ュ リテ ィお よび プ ライ バ シ ィ

第5回 1979年5月28日 ノ ル ウ ェ「一 NCC Dr.M.Arato 10カ 国以 上 ・国立 情報処 理機 関のEDP教 育 の役割

～29日 オ スロ市 ・標 準 化,コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク

← ・OAに 対 す る ユ ーザ ・ニ ー ズ
一

・マ イ クロ ・コ ン ピュー タの ア プ リケ ー シ ョン

第6回 1980年10月 日 本 JIPDEC Ms.D.Berntsen 7カ 国 ・OAと そ の イ ンパ ク ト

東 京都 ・コ ン ピ ュ ータ化 と社 会 へ の イ ンパ ク ト

・EDP教 育 におけ る各国 の政 策



を置 くIBI等 国 際機 関 に対 して は,当 グル ープ の活動 状 況 を知 らせ る と共 に,

オ ブザ ーバ ーと して会 議 に招 待 され る。

5.2会 議 の概 要

第7回 を迎 え た 国際 デ ィ レク ター会議 は,1982年10月1日 か ら13日 まで

の3日 間,オ ランダの ユ トレヒ トで開催 きれ た。 今 まで の 出席者 の うち今 回参

加 で きなか った機 関 もあ った が,新 しい参加者(ハ ンガ リーのSzamalk,フ ラ

ンスのAgencederlnformatique,台 湾 のlnstituteforInformation

Industry)も 含 め,今 回 の 参加 は,9カ 国 か ら10機 関,15名 に達 した。

(表5.2)議 長 は,規 約 に よ り,前 回 の ホス ト機 関 のデ ィ レク ター,(財)日

本 情報 処理 開 発 協会 の手 島 専 務 理事 が あ た った。

今 回 は オ ラン ダ を代 表 す る情報 処理 機 関StudiecentrumNOVIの ホ ス トに

よ って開催 され た が会期 中 の ア レンジは完壁 で.あ った 。

第1日 目は,'各 機 関 が お互 いの 活動 状況 に つ き約20分 間 ず つ ス ピーチを 行

い,必 要 に応 じて各 国 の最 近 の情 報処 理 の実 状 に つい て も説 明が 行 われ た。 そ

の後 オ ラ ンダを代 表 す る,そ の他 の情 報 関連 機 関,大 学等 か ら最 近 の活動 状 況

に つい て の説 明 が あ り,参 加者 の関 心 を呼 んだ 。

第2日 目,第3日 目は,お 互 い が関心 を 持つ 情 報処 理 関係 の最 近 の トピ ック

スにつ き,投 票を 行 い,そ の 結果 に よる優 先 順位 に よ って議 論 が行 わ れた 。 各'

テ ーマの 開始 に あた っ て,そ のテ ーマを提案 した機 関によ る導 入解説が行 われた。

① .オ フ ィス ・オ ー トメ ーシ ョン と ロL-・カル ・エ リア ・ネ ッ トワー ク(JIP

DEC,日 本)

② 教 育 訓練(NCC,イ ギ リス)

③ 後進 国 にお け る情 報化(NorskRegnesentral,ノ ル ウ ェー)

④ 国 際若 者競 技 会(GMD,西 ドイ ツ)

⑤ 登録,セ キ ュ リテ ィ,フ 。ラィバ シ イ(Szamalk,ハ ン ガ リー)

*当 サ ブ ジ ェ ク トは 次 回へ 持 ち越 し とな った。
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表5.2 参 加 機 関 の プ ロ フ ィ ー ル

機 関 名 国 名 デ ィ レ ク タ ー 要 員 数 年 間 予 算 主 な 活 動

INRIA

(InstitutNationalde

RechercheenInformatiqＬe

etenAutomatique

フ ラ.ン ス

D㎝ainde

Volucean

Rocquencourt

prof、J.1..Lions 490人 1億6千 万 フ ラン ・情報処理の基礎 と応 用に関 する研究

・公共機関,産 業界 との協 力によるシステム開発 と実験

・科学 分野に おける国際 交流

・教 育訓 練,情 報の提 供,普 及啓蒙

GMD

(Gesellschaftf三rMathematik

undDatenverarbeitungmbH

Bonn)

西 ドイ ツ

5205St.

Augustinl

schioss

Birhnghoven

prof.Dr.Ssyperski 650入 6千5百 万 マル ク ・OA,ソ フトウェア技術,シ ステム開発に関す るR&D

・コン ピュータ ・サ ービス

・教 育訓練

・調査研究(標 準化,規 制 問題 等)

NCC

(TheNationalC㎝ 寧ing

CentreLtd.)

イ ギ リス

OXfordRoad

Manchester

M17ED

Mr.D.R.Fairbain 300人 千5百 万 ドル ・コン ピュータ,教 育訓練等 の各種 サ ービス

・各種 システ ムの開発

・プライバシィ,標 準 化 教育等のプ ログ ラム

・各種普及 啓蒙(出 版,ア ドバイ ス等)

StudiecentrumNOVI

Netherlands

オ ラ ン ダ

Stadhouderskade6

1005EE

Amsterdam

Mr.ir.A.C.Groothoff 80人 5百 万 ドル .コ ンサルテ ーシ ョン

・教 育訓 練

●情 報処 理試験の実施

・普及啓蒙

NorskRegnesentral

(NorwegianCom輿tingCenter)

ノ ル ウ ェ イ

Fors㎞ingsveien

lB,

BlindernOslo3

Mrs.DrudeBerntsen 90人 3百 万 ドル

(50%政 府補助)

・デ ータベース ・システムの研究開発

・各種 コンパ イ ラ,言 語等 の研究開発

.各 種 コンサルテ ーシ ョンおよび協 力

.高 度 ソフ トウェア技術の研究 開発

ADI

(Agencedeε'Informatique)

フ ラ ン ス

コbllrFIAT

Cedex16

92084Darisla

defenCe

Mr.B.』Lorimy 100人 3億 フ ラン ・ア プ リケ ーシ ョンの開発

・普 及啓蒙

●各 種 システムの研究 開発

・教 育訓練

SZAMALK

ComputerApPlicationsand

SerΨiceCo.

ハ ン ガ リー

Szakasits
"ノ
arpadut68

B山apestXI

'
Mr.S.Farago 750入 2千6百 万 ドル

(基 本 資金)

.各 種 シ ス テ ムの 研究 開 発

・ コ ン ピ ュ ー タ処 理 サ ービ ス

・各 種 コ ンサ ル テ ー シ ョ ン

・教 育 訓練

UniversidadPoliteσ1icade

Madrid

馳

ス ペ イ ン

madndSpain

prof.Dr.R.

PortaenCasa

180人 2百80万 ドル ・各 種 シ ス テ ムの 研 究 開 発

・コ ン サル テ ー シ ョン

・教 育

・図 書 サ ー ビス

III

(InstituteforInformation

Industry)

中 華民 国

10thFl.116

NankingEast

RoadSec.

2Taipei

KuoYun 100人 3百 万 ドル ・国 内情報サー ビスの 中心

・各種 アプ リケ ーシ ョン ・シ ステ ムの開発

・各種 コンサルテ ーシ ョン

・教 育訓練

JIPDEC

(JapanInformationPr㏄essing

DevelopmentCenter)

日本

東 京都 港区芝公園

3-5-8

機械 振興会館

手 島 篤 二 140人 5百 万 ドル ・各種 システムの研究開発

・コンピ ュータ処 理 サ ービ ス

・調査研究

・教 育訓練

一





こ うした議 論 の他 に,オ ラン ダを代 表 す る産業,乳 製 品製 造 業 を会議 の メ ン

バ ー全員 が視 察 した。 オ ラン ダ には人 口 と同 じ位 牛 の数 が い る と言 われ る程 酪

農 が 盛 ん で あ るが,特 にチ ーズ とかバ ターな どは 海外 にも数 多 く輸 出 され て い

る。 この 業界 で も コ ン ピ ュータの導 入 が盛 ん で,ミ ル クの収 集,温 度 調 節,牛

の病 気 の コ ン トロ ール な ど に マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ が使 用 され て い る。農 場

に お ける乳 牛 か ら タ ン クへ の ミル クの採 収,タ ン クか ら トラ ッ クへ の移 動,工

場 での ミル クの検 査 な ど,実 際 にそ の場 で説 明を 受 け なが ら見学 し,参 加 者 の

大い な る関心 を呼 ん だ。

今 回 の ホ ス トで あ るStudiecentrumNOVIで は,こ れ らの訪 問 の ア レン ジ

か ら,昼 食,夕 食 会 な ど参加 者 を 暖 くもてな して くれ た。 次 回 は,1984年5

月 頃』,ハ ン ガ リーに お いて,今 回の ホ ス トで あ るGroothoff氏 が議 長 とな って

行 われ る こ と とな った。

5.3討 議 内 容

① オ フ ィス ・オ ー トメー シ ョン(OA)と ロ ーカル ・エ リア ・ネ ッ トワー ク

(LAN)

日本代 表 で あ るJIPDECの 導 入 説 明 に よ って議論 が 行 われ た。

・ロー カル ・エ リア ・ネ ッ トワー クはOAに と って,欠 か す こ とので きな い

重 要 な ツ ール であ る。

・す で に多 くの ベ ン ダーが特 色 の あ しANの 提 供 を開始 し て い る。

・プ ロ トコル の標 準化 が大 きな問題 とな って い る。

・ヨ ー ロ ッパ で はECSA(EuropeanComputerManufacturersAssoci-

ation)が 中心 とな って標 準 化 活 動 を行 って い る。

② 教 育 訓練

英 国 代表 で あ るNCCの 導入 説 明後 議 論 が行 わ れた。

・現 在NCCで は マ イ ク ロプ ロセ ッサ ーに関 す る教 育 プ ログ ラ ムを実 施 して

い る。
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・現在 熟 練者 が 不足 して お り,情 報 処理 技術 者 の不足 は世 界的傾 向 で あ る。

・しか し,一 方 で はマ イ ク ロエ レ ク トロニ クスの導 入 に よ り失 業者 な ど社会

的 問題 も発 生 して い る。

③ 後 進 国 に おけ る情 報化

ノル ウェ ーを 代表 す るNCCが 導 入 説 明 を行 ったが,バ ー ツ エン夫 人 は実

際滞 在 した ア フ リカで の例 を引 きな が ら説 明 を行 った。

・情報化 の 遅れ に よ り,経 済 的 な問 題 が大 きい ので な か なか 情 報 化 に手 が 回

らな い。

・先進 諸 国 は,積 極 的 に こ うした後 進 国 の情 報化 に手 を貸 してや るべ きで あ

るo

・特 に技術 の ノ ウハ フの トランス フ ァは,今 後 の世界 的 す う勢 か らい って も

重要 な ことで あ る。

④ 国際 若者競 技 会

西 ドイ ツ代表 のGMDの 説 明 か ら始 ま った。

特 に 現在 行 われ て い る若 者 によ る情 報 分野 におけ る競 技 等 に つ いて 説 明 を

行 ったo

・日本 お よび台 湾 で は情 報化 週 間(日 本 では情 報化 月 間)が 実施 され て お り,

そ の行 事 の一環 として,若 者 の情 報化 に 関す る論 文 の コンテ ス トが行 われ

てい るo

・そ の他 の 国で は,こ うした コン テ ス トはあ ま り行 われ てい な い。

・西 ドイ ツで は,将 来 国際 的 な視 野 で,こ う した若 者 に よ る情 報化 に 関す る

競技等 を 実施 して い きたい。

情報化 を進 展 させて い く上 で,若 者 の 力は 非常 に重 要 であ る と ころ か ら も,

こ うした催 物 は必要 で あ ろ う。
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6.ISOに お け る 国 際 標 準 化 活 動

6.11SOの 組織 と目的

ISO(lnternationalOrganizationforStandardization)dま,1947

年2月 に15カ 国 の参 加 と承 認 を得 て発足 した国 際組織 で あ る。 そ の後 加 盟 国

は着 々 と増 加 し,1980年 末現 在 には71カ 国 が加盟 して い る。 日本 は,1952

年4月 の閣議 了解 に も とず き,日 本工 業標 準 調 査会(JISC)が わ が 国 の代 表

機 関 と して加盟 した。 なお,ISOの メ ンバ ーは1そ の国 の標 準 化事 業 を代 表

す る機 関(1機 関)か ら成 っ てい る。

ISO組 織 は,以 下 の よ うに総 会,理 事会,専 門委 員会 お よ び必 要 に応 じて

設 置 され る専 門部 会か ら構 成 され る。

① 総 会(GeneralAssembly)

総 会 は,全 会 員 団体 の代表 で構 成 され るISOの 最 高 議決 機 関 で あ って,

少 な くと も3年 に1回 開 催 され る。

② 理 事 会(Council)

理 事 会 は,18ケ 国 の理 事 国 の代 表 で 構 成 され てい るISOの 最 高運 営 機

関 であ り,少 な くと も年1回 開催 され る。 理 事 国 の任 期 は3年 で あ る。理 事

会 には 次の8つ の委 員 会 が 設置 され て い る。

・執 行委員 会(EXCO)

・計 画 委 員会(PLACO)

・標 準 化 原理 委 員会(STACO)

・規格 に関 す る科学 技術 情報 委員 会(INFCO)

・認 証 委 員会(CERTICO)

・開発 途 上 国対策 委 員 会(DEVCO)

・標 準 物 質委 員 会(REMCO)'

・消費 者対 策 委 員会(COPOLCO)
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③ 専 門 委員 会(TechnicalCommittee:TC)

専 門 委員 会(TC)は,ISO業 務 にお け る規 格 原案 を は じめ とす る技 術 的

各 分 野 の専 門事 項 を審 議 す る機 関 で あ り,1980年9月 現 在,162のTCが

設置 され て い る。TCは,特 定 作 業 に参 加 す る ことを 希望 す る各 会員 団体 の

代 表 で構 成 され てい る。 ・

TCに は,さ らに専 門的 な事 項 を調 査 ・審議 す るた め に,必 要 に 応 じて分

科 委 員 会(SC)お よび 作業 委 員会(WG)が 設 け られ る。

3つ の 委員 会 の それ ぞれ につ いて,会 議 を主 催 し,業 務 を調整 す るた め の

幹 事 国(Secretariat)が 設置 され る。 ・,...1:

④ 専 門部 会(Technica1Division:TD)'t.t.ii

専 門部 会(TD)は,一 理事:会の 勧告に し たが って,ISOの 事 業 目的 を 効果

的 に達 成 す るた め に設置 され る もの で,ISOの 標 準 化 事 業 に関連 を有 す る

国際機 関 を もって構 成 す るか,ま たは 相互:に密 接 な関 係 を もつTCの 集合 も

し くは以 上 の2.つ の組 合 せ を もって構成 す る ことが で きる。、,'

1980年9月 現 在,3つ のTD(農 業 、・一建 築,物 流1)が 設置 され て い る。

ISOの 目的 は,物 質 およ び サ ー ビスの 国際 的 交換 を容 易 に し,知 的,科

学 的 ○ 技術 的 お よび経 済 的 活動 の分野 に おい て国 際 間 の協 力 を 助長 す るた め,

世界 的 に 規格 類 の審 議 ・,制定 の推 進 を図 る ことで あ る○ 、'''"`

この 目的 の遂行 の た めに,次 の よ うな事 業 を実 施 す る。・

・国家 間 規格 の 調整 と統 一 を推進 し,こ の 目的 のた め に会 員団 体 に必 要 な勧

告(推 薦 規 格)を 発行 す る。 ・,'い

・国内 な い しは国 際 的 な領 域 で,使 用 に対 す る共 通 の要 求 が あ る新 しい規格

の制 定 を 必要 とす る場 合,こ れ を奨 励 し,か つ促 進 す る。 この 目的 に対 し

て,ISO会 員 諸 国 間 に 直接 的 で適 切 な 国際 規格 を制 定 す る。 た だ し,そ

れぞ れ の場 合 に つ いて全 会 員団体 の 賛成 を得 る こ とが 必 要 で あ る。

・会 員 団体 お よび そ の 関係 専 門委員 会(TC)の 活動 に関 す る情 報交換 を まと

め る。
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・関連事 項 に利 害関係の ある他の国際機関 と協力 し,特 に,そ れ らの要求 に

もとづ き,標 準化計画 に関す る研究を行い,相 互 に協 力を行 う。

6.2情 報 処 理 お よ び 通 信 の 分 野 に お け る 標 準 化

TC97

1SOの 活 動 に お い て,情 報 処 理 と 電 気 通 信 分 野 に 関 連 の 深 い の はTC97(

コ ン ピ ュ ー タ 情 報 処 理)で あ る 。TC97は1959年 の ス ウ ェ ー デ .ン提 案 に よ

り1960年 に ア メ リカ を 幹 事 国 と し て 設 立 が 承 認 さ れ た が,下 部 組 織 と し て15

のSC'を 抱 え て い る 。'、-

TC97の 活 動 範 囲 は,'コ ン ビa－ 夕 と情 報 処 理 関 係 の 用 語,』 問 題 の 記 述,.

プ ロ グ ラ ミン グ 言 語,通 信 特 性,入 出 力,物 理 的 な 特 性 な ど の 標 準 化 で あ り,

最 終 的 に は.ISO国 際 規 格 と一し て 制 定 され,各 国・に 勧 告 さ れ る 。 図6.・1は.i、T・C

97の 組 織 図 で あ る 。(O内 は 幹 事 国)・ 、Ll!.t-一:r'、'・:

't-! ・∴ 』 ..'∵ しJt∵ 』∵ 一'・ ∵ ∵ ・㌧ 　 べ

.、

ISO

中央 事 務 局

∀

`べ ⑳

こ ～':{'eノ ・ 、

1:

、'

、

TC97電 子計算機と情鰻

(アメリカ)

v
' 日'「" '、

'
『

》

」

SCl'

用 語

(フ ランス)

SC3

文 字

認 識

(スイス)

δSC5

プログラ

ミン グ

言 語

(ア メリカ)

SC7

設 計 と ドキ

ュ メ ンテ ー

シ ョン

(スウェザ ツ)

SC9

数値猪御 用
プログラム

語

.(イギリス)

SC11

ディジタルテニ タ

交換用 フレキシ

フ)レ磁気媒体

(アメリカ).

'SC13
.

装置間相

互接続

(西阿 ツ)

ぺ SC15・

ラベルと

フ ァイル.

構 成

(アメリカ)

A

`,
,

SC2

キ ャラクタ

セッ トとコ
ーデ ィング

(フ ランス)

SC6

データ通信

(アメリカ)

SC8

機械 の数値

制御

(フランス)

SC10

磁気ディスク

(西 阿 ツ)

SC12

計 測磁気

テー プ

(アメリカ)

SCl4

デー タ要

素の表現

(アメリカ)

SCl6

開放形シス

テム相互

飾

(アメリカ)

図6.1TC97の 組 織 図

一95一



SC6お よびSC16

SC6お よびSC16は,コ ンピ ュー タ ・ター ミナル な どが通 信 す る場 合 の プ

ロ トコル お よび 公衆 通 信 網 との イ ン タ フェー スの 標準 化 を担 当 して い る。

ター ミナル と コ ン ピ ュー タとの 間の伝 送制 御 手順 と して広 く使 用 されて い る

基本 形 デ ータ伝 送 制 御 手順 の 国際 標 準化 はSC6に お い て行 われ て い る。

基 本形 デ ー タ伝 送 制 御 手順 を用 い た システ ムでは,装 置全 体 をひ と まとめ に

して制御 対 象 としてい るた め,コ ン ピ ュータ間 に適 用す る場 合,伝 送 効率,制

御 機 能,信 頼性 など が十 分で な い 。

これ らの問題 を解 決 す るた め,ハ イ レベル デ ー タ リン ク制 御手 順(HDLC)

の 標準化 作業 がSC6に おい て1970年 に開始 され た。 また,コ ン ピ ュー タ ・

ター ミナル,通 信網 を 含 め たデLタ 通信 シ ステ ム全体 の機能 を階 層 化 す る動 き

が現 れた。 この結 果,SC16が1977年3月 に新 設 された が,こ の 分科 会 の 目

標 は以 下 の とお りで あ る。

・コン ピュ ー タの業 務 処 理 プ ロセ スを通 信 回線 で 接続 しメ ッセ ー ジを転 送 す

るこ と

・多様 な 端末 と業務 処理 プ ロセ ス との
1通信

・遠 隔地 の計 算機 で ジ ョブを行 え る ため の ジ ョブ転送

を 円滑 に で き るため の プ ロ トコル 作成 であ る。

これ はOpenSystemInterconnection(OSI:開 放型 シ ステ ム間相互

接 続)『 と呼 ば れて お り,1980年ll月 に その参 照 モデ ル 案 が で きあが った 。

(表7.1)

SC16に は,様 々 な ワ ーキ ン グ ・グル ープが あ り,そ れぞ れ が 相互 密接 に

交 流 を図 り,標 準化 を 図 って い る。
{
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表6.10SIの 参 照 モ デ ル

レイ ヤ

番 号
レイ ヤ の名称 役 割

7 ア プ リ ケ ー シ ョ ン ・

レ イ ヤ

最上位 の レイヤで,業 務処理 プログラムの

実体 があ る。管理用および利用者向けの応

用 プ ロ トコル を実行 し,利 用者 間の通信 を

可能 とす る。

6 プ レ ゼ ン テ ー シ ョ ン

・ レ イ ヤ

構 造 を もつデ ー タの入 力 ・授 受 ・表示 ・制

御 を 行 う。 仮 想 端 末 プロ トコル や フ ァイル

0)転 送 とア クセ ス ・プ ロ トコル,ジ ョブ転

送 プ ロ トコル の基本 部分 を実 行 す る。

5 セ ッ シ ョ ン ・ レ イ ヤ セ ッシ ョン と呼 ぶ論理的 な通 信路 を設 立 し,

デ ー タの送 信 ・受信 の制 御,同 期 の制 御 な

どを 行 う。

4 ト ラ ン ス ポ ー ト ・ レ

イ ヤ

セ ッシ ョン ・レイ ヤの機 能 モ ジ ュール 間 に

汎 用 的 な トラン ス ポ ー トのた め の論 理 的 通

信 路 を設 立,ト ランスペ ア レン トなデ ー タ

転 送 を行 う。

3 ネ ッ ト ワ ー ク ・ レ イ

ヤ

一 つ または複数 の通信網を介 して中継を行

い,利 用者の存 在する装置間の論理的通 信

路 を提供す る。X.25レ ベル3

2 デ ー タ リ ン ク ・ レ イ

ヤ

二 つ の装 置 間 でデ ータを送 受 信 し,通 信 回

線 の伝 送誤 りに対 処す るデ ータ リン ク制 御

手 順 を実 行 す る。

HDLC,SDLC,X.25レ ベル2

1 フ ィ ジ カ ル ・ レ イ ヤ 物 理 的 な論理 通 信路 を 活性 化 ・維 持 ・非 活

性 化 し,ビ ッ ト伝 送 の ため の機械 的 ・電 気

的 ・機 能 的 お よび手順上 の プ ロ トコル含 む 。

RS232C,RS422,RS449,

CCITTX.21

一97一



ロ ーカ ル ・エ リア ・ネ ッ トワ ークに おけ る 標準化 活動

ISO/TC97は ローカル ・ネ ッ トワー ク の標 準化 を進 めて い る。 ど の分科

会 で ど うい う標準 化 を行 うか につ い ての検 討 が な され,SC16で は,ア ー キテ

クチ ャがSC6で は通 信 に関 す る標 準 化 が な され る ことに な った0

1981年6～7月 のSC6ベ ル リン会議 では,第 一 に,デ ー タ リン ク層 の フ

レ ーム構 成 一 「非 集 中マル チ プル ア クセ スデ ー タ通 信 システ ムのた め の フ レ

ーム構成 」 一 の国 際 規格 原 案 が作 成 され た。(図7・2)

宛 先 送 信 元 フ レ ー ム

制 御
ア ド レ ス ア ド レ ス 検 査

開始デ 任 意 ビ ヅ ト, 終結デ

1戊 ミ'タ 8ビ ッ トの 16ま た は リ ミ タ

8ビ ッ ト 8ビ ッ ト 8ビ ッ ト

倍数 でもよ 32ビ ッ ト

・ 二

い

図7.2デ ー タ リ ィ ク 層 の フ レL-・・ム 構 成 原 案

この フ レ「 ム構成 は,先 頭 に 開始 デ リミタ,
,末 尾 に終結 デ リミタが つ い てい

る。 デ リ ミタ とは,'通 信 文 の 区切 りを示 す た めに用 い られ るETX,ETBな ど

の コL-,ド の こ とで あ るo

第 二 に,物 理 的 ・電気 的 イ/ダ フ エ ース に つ いて,「 マル チポ イ ン トシス テ

ム用2線 お よび4線 イ ン タフ ェース 」おSび 「2線 コン テ ンシ ョンシ ステ ム

フ ィジ カル 層 の特 性 」を検 討 す る こと が決 議 され た。

その 後 この 国 際規 格 原案 はSC6メ ンバ 国 に よ る郵 便投 票 に付 され た 。 その

結果 規定 内容 が不 十分 で あ るとい う国 が多 く検 討 再 開 とな った。

郵便 投 票 に 添 付 され た 各 国 の コメ ン トは,1982年1月 下旬 に開催 され るS

C6/WG1国 際 会 議 に おい て検 討 され たが,そ の後 も この分野 におい て積極 的

な 検討 が 行 わ れて い る。
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縁付III.





ESPRITプ ロ ジ ェ ク ト の 詳 細

1,先 進 国 マ イ ク ロエ レク トロニ クス

1.1VLSlに 関す る高 レベ ル 相互接 続

高 密度 層 にお け る相 互 接 続 は,VLSIに とっ て,極 めて重 要 で あ る。最 少

の外形 と して,1ミ ク ロン以 下 の成 分 が 実験 的 に は得 られ た が,相 互 接続 を 実

現 す るほ どの密 度 は,ま だ 得 られ て い な い。・

こ のプ ロジ ェク トの対 象 は,4つ の 層 を 持 った金 属 の相互 接続 に よ る技 術 を

開 発 す る こ とで あ る。 その 技術 は,こ れ らの密 度 を1つ の正 常 な製造 過程 と し

て,高 性 能CADを 通 じて 完成 され るだ ろ う。

初 年 度 目標:

① 利 用 技術 の評 価

② 最 初 に選択 され た実験 過程 の完 成

それ 以降 の 目標:'二 、,

③2ミ ク ロンを達 成 す る処 理L

④1、 ミ0ロ ンを達 成 す る処 理 の完 成 、.,

⑤ 評価 の信頼 性

上 記 の企 画 は,4年 で完 成 す る こ とを 目標 と して いる。

1.2相 互 作 用に 関す る レイ ア ウ トとデ ザ イ ンの ため ρ高 レベ ルCAD

VLSIの 複雑 化 に伴 い,ICシ ステム の デザイ ナ ーに とっ て,配 置 と結 合 の

難 し さは ます ます増大 す る だ ろ う。 これ らの問 題 の解決 に と って,コ ン ピ ュ ー

タを利 用 した ア プ ローチが 必要不 可 欠 であ る。 このプ ロジ ェ・ク トの 目的 は,I

Cシ ステ ム のデ ザ イナ ー に,強 力で 速 く,高 性 能 な コン ピ ュー タを 利 用 した設

計 ツ ール を与 え る ことで あ る。
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目 的

目的 と して は,次 の よ うな ことが 挙 げ られ る:

① 機能 的 な電 子 や記 号 ・論理 そ して 図解 な どの表 示 を考慮 して,構 成 され た

デ ー タベ ース に関 しての基 準 の確 立 。

② 自動ル ーテ ィン グ と配置,グ ラフ ィ ックス,論 理 学 証 明の レイ ア ウ ト,地

勢 学 上 の チ ェ ッ ク,シ ミュ レイ シ ョン,マ ス キ ン グな どを コンパ ク トにす る

ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ージ の確立o

③ 受 け 入れ られ る設 計 規則 とモデ ル とな る ライ ブ ラ リの 確立。

④ マ ン ・マ シ ンの効 果 的 イ ン ター フ ェ ースの確 立 。 例 え ば,手 書 き書 類 の 直

接 イtンフ。ッ トo

初 年 度 の 目標:

第1目 標(標 準 化)

① 構 成 された デ ー タベ ースに 関す る定義 。

第2目 標(ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ージの モ ジ ュラ ー様 式)

① モ ジ ュ ール の定 義 。

② 現 在 利用 で き るモ ジ ュール と実 行 の調 査 。

③ セル に対 して1000ゲ ーーートの集 積 度 とULAと フル ・カス タ ム回路 に関 し

て,5000ゲ ー トの集 積度 の水 準 で ソ フ トウェア ・パ ッケ ージを 確 立す る こ

と。

第3目 標

① 設 計 規 則 の 基準 フォ ーマ ッ トとモデ ル とな る ライ ブ ラ リの決 定 。

第4目 標

① ハ ー ドウェ ア ・イ ン ター フ ェース

.そ れ 以 降の 目標:

2年 目の末 にお い て:

プ ロ ジ ェク ト参 加者 に よ る基 準 の承 認 とシ ステ ムの最 初 の デ モ ンス トレーシ

ョンを行 う。
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三年 目 の末 にお い て:・

5千 と5万 ゲ ー トの 集積 度 の セルを基 に した 回路 と,5万 か ら10万 ゲ ー ト

の集積 度 の フル ・カ ス タム回路 お よび完 全 な ソ フ トウェア の開 発 を行 う。

2.ソ フ ト ウ ェ ア 技 術

協 力的 に研 究 開 発 を 開始 す るた め には,下 記 の3つ の初 歩 的 な プ ロ ジ ェ ク ト

が提 案 され る:

① ポ ー タブ ルな コモ ン ・ツ ール につ い て。

② 規 格 仕 様 と組 織 的 な プ ログ ラムの 開発 。`

③ ソフ トウ 土ア生産 と メン テナ ン ス ・マ ネ ージ メ ン ト ・シズ テ ム(SPMMS

:SoftwareProductionandMaintenanceManagementSystem)

これ ら3つ のす べ て の プ ロジ ェ ク トは,自 動 化 され,理 解 し易 い環 境 を め ざ

す が,そ れ ぞ れ 異 った 目的 を 強調 してい る。 これ らの プ ロ'ジ ェク トか ら得 られ

た経 験 は,そ のプ ログ ラム内 に お け る他 の仕事 に 関 して も,良 い結 果 を も た ら

す だ ろ う。

最 初 の プ ロ ジ ェ ク トで あ るポ ー タブル ・コモ ン ・ツール で は,イ ン ター フ ェ

ース と基 準 を決 定 す るた め に
,ソ フ トウェ ア開発 ツ ール ・セ ッ トに関 して,一

般 的 ベ ースを設 定 す る もの で あ る6長 期 にわた って,こ れ が 必要 で あれば ヨー

ロッパ の一般 的 開発 方 法 とツ ール を確 立 す るため の ベ ースを形 成 す るか もしれ

ない。

第2の プ ロ ジ ェ ク トであ る規格 仕様 と組織 的 な プ ログ ラムの 開発 は,産 業 め

応 用 に関 して,新 し い方 法論 を発展 させ,技 術 を ささえ るた め に考 え られ る も

ので あ る。

第3の プ ロジ ェ ク トで あ る,ソ フ トウェア生 産 と メンテ ナ ン ス ・マ ネ ージ メ

ン ト ・シス テ ム(SPMMS)は,ソ フ トウ ェアの 製 作 の ライ フ ・ ザ イ ク ル で

生 み 出 され るす べ て の情 報 の有 効 な管理 のた めに 設計 され て いる 。SPMMS
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は,ソ フ トウ ェアの 製造 過 程 に 関係 して い るすべ て の チ ームの た めに,一 般 的

デ ー タ ・ベ ースを用 い て 自動 化 を 促進 す る ことに な るだ ろ う。 この プ ロジ ェ ク

トは,ソ フ トウ ェア の 開発 管理 と ツ ール の援助 に よ る情報 管 理 に焦 点 が あ て ら

れ て い る。

2.1ポ ー タ ブル ・コモ ン ・ツ ール に つい て

この 目的 は,下 記 の項 目か ら成 り立 って い る。

① ロー カル ・ネ ッ トワ ー クを 通 じて,接 続 す るこ との で き る高 性能 ワー クス

テ ーシ ョン。 ヨー ロ ッパ の基準 に お け るこ のよ うな ネ ッ トワー ク設備 との相

互 接 続 の可能 性 。

② システ ム ・ア ーキ テ ク チ ャ;ソ フ トウ ェアは,フ ァイル 管理,プ ログ ラム

実 施 ツ ール 協 同作 業 な どを維 持 す るため の基 礎 的 な機構 の形で 行 われ て い る。

③ ツ[ル に関 す る標準 イ ン タ ー フ ェ ース

④ ツ ール の 初歩 的 セ ッ ト

初 年 度 の 目標:

第1目 標

① ワー クステ ーシ ョン に関 す る要 求

② ロ ーカル ・エ リア ・ネ ッ トワ ー クに 関す る要 求

③ ロー カル ・エ リア ・・ネ ッ トワー クの 設立 に関 す る計画

第2目 標

① 基礎 で あ るシ ステ ムの選 択

② ア ーキ テ クチ ャ と基 礎 的 な機 械装 置 の決定

第3目 標

① ツ ールの イ ン ター フ ェー スの決 定

第4目 標

① 初 歩 的な ツ ール の セ ッ トの決 定

② 新 しい,い くつか の ツ ール の設 計仕 様
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③ ポ ー タブル な一 般 ツ ール環 境 にお け る ア ーキ テ クチ ャ

それ以 降 の 目標:

①18カ 月 で,ワ ー クステ ー シ ・ン と ロ ーカル ・エ リア ・ネ ッ トワー クの完

成 を 計 る こ と。

② 基 本 的 メカニ ズ ムの完 成

③ 既存 の ツ ール との互 換 性

④ 要 求 され た新 しい ツ ール の完 全 な設計 仕 様,設 計 と完 成

上 記 の プ ロ ジ ェ ク トは,4年 か け て完成 す る ことを 目標 と して い る。

2.2規 格 仕様 と組 織的 な プ ロ グ ラム開 発

目的:

全 体 的対 象 は,ソ フ トウ ェア 開発 へ の組織 的 ア プ ローチ を確 認 す る こ とで あ

る。 この組織 の ア プ ロー チは,設 計 仕様 技 術,確 認 技術,プ ロジ ェク トに 関す

るパ ラメ ータの正 確 な予測,モ ニ タ リン グ装置 の マ ネ ージ メ ン ト,ソ フ トウ ェ

ア拡 張 のた め の環 境 な どを含 まねぽ な らな い。 また アプ ロー チ は,首 尾 一 貫 し

た ツ ール の セ ッ トに よ って,維 持 され な けれ ば な らない。

この ツ ール の セ ッ トは,ソ フ トウェア の ライ フ ・サ イ クルの それ ぞれ の段 階

の本 質 的 特徴 を反 映 す る と とも に,今 日の 技術 を で きるだけ 利 用 しな けれ ば な

らな い。

初 年度 の 目標:

① 組 織 的 プ ログ ラム開発様 式 の初 期 段階 定 義

そ れ 以降 の 目標:

① 適 切 な設計 仕 様 の ランゲ ー ジ ーあ るい は,モ デ ルの明 白 な 分析 を 可 能 に す

る ランゲ ージ。

実 験 的 なツ ール の プ ロ トタイ プ の開発 。

② 候 補 とな る方 法 論 の 選択 と試 み。 それ らの仕 事 の評価 。 候補 と して は,H

DM,COMPASS-DSL,SDL,そ の他 を 含む 。
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③ 組 織 的 なプ ロ グ ラム の開発 方 法を 維持 す るた め の分析 の設計 仕 様 と,確 認

と,ツ ール の完 成 。

将 来 の長 期的 研 究は,次 の 項 目を含 む:

④ 自動化 プ ロ グ ラ ムの製作 の た めの 設計 仕 様 や,適 切 な ツール の プ ロ'トタイ

プ完成 。

⑤ プ ロジ ェ ク ト用 デ ー タベ ースを用 い た設 計方 法 と相互 に 作用 して い る,管

理 シ ステ ム ツー ル の設 計仕 様 の 開発 と適 切 な ツ ール の プ ロ トタイ プの 開発。

⑥ 技 術 と管理 の ツ ール を含 む,す べ て の ツール に イ ン タ ー ラ ェースを もつ書

類 シ ステ ムの確 実 。

2,3の チ ー ムは,多 くの共 同体 諸 国 を通 じて 研究 を 行 うべ きで あ る。 チ ー

ムは,あ らゆ る参 加 してい る会社 や,大 学 や,研 究 所 な どに 自由 な評 価 を行 う

べ きで あ るo・

上 記 の 計画 は,3年 で,① か ら④ まで の 目標,そ して5年 で,① か ら⑥ まで

の 目標 を完 成 にす る こと を 目 ざ してい る。

2.3ソ フ トウ ェア 生産 とメンテナ ンス ・マネ ージメン ト・システム(SPMMS)

目的:

主 要 なプ ロ ジ ェ ク トの 目的 は,3つ の カ テ ゴ リーに分 かれ る。つ ま り,構 造

面,実 行 お よび発 展 の可能 性 で あ る。

① プ ロ ジ ェク トは,ソ フ トウェアの ライ フ ・サ イ クル の 中で,発 生 した り,

使 用 さ れ るすべ て の情 報を 記録,関 係 づ け,修 正,保 管す るた めの管 理 と実

行 用 シ ステ ムを決 定施 行 す るこ とで あ る。 この情 報 は,非 公式 あるい は公 式

の ドキ ュ メン トの形 で用 意 され る:例 え ば,設 計 用 ドキ ユメン.卜○:テ ス ト・・

プ ラン,ソ ー ス,オ ブ ジ ェク ト,バ イナ リ,要 求 の変 更,デ ータ ・テ ィクシ

・ナ リな どで あ る。 この情報 のほ とん ど は)特 別 な ライ フ ・サ イ クル 製造 段

階 の結 果 で あ り,そ の後 の 段階 へ の イ ン プ ッ トとして 役立 ってい る。七 か し

多 くの 情報 が 蓄 積 され な けれ ば な らない 上,オ ペ レー シ 。ンある い は ソ フ ト
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ウ ェア ・メ ン テナ ン ス の段階 で利用 で きなけ れ ば な らな い。

した が って,SPMMSシ ステ ムで,ソ フ トウ ェア ・エ ン ジニア リング の種

々 の仕 事,た とえ ば 設 計,プ ログ ラ ミング,調 整,確 認,導 入,メ ンテ ナ ン

ス,プ ロジ ェク トとプ ロダ クシ ョン ・コン トロール とい った 全 ゆ る範 囲 の 仕

事 に従 事 す る人達 の ニ ーズ を満 た す もの で なけれ ば な らな い。

② プ ロジ ェク トは,ソ フ トウ ェア ・プ ロダ クシ ョンと メン テ ナ ン スの範 囲 に

シ ステ ムを合 わせ るた め に 分散型 シ ステ ム ・ア ー キ テ クチ ャの ア プ ローチを

使 うこ とで あ る。

③ プ ロジ ェ ク トは,種 々の プ ロダ クシ ョンの た めの 方法 と ツ ール,維 持,管

理 活 動 な どに使 用 で き る意 味 で,自 由に思 い ど お り にな るSPMMSを 設計す

る こと であ る。

初年 度 の 目標:

準 備 は,次 の ことか らは じ まる。 一

① 要 求 され た機 能 の 役割 を満 たす現 シス テ ムの機 能 の観察 と評 価 。

② これ と並 行 に シ ステ ムに よ って処理 され る情 報 とデ ー タの 調査 。 シス テ ム

に適 合 す る一般 的 な構 造 と開 発 の 由来 。

③ これ ら と並 行 して使 用者 に分 か り易 いイ ン ター フ ェー ス とプ ロ トコル を 明

確 にす るため に,使 用者 の ニ ーズ と行 動 を 調査 す る。 そ の要 求 を 明確 に す る

手 助 け とな るプ ロ トコル と して,実 行 で きる使 用者 のモ デ ル の要 求 を よ り正

確 にす るため の イ ン タ ーフ ェ ースの 開発 。

そ れ 以 降 の目 標:

④ 記 録,検 索,修 正,記 録 保管 所,報 告 な どの よ うな,基 礎 的 な機 能 を含 む

最 初 の プ ロ トコル の 設 計 。,"

⑤ 通 常 の ア ー キテ クチ ャに関 す るプ ロ トコル の施 行 δ

上 記の プ ロジ ェ ク トは,4年 で完成 す る ことを 目標 として い る。
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3.高 度 な情 報 処理

協 同研究 と開 発 の実 施 を始 め るため に3つ の初 歩 的な プ ロ ジ ェク トが,次 の

よ うに提 案 され る:

3.1信 号処 理 に 関 す る高 度な ア ル ゴ リズ ム とア ーキテ クチ ャ

信号 処 理 は,将 来 の情 報 シ ス テ ムに と って極 め て 重要 で あ る。 つ ま り,音 声

とか画 像 に よるイ ンプ ッ ト,ア ウ トプ ッ ト情報(信 号)が,マ ン ・マ シ ン ・イ

ン ターフ ェース に と って欠 くことが で きない。 この可 能 性 に 到達 す るため には,

目に見 え る信 号 を 取 り扱 う高 度 な平行 処 理 機能 を 持 った コン ピ ュー タ ・ア ーキ

テ クチ ャだ け でな く,ハ ー ドウ ェアお よび アル ゴ リズム構 造 の 開発,リ アル タ

イ ム処 理 など が必要 で あ る。 これ らの ア ーキ テ クチ ャは,汎 用 プ ログ ラム構造

と,専 門化 したVLSIモ ジ ュ ール に よ って実現 す る こ と が で き る 。 この プ

ロジ ェク トの 目的 の1つ は,高 度 な コ ン ピ ュー タ ・パ ワーを低 コス トで実 現 す

るため に多 くのVLSIモ ジ ュ ール を 有効 に結 合 す る方 法 を研 究 す るこ とで あ

るo

こう した プ ロジ ェク トは,以 下 の人達 に よ って 達成 され るo

・ア ル ゴ リズ ム と イ メ ージ 処理 に 関連 した専 門家

・パ ラ レル 処理 ア ー キテ クチ ャの経 験 を もつ エ ン ジニ ア

・高度 な プ ログ ラム ・ランゲ ージの技 師

・ハ ー ドウ ェア関 係 者 お よ び技 術 の専 門家

・超LSIの 専 門家

ESPRITプ ロ グ ラムに 関 連 した この プ ロジ ェ ク トの成 果 は,他 の分 野 に も

波 及 され る。 また,開 発 され るパ ラ レル 処 理 ア ーキテ クチ ャは,信 号 処 理の 分

野 以 外 に も応 用 され るべ きで あ る。

初年 度 の目標:

① 適 当 な アプ リケ ー シ ョンの選択
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地 球 資 源の 分析 に関 す るイ メ ー ジ処理,ロ ボ ッ トや 医 療分 野 に お け るイ メ

ージ処理 は ,典 型 的 な例 で あ る。

② 選 択 され たア プ リケ ーシ ・ンに必 要 とされ るアル ゴ リズ ムの分析

アル ゴ リズ ム ・エン ジ ニア リン グ に関 す るプ ログ ラムは,分 析 のた め の最

適 の技 術 の選 択 とシ ス テ ム ・パ ッケ ージへ の これ らの技術 の統 合 を 行 う こ と

が 要求 され る。 将来 にお いて可能性が あるパ ラレル処理は重要な項 目で ある。 こ

うした プ ロジ ェ ク トは,シ ミュ レー シ ョンを利 用 す る こ とに よ って実施 され

るだ ろ う。

それ 以降 の 目標:

こ うした点 か ら,プ ログ ラムは最初(① ～ ③)の 融 通性 に焦 点 を お い た も の

と,第2(④ ～⑤)の 実 行 に焦 点 を お いた もの に分類 で き る。

① 可能 な ア ーキテ クチ ャの研 究

② プロ グ ラム ・ランゲ ージ の決 定

③ 部 分的 な ブ レ ッ ドボ ー ドの実 現

④ 適 切 な超LSIモ ジ ュール の設計 と選択

⑤ プ ロ トタイ プ ・シ ステ ムの 開発

上 記 の プ ロジ ェ ク トは,5年 で完 成 す る ことを 目標 と して い る。

3.2知 識 情報 マ ネ ージ メ ン ト・シ ステ ム

今 まで のデ ー タ処理 シ ステ ムは,数 学 お よ び コマ ーシ ャル 用 の ア プ リケ ー

シ ョンのた めの手 続 上 プ ロ グ ラ ム の 実 行 時 間を最 適 化 す るた めに 設計 され て

きた 。 最 新 のデ ー タ処理 ツ ール の ア ーキ テ クチ ャは,直 接 こ の 目的 を反 映 して

い るo

知 識 情報 シ ステ ム は,こ れ と は完 全 に 異 った根 拠 に基 づ くもの で あ る。

① シ ス テムは,"知 識"を 調 査 分析 す ることで あ り,推 論 機構 の規 則 を仮 定

す る こ とで あ る。

② シス テ ムは,数 学 に関 す る数 学 的 操 作 を行 な うの と同 様 に 不 明確 な情 報 を
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も取 り扱 う。

③ 古 い プ ログ ラム形 式 で,使 用者 の手 続 上 の指 示 に よ らない使 用 者 との通 信

を行 う。

この プ ロジ ェ ク トの 目的 は,ま ず 第1に,実 際 に応 用 で き るシ ステ ムを実 現

す るた め に,知 識 や,技 術 的可 能性 を 確認 す る こ とで あ る。 これ は,数 字 を ベ

ース と しな い知識 情 報 処 理 ,つ ま り第1世 代 シ ステ ムの 実験 的 プ ロ トタイ プを

定 義 した り,組 み立 て る ことに よ って行 うことが で き る。 多 くの 実験 的 シ ステ

ムや,プ ロ トタイプ は 存 在 して い る 。 そ の 内 のい くつか は,製 造 目的 の ため

に使 われ るの で あ る。

プ ロジ ェ ク トの 概要

・知 識 の 表 現 の形 式 論 を選 択,決 定 す る。

・知 識 表 現 や ,ラ ンゲ ージ操 作 の分野 を 選択 開発 す る。

・LISPと かPROLOGな どの よ うな手 続 上 で な い ランゲ ージ に関す る ソ

フ トウェ アを サ ポ ー トす るワ ー クステ ー シ ョンを確認 し,完 成 す る。 この

よ うな ワ ー ク ステ ー シ ョンを ヨー ロ ッパ の ネ ッ トワー クに相互 接続 させ る

た めに も用 意 され る べ き であ る。

・適切 で有 効 な バ ー・ドウ ェアに おい て,特 殊 な分野 向 けの知 識 ベ ース ・マ ネ

ー ジ メン ト ・シ ステ ムを実現 す る。 その シ ステ ムで は推論 機 構 を考 慮 す べ

きで あ る。,

・知識 マ ネ ー ジメ ン ト ・シスデ ムを使 用 して,1つ 以 上 の下記 に記 載 され た

専 門 的 シ スデ ムを 実行 す る。 ・`

VLSI・ ・CAD;ソ フ トウェア製 作 の能率 化

医 学 的 診 断;シ ステ ム ・モデ リン グ,例 え ば航 空管 制 の コン トロール を

決 定 す る よ うな意 思 決 定 。 コン トロール の実 施 と不 履 行 シ ス テ ム の 識

別 。

・こ こでは ,高 性 能 ハ ー ドウ ェア の構 造 を 提案 す るた め に,す べて の シ ス テ

ムの機 能 を 分析 評 価 す る ことを強調 して い る。
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初 年 度 の 目標:

① 基 礎 的 な一 般 ツ ール の利 用(シ ンボ リッ ク ・ランゲ ー ジ)

そ れ以 降 の 目標:

② 以 下 の 項 目の利 用

・知識 表現 の形 式論

・知識 表現 の ラ ンゲ ージ

・知識 ベ ース ・マネ ージ メン ト

・専 門 的 シ ステ ムの実 験 的 プ ロ トタイプ

③2.3の 実 験 的専 門 シ ス テ ムの製 作

上 記 の プ ロジ ェ ク トは,5年 で完 成 す る ことを 目標 として い る。

3.3会 話 型 質 問 シ ステ ム

この プ ロ ジ ェク トは,オ ン ライ ンで使 い 易 いシ ステ ムを 達 成 す るた めに必 要

な ソ フ トウ ェア と ソ フ トウェア ・ツ ール を開 発 す る ことで あ る。 つ ま り,専 門

家 でな い使 用者 に 会話 ベ ースで 容 易 に利 用 で きる シ ステ ムを開 発 す る ことで あ

る。 この た め には,使 用者 が複雑 な処理 技術 を知 る必要 の な い 自然 の ランゲ ー

ジ ・イ ン タ ーフ ェ ース ・シ ステ ムを 考 慮 しなけれ ば な らな い。 これ らは また,

専 門家 で な い使用 者 によ って,大 規 模 デ ータ ・ベ ース の有 効 的 使用 を 可 能 にす

る こ とに も な る。

第2フ ェ ーズ で は,一 般 的 ツ ール と して次 の よ うな 開発 が 行 わ れ るだ ろ う。

会話 型 ラ ンゲ ージの た めのパ ル サ ー ・ジ ェネ レー タ,会 話 様 式 に基 づ いた対 話

の取 り扱 いの た めの ジ ェ ネ レー タ,質 問 の最適 化 とか 関連 した 方法 のた め の ジ

ェネ レー タな どで あ る。 第2フ ェ ーズ の一 部 分 は,第1フ ェ ーズ と重複 す る。

プ ロジ ェク トの 概 要:

第1フ ェ ーズは,前 述 の シス テ ムを 開発 す る ことで ある。'

・従来 の リレー シ ョ、ナル ・デ ータベ ース ・シス テ ムか ら開始 す る。

・利 用 す る装置 で ,書 き易 い ランゲ ージを用 い て イ ン ター フ ェ ースす る こ と
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;こ の ランゲ ージ とは,要 求 され る機構(例 え ば,推 論 など)を 提 供 す る

PROLOGの よ うな もの で あ る。

・セ ミ ・グ ラフ ィ ック装 置 に加 え て ,準 自然 な質問 の ための(恐 ら く,大 部

分 は,上 記 の ランゲ ージ に含 まれ る)特 殊 な ソフ トウ ェアを 開発 す る こ と。

・最適 化 フェ ーズ(専 門的 シ ステ ム)の ための特 殊 な ソ フ トウェアを 開発 す

る こ と。

第2フ ェーズ は,一 般 的 ツ ール を 開発 す るた め,第1フ ェ ーズで得 られ た知

識 を使用 す る。例 えば,ジ ェ ネ レー タな どで あ る。

この よ うな ツ ール の例 は,次 の よ うな もの で あ る:

・対話 ランゲ ージ のた め のパ ル サ ー ・ジ ェネ レー タ

・もし ,標 準 対話 様式 が 提 出す る こ とが で き るよ うで あ るな らば,対 話 を取

り扱 うモ ジ ュ ール の ジ ェ ネ レー タ

・オ プ テ ィマ イザ ー の ため のジ ェネ レー タ

初年 度 の 目標:

開発 され るべ き シ ステ ム の設計 仕 様

そ れ 以降 の 目標:

ワーキ ン グ ・シ ステ ム(3年 後)

汎 用 ツ ール の設 計仕 様

利 用で きる汎 用 ツL-一・ル(5年 後)

上記 の プ ロ ジ ェ ク トは,5年 で完 成 す る こ とを 目標 に して い る。

4.オ フ ィ ス ・ オ ー ト メ ー シ ョ ン

オフィス ・オー トメーシ ョン に関 す る 目的 の 定義 を行 った り,あ る い は これ ら

の 定義 か らサ ー ビスの 実 施 に移 す こ とは難 しい。というのは,目 的の明確化,性

能 を測定,仮 定のテス ト,理 論 の確 立 の た め の科学 的 根拠 に欠 い て い るた め で あ

る。個 入間 の相互 作 用,技 術 的可 能 性,そ れ らの社 会学 上 お よび産 業 上 の意 義
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が情 報 工 学産 業 に おいて,か って は ほ とん ど要 求 され なか った よ うな技 術 や 方

法論 の開発 を要求 して い る。主 な 目的 は,何 を研 究 し,技 術 開発 と して何 を行

うべ きか,ま た プ ロダ ク トと して何 を 生産 す べ きか とい った フ レー ム ワ ー クを

行 うた め,OAの 潜 在 性 を十 分認 識 す る ことで あ る。

こ の研 究 分野 は,今 や"オ フ ィス ・シ ステ ム科 学"と い う題 の つ い た プ ロ グ

ラムや,試 験 的 プ ロジ ェク トの提 案 と して現わ れ てい る。"オ フィ ス要 求 の機

能 的分析"は,こ の プ ロ グ ラムの中 の最 初 の重 要 な ステ ップ であ る。

そ の他 の以 下 に示 す3つ の試 験 的 プ ロジェ ク トは,将 来 の ヨ ーロ ッパ ・オ フ

ィス ・オ ー トメ ーシ ョン産 業 に最 も必 要 であ ると考 え られ る もの で,そ れ らの

技 術 や システ ムの分 野 を カバ ー して い る。

① オ フ ィス ・ワ ー クス テ ーシ ョンで の マル チ ・メデ ィア ・ユ ーザ ー ・イ ン タ

ー フ ェー ス

② ロ ーカル ・ワイ ドバ ン ド通 信 シ ステ ム

③ 整 理 され てい ない情 報 の オ フ ィス ・フ ァイ リン グ と検 索

4.1オ フ ィスで必要 とされるものの構造 分析

オ フ ィス ・オ ー トメ ーシ ョンは,新 し く急 速 に成 長 して い る分野 で あ る。 こ

の分 野 の計 画者 は,新 しい 製品 が 世 界 市場 で競 合 す る ために 必要 と され る多 く

の ニ ーズ につ い て認識 しな けれ ば な ら ない。

主 な 目的 は,給 与 の 支払 いや,エ ン ジニア リン グ部 門 の管 理 の よ うな高度 な

レベ ル機能 で オ フ ィス ・タイ プの 分類 を行 うことで あ る。 これ らの機 能 は,決

定 的 な もので は な いか も しれ な い。(ワ ー ド・プ ロセシング の よ う な機 能の意 味

で はな い。)

初年度の目標:

① 分類 のた めの 基準 の確 立

② 簡 潔 な方法 で,オ フ ィ ス活 動 を 明確 にで き る方 法論 に 関 し,幅 広 い 調査 を

世 界 的 規 模で 実施 す る。
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それ以降の目標:

③ 調 査 の実 施

④ オ フ ィス ・オ ー トメー シ ・ンの基 準 を 設定 す るた め,適 切 な一 般 的機 能 を

確認 す る。

⑤ 特 別 な産 業 モ デ ル に おい て,税 法 や銀行 業務 の よ うな外部 影 響 の効 果 を検

証 す る。

⑥ 選択 され た基 準 の機能 を実施 す る技 術 の検 証 。

上 記 の プ ロジ ェク トは,2年3カ 月 で完 成 す る こ とを 目標 と して い る。

4.2オ フィス ・ワークステ ーシ ョンにおけ るマルチ ・メデ ィア ・ユ ーザー ・イ ンター

フ ェ ース

オ フ ィス の環 境 は,マ ル チ ・メデ ィア の環 境 で あ る。 ワイ ドバ ン ドの通 信 ネ

ッ トワ ー クの導 入 は,動 画 像 や音 声,統 合 テ キ ス トや グ ラ フィ ッ クの伝送 を可

能 にす る。 将 来 の オ フ ィ ス ・ワ ー ク ステ ーシ ョンで は,こ うした異 った手段 に

よ るイ ンプ ッ トか ら適 当 に ミックス した ア ウ トプ ッ ト用 ぐ'情報パ ッ ク"を 作成

す るこ とが で き るだ ろ う。 ユ ーザ ーが 利用 し易 い イ ン ター フ ェースが,こ れ ら

の新 しい 方法 を作 り出 し,オ フ ィス ・ワーカ ー に受 け入 れ られ る よ う開発 され

なけれ ば な らな い。

この プ ロジ ェク トの 目的 は,テ キ ス ト画 像 と音 声 を混 合 した オ フ ィス 用 ド

キ ュメン トを容 易 に 取 り扱 うた め の方 法 や 基 準 とな る ソ フ トウ ェア を開 発 す

る こ とで あ るo

初 年度 の 目標':

・電子 画像 と簡 単 な 処理 の ため のデ ー タ構 造 の分析 と定義

・処 理 の た め の方 法 論 とア ル ゴ リズムの定 義

・通 信 用 ランゲ ージの 決定:準 自然 ランゲ ージ(最 終 的 には,音 声 イ ンプ ッ

トを使 用 して り とグ ラ フ ィ ック用 ラン ゲ ージ の調査
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そ れ 以降 の 目標:

・方 法 ,基 準,ソ フ トウェアを 開発 す る。

② 特 に 多重機 能 フ ラ ッ ト ・ス ク リー ンに お いて要 求 され る技 術 の定 義,こ の

こ とは,こ の分野 で得 られ る現 在 の技 術 を 分析 す る ことで あ る。 また現在 の

技 術 が さ らに適 切 な技 術 を 生 み 出す の に 必要 とされ るR&Dプ ログラムを提

案 す る こ とで もあ る。

初 年度 の 目標:

① 目標 を決 定 し,技 術 状 態 を研 究 す る

② 適 切 な技 術 を選 ぶ

そ れ 以降 の 目標:

③ 媒 介 用 フラ ッ ト ・パ ネル の機 能 を 実証 し,仕 事 の新 しい 目標 とプ ロ グ ラム

を 決定 す る。

この プ ロジ ェ ク トで使 用 され る多 重機 能 フ ラ ッ ト ・ス ク リー ンの 研究 開 発 は,

高度 な マ イ クロエ レク トロニ ック工 学 を ベ ース とし てい る。

前 記 の プ ロジ ェ ク トは,3年 で完成 す るこ とを 目標 と して い る。

4.3ロ ー カル ・ワイ トバ ン ト通信 シ ステ ム

こ こでは,オ フ ィスに おけ る通 信 の ニ ーズに ど う対応 す るかが 議 論 され る。

この 問題 は,非 音 声通 信 と ビテ オ通 信 の進展 に伴 って極 め て重要 にな っ て きて

い る。 この プ ロジ ェ ク トのね らい は,ス ピーチ,デ ータ,テ キ ス ト,グ ラフ ィ

ック,ビ デ オ な どを含 む ヨーロ ッパ の標 準 ロ ーカル ・エ リア ・ワイ ドバ ン ド通

信 シ ス テムを 決定 し,プ ロ トタイプ を 作成 す るこ とで あ る。

初 年 度 の 目標:

① ワ イ ドバ ン ド ・ロー カル通信 シ ス テ ムの た めの ア ーキ テ クチ ャ と基 準 の決

定,適 切 な伝送 とイ ン ターフ ェ ース機器 の選 択 と設 計。

② 信 頼 性 と安 全性 を保 証 し,ネ ッ トワ ー ク ・イ ン ターフ ェ ースの さ まざ まな

レベ ル の プ ロ トコル を実 行 す るた めのLSIの 設計 要求 の決定 。
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それ 以 降 の 目標:

③ 試験 的 プ ロジ ェク トの形 式 で,イ ンハ ウス 用 に開発 され た ワイ ドバ ン ド通

信技 術 の機 能 的,経 済 的 な 可能 性 の 実証 。

上 記 の プ ロ ジ ェ ク トは,4年 で 完 成 す る ことを 目標 に してい る。

4.4オ フ ィス ・フ ァイ リ ング と整 理 され てい な い情報 の検索

オ フィ スで,幅 広 く使 用 され る将 来 の エ レク トロニ ック ・フ ァイ リング ・シ

ス テ ム では,テ キ ス ト,グ ラフ ィ ッ ク,音 声,イ メ ージ,そ の他 の混 合 した情

報 仕 様 を格 納 し なけれ ば な らない。

こ れ らの フ ァイ リング ・シ ス テム は,"会 話 型 シス テム"の プ ロジ ェク トで

研究 開 発 が行 われ る。 この プ ロジ ェク トの背 景 は,未 熟練 労 働 者 や一 般 的 な技

術 ベ ースで容 易 に使 用 で きな けれ ば な らな い。

現 在 の ところ,こ れ らの 異 った手 段 や,そ れ らを ミックス した使 用 に は,何

の基 準 もない 。

特 別 な 目的:

① ミ ックス され た メデ ィア に関す る ファ イ リン グの基 準 を決 定 す る。

② 検 索 の可能 性 と機能,こ れ ら実 施 す る方 法 に関 す る実 際 の要 求 を 確立 す る。

③ 安 全性 と プ ラ イバ シィ お よび オ ー ソ ライゼ ー シ ・ンの観 点 か ら,社 会 お よ

び ビジ ネ ス分野 の両面 を満 足 す るオ フ ィス ・シ ステ ムが要 求 す る基 準 を決 定

す る。

初 年 度 の 目標:'

① 詳 細 な プ ロジ ェ ク トの設 計 仕様 の 確認

② 将 来 の可 能 性 と報 告 され た状 態 の検 討

それ 以降 の 目標:

③ 初 歩的 な提案 の準備

④ 試 験 的 プ ロジ ェ ク トの決 定

⑤ シ ミュ レーシ ョンを行 い評 価す る 。
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⑥ 最 終 的 に提 案 され た方 法 論 と基 準 の 作成

上 記 の プ ロジ ェ ク トは,4年 で完 成 す るこ とを 目標 に して い る
。

5.コ ン ピ ュ ー タ を ベ ー ス と し た 統 合 製 造 シ ス テ ム ,(C.1.M. .)

長 い 時間 を 費 や した 研究 開 発 プ ロ グ ラム の重要 な 目標 は,CIMシ ス テ ムを

将 来 設計 す る上 で,規 律 や規 則 を 確立 す るため の基 礎 的知 識 を 獲得 す るこ とで

あ る。"コ ン ピ ュ=タ に よ る統 合製 造 シ ステ ムの た めの設 計 の 規則"と 述 べ ら

れ た最 初 の 試験 的 プ ロジ ェク トは,こ の基本 的 ゴ ール を 目指 す 緊急 で重 要 な ス

テ ップで あ る。

提 案 され る他 の2つ の プ ロジ ェ ク トは,次 の よ うなもの で あ る。

・フ フン ト ・オ ー トメーシ ョ ンの た めの統合 マ イ ク ロ ・エ レ ク トロニ
ッ・ク ・

サ ブ ・シ ステ ム。 これ は,高'度 な マイ クロ ・エ レク トロニ ッ ク工 学 の研 究

開発 プ ロ グ ラムに 関連 し て施 行 され る。

・リアル ・タイ ム ・イ メ ー ジ ・シ ス テ ムに基 づ いた プ ロ セ ス と製 造 コン トロ

ール 。 この プ ロジ 土 ク トは
,高 度 な 情報処 理 と高度 なマ イ クロ エ レ ク トロ

ニ ッ ク工 学 分野 の サポ ー トが要 求 され る。

5.1統 合 をベ ース と した シ ステ ムに 関す る設 計 規 準

"自 動 化 工場"の よ うな将 来 の 高度 な"ス ーパ ー ・シス テ ム"は
,機 能 的 コ

ン ピ ュー タに よ る統 合製 造 シ ステ ム(CIM)の 中のサ ブ ・シス テ ム'(多'〈 ・の

専 門化 された システム)の 統 合 され た も のであ る。 現在,考 え られ る専 門化 シ ス

デ ムは,次 の よ うな もの であ る。 ・・'.

・幾何 学 設計 とモデ リング ,エ ンジ ニア リン グ計 算,シ ミ'ユ=レーシ さン,製

図 な どの た め の コン ピ ュー タを ベ ース と したデ ザ イシ 。"∵

・在庫管 理 ,プ ロセス計 画 ツ ール の設計;資 源計 画,マ ンパ ワ ご とマ シ ン

計 画,一 般 的計 画 と・プ ログ デ ミングのた め の コ'ゾピ土一 ダを ベ ース とした

製 造CAM。't/t・'
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・機械 や電 気,電 子 部 品,完 全 な製造 をテ ス トす るた めの コ ン ピ ュータを ベ

ース と した テ ス ト(CAT)。

・ICの 製造 に 関す る 自動化 され たマ シ ン ・ツ ール とか プ ロセ ス ・ライ ン と

い った融 通 性 の あ る製 造 シ ステ ム。

・自動 ア セ ン ブ リー ・シ ス テ ム。

・自動 化 され た倉庫 シ ステ ム。

これ らの シ ステ ムが,CIMの サ ブ ・シ ステ ム として統 合 され る場 合,適 切

かつ 信頼 性 を も って相互 に 作 用す るだ ろ う。 しか し,製 造 シ ス テ ムの設 計 や設

備 を使用 す る ため に は,受 け 入れ られ るべ き"設 計 のル ール"の 基 準 を確 立 す

る ことが 必要 で あ る。

このプ ロジ ェ ク トの 目的 は,コ ン ピ ュー タを ベ ー ス と した統合 製 造 シ ステ ム

の手続 に 関 す る ヨー ロ ッパ に お け る"設 計 ル ール"に 関 して,わ か りや す い

報 告 を行 う こ とで あ る。 これ らの 分 野 は,CAD,CAM,CATシ ステムのす

べ ての ハ ー ドウ ェア と ソ フ トウ ェアを 含む もので あ る。

この報 告 は,自 動 化 工場 の シ ステ ム設 計 に 関す る詳 細 な研 究 を行 うもの で,

こ う した工 場 とは,融 通性,調 節,最 適 操 作ル ール,転 送 シ ステ ム,製 造 コン

トロ ール,方 法 論,生 産 性 と経 済的 な要 素 を含 む もの で あ る。

初年度 の 目標:

上 記 に 述 べ られ たす べ て の 分野 に 関す る原案 設計 の ル ール;こ れ らは,18

カ月以 内 に完 成 す る こ とを 目標 に して い る。

5.2プ ラ ン ト・オ ニ トメ ーシ ョンに関す る統 合 マ イ ク ロ ・エ レク トロニ ック

・サ ブ システ ム

この プ ロジ ェ ク トの 目的 は,マ シ ン ・ツ ール と ロボ ッ トの コン トロ ール ・シ

ステ ムに よ って,テ ス トお よび証 明 が で きるプ ロ トタイ プの マ イ クロ ・エ レク

トロニ ッ ク装置 を 作成 す る こ とで あ る。 証 明 された 設計 は,そ の技 術 を製 造 デ

バ イ スに組 み 入れ た り,ヨ ー ロ ッパ のIC製 造 者 達 に 利 用 させ る こ とが で きる。
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プ ロジ ェク トは,適 切 なICの 設 計 と製造 プ ロ セ スを オ ペ レー トして い る組

織 お よび 幾つ か の マ シン ・ツ ール あ る い は ロボ ッ トの メ ーカ ー との協 力の基 に

オ ー トメ ーシ ョン の専 門家達 に よって 実施 され る だ ろ う。

初 年 度 の目標:

チ ップ ・セ ッ トの詳 細 な設 計仕 様 。

そ れ 以 降 の 目標:

① 設 計 とプ ロ トタイ プの製造

② テ ス トを行 うた めに マ シ ン ・ツ ール と ロボ ッ トのコン トロ ール の ため の サ

ブ ・シ ステ ムo

③ 設計 の完 成

④ テ ス トと証 明 の完遂 と コマ ー シャル ・プ ロダ クシ ョン用初 期 ア レン ジ メン

トo

上 記 の プ ロジ ェ ク トは,4年 で完 成 す る こ とを 目標 に して い る。

5.3リ ア ル タイ ム ・イメ ー ジ ・シ ステ ム をベ ース と した処 理 と製造 コン トロ

ー ル

複雑 な 自動化 ア セ ンブ リと検査 を 実施 す る上 で,融 通 で き き能 力 の あ る製造

シ ス テ ム に お い て は,リ ア ル タ イ ム ・セ ン サ ー を ベ ー ス と し た イ メ ー ジ と コ ン

トロ ール ・サ ブ ・シス テム の開発 が要 求 され る。 リアル タイ ム ・セ ンサ ーは完

全 な 自動化 工場 で,セ ンシ ン グ と コン トロール を 遂行 す るため の もので あ る。

イ メ ー ジの概念 は,こ こで は最 も幅 広 い意 味 で 使 われて い る。

プ ロ ジ ェ ク トの 目的 は,3つ か4つ の複雑 な リアル タイ ムの イ メ ージを使 っ

たパ ター ン ・コン トロ ール ・ア プ リケ ーシ ョンを 遂行す る た めの ハ ー ドウェア

とソ フ トウ ェア を 開発す る こ とで あ る。信 号 処 理 に 関す る高 度 なアル ゴ リズム

とア ーキ テ ク チ ャの利用 が 今後重 要 とな る。

初 年度 の 目標:

視 覚,触 覚,音,サ ーマ ル ・セ ン シ ングを 利 用 してい る2Y2と3Dイ メ ージ
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を含 む ア プ リケ ー シ ョンの確 立。

それ 以降 の 目標:

・プ ロ トタイ プ2Y2Dシ ステ ムと基 準 プ ロ トタイプ3Dシ ス テ ムの証 明。

上 記 の プ ロジ ェ ク トは,4年 で完 成 す る こ とを 目標 に して い る。

6.情 報 交 換 シ ステ ム

ESPRITプ ロ ジ ェ ク トに おけ る共 同研究 で は,効 果 的 な情 報 交換 デ ータ通

信 シ ステ ムに よ って,お 互 い が通信 す る必要 があ る。 シ ス テ ム は,地 理 的 に

離 れ た 非 常 に小 さな チ ーム が共 同体 規 模 の活 動 で協 力 す る こ とを 可能 に す るた

め の もの で あ る。

そ の利 用範 囲 は広 い。 その プ ログ ラムの協 力 上 必要 と され るニ ーズ に対 して

は,電 子 メー ル と情 報検 索 が 重要 な要 素 とな る。 それ ぞれ のプ ロジ ェ ク トに 関

し て協 力 して い る技 術者 は,幅 広 い範 囲 でデ ー タ ・フ ァイル を交換 す る必 要 が

あ る。 また,お 互 いの コン ピ ュー タ ・リソ ースを分散 拠 点 で シェ アす るこ と も

必要 とす るで あ ろ う。

委 員 会 と産業 界 の ワーキ ン グ グル ープ に よ る会 議 で は,シ ス テ ムの機 能 的要

求 の確 認 と定義 を行 って きた。

① パ イ ロ ッ ト ・フ。ロジ ェク トが1983年 の初 め に開始 す る まで に,最 小 限度

の サ ー ビスが実施 され るべ きで あ る。

②ESPRITフ 『ロ ジェ ク'トの要 求 を み た すた め に必要 と され る機 能 上 の要求 。

③ ヨ ー ロ ッパ 研 究 団体 が 利 用 で き る よ うに,可 能 なシ ス テ ムのベ ー スを 設定

す る。 この場 合,最 初 に確 認 され た すべ て の機 械 的 要求 を組 み込 む 必 要 が あ

る。 そ の シ ステ ムは,使 用後,得 られ た経験 を基 に発 展 させ て い くこ とにな

るo・"、,・

こう した意味 に お いて シ ス テ ムは,オ ープ ンの状 態 に して お ぐ必 要 が あ る。

また,ヨ ー ロ ッパ お よび国 際 標準 に従 わ な けれ ば な らな い。
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